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(57)【要約】
　哺乳動物の骨を調節するための方法およびデバイスが
提供され、デバイスは、前記哺乳動物の身体の中に埋込
まれ、前記デバイスは、前記骨の中に固定される固定デ
バイスに力を加えるデバイスである。この方法およびデ
バイスは、例えば先天性奇形の矯正、回復促進整形外科
手術、等々における骨、関節または脊椎の延長、再整形
および再整列を始めとする治療および美容のための骨の
調節に効用を有している。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　哺乳動物における骨調節のための埋込み可能なデバイスであって、
　前記骨に関連して埋込み可能である、少なくとも１つの細長いデバイスを備え、
　前記少なくとも１つの細長いデバイスの少なくとも１つの機械的骨関連パラメータを調
節する調節デバイスを備え、
　その調節デバイスは、前記機械的骨関連パラメータを手術後に調節できるように構成さ
れており、
　無線によって直接または間接的に電力が供給されるように、かつ、体外源から非侵襲的
に伝送される無線エネルギーを、前記少なくとも１つの機械的骨関連パラメータの調節の
ために、受け取れるように、適合されて成る、埋込み可能なデバイス。
【請求項２】
　前記機械的骨関連パラメータは、骨の延長、骨の短縮、骨折の治癒、骨角度の変更、骨
の回転、骨の彎曲またはねじれの調節、骨の再整形、関節または脊椎の再整列または再位
置決め、脊柱の形状の再形成またはサポート、あるいはそれらの組合せに関している、請
求項１に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項３】
　前記機械的骨関連パラメータには、骨折を画定する少なくとも２つの骨部分を、治癒過
程の開始に有利な影響を及ぼす一定の時間期間の間、互いにより近くにもたらすこと、お
よび治癒過程の間、骨折を画定している前記少なくとも２つの骨部分を、骨の形成に有利
な影響を及ぼす一定の時間期間の間、互いに遠ざけること、のうちの少なくとも１つが含
まれている、請求項１に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項４】
　２またはそれ以上の固定デバイスは、骨をその外側から係合させるように適合されてい
る、請求項１に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項５】
　２またはそれ以上の固定デバイスは、骨の皮質性部分係合させるように適合されている
、請求項１に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項６】
　２またはそれ以上の固定デバイスは、髄内空洞の内側から骨を係合させるように適合さ
れている、請求項１に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項７】
　少なくとも２つ固定デバイスは、ピン、ねじ、接着剤、かえり構造、鋸歯構造、膨張可
能エレメント、それらの組合せ、または他の機械式接続部材から選択される、請求項１に
記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項８】
　前記調節デバイスによって加えられる力は、骨の長さを長くする縦方向の力である、請
求項１に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項９】
　前記調節デバイスによって加えられる力は、髄空洞の末端部分に向けられる、請求項１
に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項１０】
　前記調節デバイスによって加えられる前記力は、骨の角度または彎曲を調節する縦方向
の力である、請求項１に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項１１】
　前記調節デバイスによって加えられる前記力は、骨の縦方向の軸に沿ってそのねじれを
調節するトルクを骨に印加する、請求項１に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項１２】
　前記調節デバイスは可撓性であり、髄空洞の中に導入することができる、
請求項１に記載の埋込み可能なデバイス。
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【請求項１３】
　前記調節デバイスは、少なくとも部分的に弾性である、請求項１２に記載の埋込み可能
なデバイス。
【請求項１４】
　前記調節デバイスは、ばねを備えている、請求項１２に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項１５】
　前記調節デバイスは、彎曲した後、その元の形状に復帰する、請求項１に記載の埋込み
可能なデバイス。
【請求項１６】
　前記固定デバイスは、哺乳動物に埋込まれると、骨に対する関係で固定デバイスを係合
させ、かつ、安定させるために、前記調節デバイスによって調節することができるように
適合されている、請求項１に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項１７】
　前記固定デバイスは、骨に対する関係で前記固定デバイスを係合させ、かつ、安定させ
るためのねじ山を備えている、請求項１に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項１８】
　前記固定デバイスは、細長いデバイスの縦方向の延長部分に対して少なくとも部分的に
直角に膨張する、骨に対する関係で固定デバイスを係合させ、かつ、安定させるための膨
張可能部分を備えている、請求項１に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項１９】
　前記調節デバイスは、デバイスによって前記固定デバイスに加えられる力の大きさを制
御するために、前記骨調節のための液圧式デバイスを備えている、請求項１に記載の埋込
み可能なデバイス。
【請求項２０】
　前記液圧式デバイスは、シリンダおよびピストンを備えている、請求項１９に記載の埋
込み可能なデバイス。
【請求項２１】
　前記液圧式デバイスは、調節後、その新しい位置で液圧式デバイスをロックする機械式
複数ステップ・ロック機構を備えている、請求項１９に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項２２】
　前記機械式複数ステップ・ロック機構は、スプリント、鋸歯の原理を使用した細長い構
造、フランジ、かえりまたはボンネット・バンド、ナット、歯車箱またはばね荷重ロック
のうちの少なくとも１つを備えている、請求項２１に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項２３】
　前記液圧式デバイスは、液圧流体および前記液圧流体を含んだリザーバを備えており、
リザーバは、前記液圧流体を前記調節デバイスへ移動させるように適合されている、請求
項１９に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項２４】
　前記液圧流体は、前記リザーバから前記調節デバイスへ、予め加圧されたリザーバまた
はポンプを使用することによって移動される、請求項２３に記載の埋込み可能なデバイス
。
【請求項２５】
　前記液圧式デバイスは、調節デバイスの位置を検知するための、流体体積センサ入力ま
たは流量測定センサ入力あるいは任意の他のセンサ入力等のデバイス位置決めシステムを
備えている、請求項１９に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項２６】
　制御デバイスを備えている、請求項１９に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項２７】
　前記制御デバイスは、埋め込まれる前に設定される増分変化のプログラムに従う、請求
項２６に記載の埋込み可能なデバイス。
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【請求項２８】
　前記制御デバイスは、埋込み後および／または治療中に制御デバイスに送信される増分
変化のプログラムに従う、請求項２６に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項２９】
　前記制御デバイスは、体外制御ユニットおよび前記体外制御ユニットとの無線通信に適
した埋込み可能受信器を備えており、前記体外制御ユニットは、身体の外部に配置される
伝送器を有している、請求項２６に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項３０】
　前記制御デバイスは、前記体外制御ユニットを使用して埋込み後および／または治療中
に受信器に送信される調節デバイスの増分変化を制御する、請求項２６に記載の埋込み可
能なデバイス。
【請求項３１】
　前記液圧式調節デバイスは、骨調節が完了すると安定化されるように適合されている、
請求項１９に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項３２】
　前記液圧式調節デバイスには、調節デバイスの位置を安定させ、かつ、固定デバイスと
固定デバイスの間の距離を永続的にする材料を充填できる、請求項３１に記載の埋込み可
能なデバイス。
【請求項３３】
　前記材料は、固体化し、架橋結合し、さもなければ安定した体積を達成し、かつ、保持
する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合物から選択される、請求項３
１に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項３４】
　前記デバイスに使用される前記液圧流体は、硬化、固体化、架橋結合または他の反応が
使用者によって開始されると、固体化し、架橋結合し、さもなければ安定した体積を達成
し、かつ、保持する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合物から選択さ
れる材料である、請求項３１に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項３５】
　固体化し、架橋結合し、さもなければ安定した体積を達成し、かつ、保持する硬化性フ
ォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合物から選択される材料が、デバイスに加え
られて、液圧流体と部分的に又は完全に、置き換えられる、請求項３１に記載の埋込み可
能なデバイス。
【請求項３６】
　前記調節デバイスは、前記骨調節のための機械式デバイスを備える、請求項１に記載の
埋込み可能なデバイス。
【請求項３７】
　前記調節デバイスは、モータ等の動作デバイスによって動作する、請求項１に記載の埋
込み可能なデバイス。
【請求項３８】
　前記制御デバイスを備えており、動作デバイスは前記制御デバイスによって制御される
、請求項３６に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項３９】
　モータは、前記調節デバイスの位置を検知するための、回転速度計センサ入力または他
の任意のセンサ入力等のモータ位置決めシステムまたはデバイス位置決めシステムを備え
ている、請求項３７に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項４０】
　前記骨調節のための機械式デバイスは、少なくとも１つのナットおよびねじを備えてい
る、請求項３６に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項４１】
　前記骨調節のための機械式デバイスは、少なくとも１つの歯車箱を備えている、請求項
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３６に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項４２】
　前記骨調節のための機械式デバイスは、サーボ機構または機械式増幅器を備えている、
請求項３６に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項４３】
　間欠力および／または振動力を加えるように適合されている、請求項１～４２の何れか
１項に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項４４】
　延びは許容するが縮は防止するロックデバイスを備える、請求項１～４２の何れか１項
に記載の埋込み可能なデバイス。
【請求項４５】
　哺乳動物の骨調節のための方法であって、請求項１～４４の何れか１項に従った、液圧
式または機械式のデバイスが用いられて哺乳動物に埋込まれる、骨調節の方法。
【請求項４６】
　前記哺乳動物の身体の髄内に埋込まれ、前記骨の内部に固定される固定デバイスに力を
加える、請求項４５に記載の骨調整のための方法。
【請求項４７】
　前記骨調節は、骨の延長、骨折の治癒、骨の角度の変更、骨の再整形、あるいはそれら
の組合せである、請求項４５に記載の骨調整のための方法。
【請求項４８】
　前記調節は、先天性状態、変形または以前の外傷に起因する肢節の不一致を矯正するた
めの治療の１ステップである、請求項４５に記載の骨調整のための方法。
【請求項４９】
　前記調節は、伸延骨形成治療を必要とする骨の再整形または延長である、請求項４５に
記載の方法。
【請求項５０】
　前記調節は、先天性奇形を矯正する１ステップとしての骨の再整形または延長である、
請求項４５に記載の方法。
【請求項５１】
　前記調節は、美容治療の１ステップとしての骨の再整形または延長である、請求項４５
に記載の方法。
【請求項５２】
　再整形は、骨の角度または彎曲の変更、骨のねじれの変更、骨幹と骨端の間の角度の変
更、骨の厚さの変更またはそれらの組合せのうちの１つである、請求項４５～５１のいず
れか１項に記載の方法。
【請求項５３】
　哺乳動物の身体の髄内にデバイスを埋込む骨調節の方法であって、哺乳動物の身体の髄
内に埋込まれる前記デバイスが、前記骨の中に固定される固定デバイスに力を加える液圧
式デバイスと、デバイスによって加えられる力の大きさを制御する制御デバイスとである
、骨調節方法。
【請求項５４】
　哺乳動物の身体の髄内にデバイスを埋込む骨調節の方法であって、哺乳動物の身体の髄
内に埋込まれる前記デバイスが、前記骨の中に固定される固定デバイスに力を加える機械
式デバイスと、デバイスによって加えられる力の大きさを制御する制御デバイスとである
、骨調節方法。
【請求項５５】
　前記制御デバイスは、デバイスが埋込まれる前に設定される増分変化のプログラムに従
う、請求項５３または５４に記載の方法。
【請求項５６】
　前記制御デバイスは、埋込み後および／または治療中に制御デバイスに送信される増分
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変化のプログラムに従う、請求項５３または５４に記載の方法。
【請求項５７】
　デバイスは、治療が完了すると安定化される、請求項４５～５６の何れか１項に記載の
方法。
【請求項５８】
　前記デバイスは、調節デバイスの位置を安定させ、かつ、固定デバイスと固定デバイス
の間の距離を永続的にする材料をデバイスに充填することによって安定化される、請求項
５７に記載の方法。
【請求項５９】
　前記材料は、固体化し、架橋結合し、または、安定した体積を達成し且つ保持する硬化
性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合物から選択される、請求項５８に記載
の方法。
【請求項６０】
　デバイスは液圧式デバイスであり、液圧流体は、硬化、固体化、架橋結合または他の反
応が使用者によって開始されると、固体化し、架橋結合し、または、安定した体積を達成
し且つ保持する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合物から選択される
、請求項５８に記載の方法。
【請求項６１】
　デバイスは液圧式デバイスであり、固体化し、架橋結合し、または、安定した体積を達
成し且つ保持する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合物から選択され
る材料は、前記デバイスに加えられ、液圧流体と部分的に、あるいは完全に置き換えられ
る、請求項５８に記載の方法。
【請求項６２】
　伸延骨形成のための方法であって、埋込まれた液圧式または機械式デバイスを使用して
、骨折した骨が間欠力および／または振動力にさらされる、方法。
【請求項６３】
　骨を調節するためのデバイスを提供することによって哺乳動物患者の骨機能障害を治療
するための方法であって、前記デバイスが請求項１～４４の何れか１項に記載のもので２
つの固定デバイスを備えており、
　i.　　前記哺乳動物患者の空洞に針または管様器具を挿入するステップと、
　ii. 　前記針または管様器具を介して流体を導入することによって前記空洞を膨張させ
、それにより前記空洞を拡張させるステップと、
　iii.　前記空洞の中に少なくとも２つの腹腔鏡トロカールを配置するステップと、
　iv.　 前記腹腔鏡トロカールのうちの１つを介して前記空洞の中にカメラを挿入するス
テップと、
　v.　　前記少なくとも２つの腹腔鏡トロカールのうちの１つを介して少なくとも１つの
切開器具を挿入するステップと、
　vi.　 機能障害のある骨の領域を切開するステップと、
　vii.　前記骨の髄空洞の中に骨を調節するためのデバイスおよび固定デバイスを配置す
るステップと、
　viii. 前記固定デバイスを前記骨に接触させて固定するステップと、
　ix.　 哺乳動物の身体を好ましくは層をなして縫合するステップと、
　x.　　術後に前記骨を非侵襲的に調節するステップと
が含まれて成る方法。
【請求項６４】
　骨を調節するためのデバイスを提供することによって哺乳動物患者の骨機能障害を治療
する方法であって、前記デバイスが請求項１～４４の何れか１項に記載のもので２つの固
定デバイスを備えており、
　i.　　前記ヒト患者の皮膚を切断するステップと、
　ii.　 機能障害のある骨の領域を切開するステップと、
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　iii.　前記骨の髄空洞の中にデバイスを配置するステップと、
　iv.　 前記固定デバイスを前記骨に接触させて固定するステップと、
　v.　　哺乳動物の身体を好ましくは層をなして縫合するステップと、
　vi.　 手術後に前記骨を非侵襲的に調節するステップと
が含まれて成る方法。
【請求項６５】
　器具を取り出すステップが含まれる、請求項６３または６４に記載の方法。
【請求項６６】
　縫合またはステープルを使用して皮膚を閉じるステップが含まれる、請求項６３または
６４に記載の方法。
【請求項６７】
　切開ステップには、鎖骨、肩甲骨、上腕骨、トウ骨、尺骨、骨盤骨、大腿骨、脛骨、ヒ
骨または踵骨のうちの少なくとも１つの領域の切開を含む、腕または脚の領域を切開する
ステップが含まれる、請求項６３または６４に記載の方法。
【請求項６８】
　切開ステップには、肩、肘、股、膝、手および足の関節のうちの少なくとも１つの領域
の切開を含む、腕または脚の領域を切開するステップが含まれる、請求項６３または６４
に記載の方法。
【請求項６９】
　髄空洞中への開孔がドリルによって穿孔される、請求項６３または６４に記載の方法。
【請求項７０】
　請求項１に記載の装置を備える、システム。
【請求項７１】
　患者の中に埋込むことができる、装置を手動で、かつ、非侵襲的に制御するための少な
くとも１つのスイッチを備える、請求項７０に記載のシステム。
【請求項７２】
　液圧によって装置に接続される埋込み可能液圧リザーバを有する液圧式デバイスを備え
ており、液圧リザーバを手動で押すことによって非侵襲的に調整されるように適合されて
いる、請求項７０に記載のシステム。
【請求項７３】
　非侵襲的に制御するための無線遠隔制御装置を備える、請求項７０に記載のシステム。
【請求項７４】
　前記無線遠隔制御装置は、少なくとも１つの体外信号伝送器および／または受信器を備
えており、さらに、患者の中に埋込むことができる、体外信号伝送器によって送信される
信号を受信し、あるいは信号を体外信号受信器に送信するための体内信号受信器および／
または伝送器を備えている、請求項７３に記載のシステム。
【請求項７５】
　前記無線遠隔制御装置は、装置を制御するための少なくとも１つの無線制御信号を送信
する、請求項７３に記載のシステム。
【請求項７６】
　前記無線制御信号には、周波数変調信号、振幅変調信号または位相変調信号あるいはそ
れらの組合せが含まれている、請求項７５に記載のシステム。
【請求項７７】
　前記無線遠隔制御装置は、制御信号を搬送するための電磁波搬送信号を送信する、請求
項７６に記載のシステム。
【請求項７８】
　埋込み可能エネルギー消費構成要素に無線エネルギーを使用して非侵襲的にエネルギー
を供給するための無線エネルギー伝送デバイスを備えている、請求項７０に記載のシステ
ム。
【請求項７９】
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　前記無線エネルギーには、音波信号、超音波信号、電磁波信号、赤外光信号、可視光信
号、紫外光信号、レーザ光信号、マイクロ波信号、電波信号、ｘ線放射信号およびガンマ
線放射信号から選択される波動信号が含まれている、請求項７８に記載のシステム。
【請求項８０】
　前記無線エネルギーには、電界、磁界、電界と磁界の組合せのうちの１つが含まれてい
る、請求項７８に記載のシステム。
【請求項８１】
　前記制御信号には、電界、磁界、電界と磁界の組合せのうちの１つが含まれている、請
求項７５に記載のシステム。
【請求項８２】
　前記信号には、アナログ信号、ディジタル信号、またはアナログ信号とディジタル信号
の組合せが含まれている、請求項７５～７９のいずれかに記載のシステム。
【請求項８３】
　埋込み可能エネルギー消費構成要素に電力を供給するための埋込み可能体内エネルギー
源を備えている、請求項７０に記載のシステム。
【請求項８４】
　無線モードでエネルギーを伝達するための体外エネルギー源を備えており、無線モード
で伝達されるエネルギーを使用して体内エネルギー源を充電できる、請求項８３に記載の
システム。
【請求項８５】
　体内エネルギー源を充電するためのエネルギーの伝達に相関する機能パラメータを検知
ないし測定するためのセンサまたは測定デバイスと、患者の身体の内部から患者の身体の
外部へフィードバック情報を送るためのフィードバック・デバイスとを備え、そのフィー
ドバック情報は、センサによって検知され、または測定デバイスによって測定される機能
パラメータに関連する、請求項８４に記載のシステム。
【請求項８６】
　患者の身体の内部から患者の身体の外部へフィードバック情報を送るためのフィードバ
ック・デバイスを備えており、フィードバック情報は、患者の身体パラメータおよび装置
に関連する機能パラメータのうちの少なくとも１つに関連する、請求項７０に記載のシス
テム。
【請求項８７】
　センサおよび／または測定デバイスと、埋込み可能体内制御ユニットとを備え、その埋
込み可能体内制御ユニットが、センサによって検知され、または測定デバイスによって測
定される患者の身体パラメータ、およびセンサによって検知され、または測定デバイスに
よって測定される、装置に関連する機能パラメータのうちの少なくとも１つに関連する情
報に応答して装置を制御する、請求項７０に記載のシステム。
【請求項８８】
　前記身体パラメータは、圧力または運動性運動である、請求項８７に記載のシステム。
【請求項８９】
　体外データ通信器および体外データ通信器と通信する埋込み可能体内データ通信器を備
えており、体内通信器は、装置または患者に関連するデータを体外データ通信器に供給し
、および／または体外データ通信器は、データを体内データ通信器に供給する、請求項７
０に記載のシステム。
【請求項９０】
　装置を動作させるためのモータまたはポンプを備える、請求項７０に記載のシステム。
【請求項９１】
　装置を動作させるための液圧動作デバイスを備える、請求項７０に記載のシステム。
【請求項９２】
　動作デバイスを備えており、その動作デバイスは、より長い距離に作用し、それにより
、決定された作用のための時間を長くする代わりに、装置の動作に必要とされる動作デバ
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イスの力を小さくするように設計されたサーボまたは機械式増幅器を備えている、請求項
７０に記載のシステム。
【請求項９３】
　動作デバイスを備えており、無線エネルギーは、その無線状態で使用され、無線エネル
ギーがエネルギー伝送デバイスによって伝送されると、その動作デバイスに電力が直接供
給され、それにより装置を動作させるための運動エネルギーが生成される、請求項７８に
記載のシステム。
【請求項９４】
　エネルギー伝送デバイスによって伝送される無線エネルギーを第１の形態のエネルギー
から第２の形態のエネルギーに変換するためのエネルギー変換デバイスを備えている、請
求項７８に記載のシステム。
【請求項９５】
　前記エネルギー変換デバイスは、エネルギー変換デバイスがエネルギー伝送デバイスに
よって伝送された第１の形態のエネルギーを第２の形態のエネルギーに変換すると、この
第２の形態のエネルギーが使用されて、装置の埋込み可能エネルギー消費構成要素に電力
が直接に供給される、請求項９４に記載のシステム。
【請求項９６】
　前記第２の形態のエネルギーには、直流電流、脈動直流電流および交流電流のうちの少
なくとも１つである、請求項９４に記載のシステム。
【請求項９７】
　埋込み可能アキュムレータを備えており、第２の形態のエネルギーを使用して少なくと
も部分的にアキュムレータが充電される、請求項９４に記載のシステム。
【請求項９８】
　第１または第２の形態の前記エネルギーには、磁気エネルギー、運動エネルギー、音響
エネルギー、化学エネルギー、放射エネルギー、電磁エネルギー、光エネルギー、原子エ
ネルギー、熱エネルギー、非磁気エネルギー、非運動エネルギー、非化学エネルギー、非
音響エネルギー、非原子エネルギーおよび非熱エネルギーのうちの少なくとも１つが含ま
れる、請求項９４に記載のシステム。
【請求項９９】
　少なくとも１つの電圧レベル・ガードおよび／または少なくとも１つの定電流ガードを
含んだ埋込み可能電気コンポーネントを備える、請求項７０に記載のシステム。
【請求項１００】
　エネルギー伝送デバイスからの無線エネルギーの伝送を制御するための制御デバイスを
備え、
　伝送される無線エネルギーを受け取るための埋込み可能体内エネルギー受信器を備え、
　体内エネルギー受信器は、受け取ったエネルギーを直接または間接的に供給するために
、装置の埋込み可能エネルギー消費構成要素に接続されており、
　体内エネルギー受信器が受け取るエネルギーと、装置の埋込み可能エネルギー消費構成
要素のために使用されるエネルギーとの間のエネルギー・バランスを決定するように適合
された決定デバイスを備え
　制御デバイスは、決定デバイスによって決定されるエネルギー・バランスに基づいて、
体外エネルギー伝送デバイスからの無線エネルギーの伝送を制御する、
請求項７８に記載のシステム。
【請求項１０１】
　前記決定デバイスは、エネルギー・バランスの変化を検出するように適合されており、
制御デバイスは、検出されたエネルギー・バランスの変化に基づいて無線エネルギーの伝
送を制御する、請求項１００に記載のシステム。
【請求項１０２】
　前記決定デバイスは、体内エネルギー受信器が受け取るエネルギーと、装置の埋込み可
能エネルギー消費構成要素のために使用されるエネルギーとの差を検出するように適合さ
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れており、制御デバイスは、検出されたエネルギー差に基づいて無線エネルギーの伝送を
制御する、請求項１０１に記載のシステム。
【請求項１０３】
　前記エネルギー伝送デバイスは、人体の外部に配置されるコイルを備えており、さらに
、人体の内部に配置される埋込み可能エネルギー受信器、および無線エネルギーを伝送す
るために電気パルスを使用して体外コイルに電力を供給するように接続される電気回路を
備えており、電気パルスは前縁および後縁を有しており、電気回路は、伝送される無線エ
ネルギーの電力を変化させるために、電気パルスの連続する前縁と後縁の間の第１の時間
間隔および／または電気パルスの連続する後縁と前縁の間の第２の時間間隔を変化させる
ように適合されており、伝送される無線エネルギーを受け取るエネルギー受信器は、変化
した電力を有している、
請求項７８に記載のシステム。
【請求項１０４】
　前記電気回路は電気パルスを送出するように適合されており、それにより第１および／
または第２の時間間隔の変化を除いて不変の状態が維持される、請求項１０３に記載のシ
ステム。
【請求項１０５】
　前記電気回路は時定数を有しており、また、第１および第２の時間間隔を第１の時定数
の範囲内でのみ変化させるように適合されており、したがって第１および／または第２の
時間間隔の長さが変化すると、コイルを介して伝送される電力が変化する、請求項１０３
に記載のシステム。
【請求項１０６】
　無線エネルギーを受け取るための埋込み可能体内エネルギー受信器であって、体内第１
のコイルおよび該第１のコイルに接続された第１の電子回路を有するエネルギー受信器と
、無線エネルギーを伝送するための体外エネルギー伝送器であって、体外第２のコイルお
よび該第２のコイルに接続された第２の電子回路を有するエネルギー伝送器とを備えてお
り、エネルギー伝送器の体外第２のコイルは、エネルギー受信器の第１のコイルが受け取
る無線エネルギーを伝送しており、システムは、さらに、第１の電子回路への体内第１の
コイルの接続のオンおよびオフを切り換えるための電力スイッチを備えており、電力スイ
ッチが第１の電子回路への体内第１のコイルの接続のオンおよびオフを切り換えると、体
外エネルギー伝送器は、第１のコイルの充電に関するフィードバック情報を体外第２のコ
イルの負荷のインピーダンス変化の形で受け取る、請求項８６に記載のシステム。
【請求項１０７】
　無線エネルギーを受け取るための埋込み可能体内エネルギー受信器であって、体内第１
のコイルおよび該第１のコイルに接続された第１の電子回路を有する体内エネルギー受信
器を備え、
　無線エネルギーを伝送するための体外エネルギー伝送器であって、体外第２のコイルお
よび該第２のコイルに接続された第２の電子回路を有する体外エネルギー伝送器を備え、
　エネルギー伝送器の体外第２のコイルは、エネルギー受信器の第１のコイルが受け取る
無線エネルギーを伝送し、
　フィードバック情報として第１のコイルが受け取るエネルギーの量を発信するためのフ
ィードバック・デバイス備え、
　前記第２の電子回路には、フィードバック情報を受け取るため、および、第１のコイル
と第２のコイルの間の結合係数を得るために、第２のコイルによって伝達されるエネルギ
ーの量と、第１のコイルが受け取るエネルギーの量とに関連するフィードバック情報を比
較する決定デバイスが含まれている、
請求項８６に記載のシステム。
【請求項１０８】
　前記伝送されるエネルギーは、得られた結合係数に応じて調整できる、請求項１０７に
記載のシステム。
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【請求項１０９】
　前記体外第２のコイルは、結合係数が最大化される第２のコイルの最適配置を確立する
ために、体内第１のコイルに対する関係で移動するように構成されている、請求項１０７
に記載のシステム。
【請求項１１０】
　前記体外第２のコイルは、決定デバイス内におけるフィードバック情報を結合係数の最
大化に先立って達成するために、伝達されるエネルギーの量を較正するようにされている
、請求項１０９に記載のシステム。
【請求項１１１】
　前記機械式デバイスは、調節後、その新しい位置で機械式デバイスをロックする機械式
複数ステップ・ロック機構を備える、請求項３６に記載のデバイス。
【請求項１１２】
　前記機械式複数ステップ・ロック機構は、スプリント、鋸歯の原理を使用した細長い構
造、フランジ、かえりまたはボンネット・バンド、ナット、歯車箱またはばね荷重ロック
原理のうちの少なくとも１つを備える、請求項１１１に記載のデバイス。
【請求項１１３】
　制御デバイスを備える、請求項３６に記載のデバイス。
【請求項１１４】
　前記制御デバイスは、デバイスが埋込まれる前に設定される増分変化のプログラムに従
う、請求項１１３に記載のデバイス。
【請求項１１５】
　前記制御デバイスは、埋込み後および／または治療中に制御デバイスに送信される増分
変化のプログラムに従う、請求項１１３に記載のデバイス。
【請求項１１６】
　前記制御デバイスは、体外制御ユニットおよび前記体外制御ユニットとの無線通信に適
した埋込み可能受信器を備えており、前記体外制御ユニットは、身体の外部に配置される
伝送器を有している、請求項１１３に記載のデバイス。
【請求項１１７】
　前記制御デバイスは、前記体外制御ユニットを使用して埋込み後および／または治療中
に受信器に送信される調節デバイスの増分変化を制御する、請求項１１３に記載のデバイ
ス。
【請求項１１８】
　前記調節デバイスは、骨のねじれを調節するようにされている、請求項１に記載のデバ
イス。
【請求項１１９】
　前記調節デバイスは、骨の角度を変化させるようにされている、請求項１に記載のデバ
イス。
【請求項１２０】
　前記調節デバイスは少なくとも２つの部分を備えており、これらの部分は、相互関係で
回転するようにされている、請求項１１８に記載のデバイス。
【請求項１２１】
　前記相互関係での回転は、前記少なくとも２つの固定デバイスによって固定される、請
求項１２０に記載のデバイス。
【請求項１２２】
　前記調節デバイスは少なくとも２つの部分を備えており、これらの部分は、相互関係で
角度をなすようにされている、請求項１１９に記載のデバイス。
【請求項１２３】
　前記調節デバイスは、脊柱を含む骨の彎曲を変化させるようにされている、請求項１に
記載のデバイス。
【請求項１２４】
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　前記調節デバイスは、関節または脊椎を再整列させ、あるいは再配置するように適合さ
れており、脊柱の形状の再形成またはサポートが含まれる、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１２５】
　２以上の固定デバイスは、単に骨の外側で係合し、かつ、重量を支えるように適合され
ている、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１２６】
　２以上ｂの固定デバイスは、骨の内部、つまり骨の髄に侵入することなく骨と係合し、
かつ、その重量を支えるようにされている、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１２７】
　前記調節デバイスは、骨の外側に配置されるようにされている、請求項１に記載のデバ
イス。
【請求項１２８】
　調節デバイスの位置を直接または間接的に検知するセンサを備える、請求項１に記載の
デバイス。
【請求項１２９】
　前記センサから直接または間接的に受け取った情報を人体の外部へ送信するように適合
されたフィードバック伝送器を備えており、前記送信される情報は、体外制御ユニットが
受け取り、調節デバイスの位置に関連付けるようにされている、請求項１２８に記載のデ
バイス。
【請求項１３０】
　前記動作デバイスは、三相モータとして動作するモータである、請求項３７に記載のデ
バイス。
【請求項１３１】
　前記動作デバイスは、二相または三相以上のモータとして動作するモータである、請求
項３７に記載のデバイス。
【請求項１３２】
　前記デバイスは、モータに接続された歯車箱およびモータ・パッケージを備えており、
モータ・パッケージからの出力速度は、前記歯車箱によって達成される前記モータ単体に
よる速度より遅い、請求項３７または請求項１３０～１３１の何れか１項に記載のデバイ
ス。
【請求項１３３】
　モータに接続された電気速度コントローラを備え、前記モータ・パッケージ内における
モータの前記出力速度は、前記電気速度コントローラによって減速される、請求項３７ま
たは請求項１３０～１３１の何れか１項に記載のデバイス。
【請求項１３４】
　前記モータは回転モータであり、モータ・パッケージの出力速度は、毎秒１００回転未
満に減速される、請求項１３２～１３３の何れか１項に記載のデバイス。
【請求項１３５】
　前記モータは回転モータであり、モータ・パッケージの出力速度は、毎秒１０回転未満
に減速される、請求項１３２～１３３の何れか１項に記載のデバイス。
【請求項１３６】
　前記モータは回転モータであり、モータ・パッケージの出力速度は、毎秒１回転未満に
減速される、請求項１３２～１３３の何れか１項に記載のデバイス。
【請求項１３７】
　前記モータは回転モータであり、モータ・パッケージの出力速度は、毎秒０．１回転未
満に減速される、請求項１３２～１３３の何れか１項に記載のデバイス。
【請求項１３８】
　前記モータは回転モータであり、モータ・パッケージの出力速度は、毎秒０．０１回転
未満に減速される、請求項１３２～１３３の何れか１項に記載のデバイス。
【請求項１３９】
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　前記モータは回転モータであり、モータ・パッケージの出力速度は、毎秒０．００１回
転未満に減速される、請求項１３２～１３３の何れか１項に記載のデバイス。
【請求項１４０】
　モータに接続された電気速度コントローラおよびモータ・パッケージを備えており、前
記モータ・パッケージ内におけるモータの出力速度は、前記電気速度コントローラによっ
て制御される、請求項３７または請求項１３０～１３１の何れか１項に記載のデバイス。
【請求項１４１】
　前記モータはリニアモータであり、モータ・パッケージの出力速度は、毎秒１ｍｍ未満
である、請求項１３２または１４０に記載のデバイス。
【請求項１４２】
　前記モータはリニアモータであり、モータ・パッケージの出力速度は、毎秒０．１ｍｍ
未満である、請求項１３２または１４０に記載のデバイス。
【請求項１４３】
　前記モータはリニアモータであり、モータ・パッケージの出力速度は、毎秒０．０１ｍ
ｍ未満である、請求項１３２または１４０に記載のデバイス。
【請求項１４４】
　前記モータはリニアモータであり、モータ・パッケージの出力速度は、毎秒０．００１
ｍｍ未満である、請求項１３２または１４０に記載のデバイス。
【請求項１４５】
　前記モータはリニアモータであり、モータ・パッケージの出力速度は、毎秒０．０００
１ｍｍ未満である、請求項１３２または１４０に記載のデバイス。
【請求項１４６】
　前記モータはリニアモータであり、モータ・パッケージの出力速度は、毎秒０．０００
０１ｍｍ未満である、請求項１３２または１４０に記載のデバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、治療および美容の骨調節のための方法およびデバイスに関し、詳細には、ヒ
トまたは動物の身体中の骨の位置、長さ、強度または機能を調節するための、それには限
定されないが例えば埋込み液圧式デバイス等の埋込みデバイスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　治癒を促進するために骨折した骨を固定する技術は、何世紀にもわたって実践されてい
る。単純な副子および場合によっては衛生的とは言えない包帯に始まって、プラスター鋳
造の発明は、整形外科医学に新しい時代の幕開けをもたらした。今日、重いプラスター鋳
造は、より軽い繊維ガラス代替製品に徐々に置き換えられている。さらに、単なる体外副
子および鋳造に加えて、様々な体内サポート構造が広く使用されている。このようなサポ
ート構造には、治癒の間、骨の一部を一体に保持し、かつ、骨折した部位を強くするため
に使用される、骨折した骨に直接添えられる副子、ピンおよびねじが含まれている。その
他の例には、プレート、多孔性骨組、髄内ピンおよびねじ、等々がある。これらは、チタ
ン、セラミックまたは外科用スチール等の不活性材料で製造することができ、あるいは身
体中に再吸収されるか、あるいは統合される材料から製造することができる。別法として
は、骨折が完全に治癒すると、サポート構造を外科的に除去することも可能である。
【０００３】
　とりわけ本発明に関連する他のグループのデバイスは、主として身体の外部に配置され
、かつ、身体の内部の骨と係合する機械式デバイスである。このようなデバイスの最も単
純な形態は、骨の中に固定されたピンまたはねじに固定され、かつ、皮膚を介して突出す
る、身体の外部の金属棒の形の副子である。もっと複雑な装置には、骨の位置を調節する
ための手段、例えば、伸延骨形成と呼ばれている技法である、複雑骨折を整列させ、治癒
を促進し、あるいは骨の延長を誘導するために骨折に張力を印加するための手段がある。
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【０００４】
　骨を延長し、あるいは再整形するための体外デバイスまたはフィクスチャの一例は、最
初に１９５０年代にソ連邦で開発され、１９８０年代に欧州にもたらされた、いわゆるイ
リザロフ装置である。要約すると、これは、患者の皮膚および組織を介して骨に取り付け
られる、骨を延長し、あるいは再整形するために使用することができる外科手順に使用さ
れる体外フィクスチャである。このタイプのフィクスチャは、必ずしも従来の治療技法を
使用することができない開放性骨骨折等の複雑骨折の治療にしばしば使用されている。ま
た、このタイプのフィクスチャは、他の技法では不可能な骨の感染骨癒合不全の治療に使
用することも可能である。また、このフィクスチャおよびこのフィクスチャと類似のフィ
クスチャは、変形の矯正にも使用されている。さらに詳細な情報については、例えば２０
００年のＳｎｅｌａらを参照されたい。
【０００５】
　他のフィクスチャは、イリザロフ装置の多くのコンポーネントおよび特徴を共有してい
る体外固定器具であるＴａｙｌｏｒ　Ｓｐａｔｉａｌ　Ｆｒａｍｅ（ＴＳＦ）である。Ｔ
ＳＦは、６本の支柱によって一体に接続されたアルミニウム製の２つのリングからなるヘ
キサポッド・デバイスである。個々の支柱は、独立して長くし、あるいは短くすることが
できる。ワイヤまたは半割りピンによって装置が骨に接続されると、取り付けられた骨を
６軸（前方／後方、内反／外反、延長／短縮）で操作することができる。ＴＳＦを使用し
て角変形および並進変形の両方を矯正することができる。ＴＳＦは、大人および子供の両
方に使用される。ＴＳＦは、鋭形骨折、変形癒合、骨癒合不全および先天性奇形を治療す
るために使用されている。ＴＳＦは、上肢および下肢の両方に使用することができる。ま
た、特殊な足リングを利用して複雑な足の変形を治療することも可能である。
【０００６】
　骨に取り付けられると、変形は、術後ｘ線を調査することによって特性化される。次に
、リング・サイズおよび支柱の初期の長さ等のパラメータと共に角変形値および並進変形
値が専用のソフトウェアに入力される。次に、このソフトウェアによって、患者が従う支
柱変化の「処方」が生成される。支柱は、患者によって毎日調節される。通常、骨変形の
矯正には、３ないし４週間が必要である。変形が矯正されると、骨が治癒するまで脚にフ
レームが残されるが、骨の治癒には、通常、変形の性質および程度に応じて３カ月ないし
６カ月を要する。
【０００７】
　また、この種の装置は、骨を長くするために使用することも可能である。この手順は初
期外科手術からなっており、この初期外科手術の間、骨が外科的に骨折され、リング装置
が取り付けられる。患者が回復するにつれて、骨折した骨がくっつき始める。骨が成長し
ている間、ナットを回すことによってフレームが調節され、したがって２つのリングの間
の間隔が広くなる。リングが骨折の反対側に接続されると、毎日実施されるこの調節によ
って、徐々に治癒しつつある骨折が１日当たり約１ミリメートルだけ遠ざかる方向に移動
する。日々の増分延長により、肢節がやがては著しく長くなる。延長段階が完了しても、
装置は、治癒を容易にするために肢節の上に残される。患者は松葉杖を使用して移動する
ことができ、苦痛が緩和される。完全に治癒すると、リング装置を除去するための第２の
外科手術が必要である。その結果、極めて長い肢節が得られる。脚を長くする場合、アキ
レス腱を長くしてより長い骨の長さに適応させるための追加外科手術が場合によっては必
要である。この手順の大きな利点は、骨が回復している間、装置によって完全なサポート
が提供されるため、手順の間、患者がその活動を維持することができることである。患者
の活動性および安寧は、回復を加速させることが知られている。
【０００８】
　これらの体外フィクスチャは、その侵襲性が最小である（大きな切開はなされない）が
、それらは合併症に無縁ではない。常に苦痛が伴い、その苦痛は場合によっては激しいが
、鎮痛薬を使用して処置することができる。ピン部位の感染を防止するためには、日々の
クリーニングおよび衛生に対する慎重な注意が必要である。他の合併症には、膨化および
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筋肉貫通がある。また、体外フィクスチャは嵩張り、そのために日常生活における不便性
および望ましくない注意の喚起の原因になっている。
【０００９】
　Ｕ．Ｓ．５４１５６６０に開示されている形状記憶合金によって駆動される埋込み可能
肢節延長釘等の埋込み可能デバイスの例が存在している。この開示は、形状記憶合金を使
用している駆動手段を密閉している内部シリンダおよび外部シリンダからなる髄内釘に関
している。このシリンダは、Ｕ．Ｓ．５４１５６６０の図によれば、骨の外側から貼付さ
れ、例えば骨端および骨幹の領域の骨に侵入している近位および遠位インターロック・ボ
ルトによって骨に取り付けられる。
【００１０】
　背景技術の他の例は、相互関係で入れ子式に移動させることができる２枚のプレート部
材、および一方向のみの運動を許容するラチェット機構からなるＵ．Ｓ．５８２７２８６
の脛骨骨切術固定デバイスである。このデバイスは、骨の外側に取り付けられ、かつ、骨
ねじを使用して貼付されるように適合されている。
【００１１】
　Ｕ．Ｓ．２００５／００５５０２５ Ａ１に、関節または骨に接続することができる様
々な骨格インプラントが開示されており、最初は極めて剛直で、外部チョックまたは応力
を吸収し、したがって治癒の間、例えば組織移植または骨折を保護する機構が示唆されて
いる。この機構は、次に、組織移植または骨折の治癒に伴ってより広範囲の運動を徐々に
許容することが示唆されている。
【００１２】
　ＥＰ ０ ４３２ ２５３に、近位端および遠位端を備えた髄内釘が開示されており、こ
の髄内釘は、さらに、前記釘の内側のロッドを回転させて前記釘を縦方向に膨張させるた
めの機械式、空気圧式、液圧式、電気式または電磁式ドライブを備えている。この釘は、
骨および髄内釘を横方向に貫通して配置される締付け釘またはボルトを係合させるための
固着孔を有している。
【００１３】
　Ｕ．Ｓ．５１５６６０５は、整形外科および外傷学に使用するための医療機器に関して
おり、詳細には圧迫－伸延－ねじり装置のための駆動システムを対象としている。一実施
形態は、患者の骨の中に完全に埋込むことができる髄内デバイスに関しており、この髄内
デバイスは、モータ・ドライブ機能、コントローラ機能および電池機能、ならびに身体の
外部からの伸延の割合およびリズムの調整を内科医に許容する無線周波数信号または電磁
界信号を備えている。示されているデバイスは、骨幹に侵入する釘またはボルト、および
デバイスの両方の末端部分を使用して骨に固定される。
【００１４】
　知られているデバイスが抱えているもう１つの問題は、患者自身によるものであれ、あ
るいは医療職員によるものであれ、張力を毎日調節しなければならないことである。患者
が装置を調節する責任を負っている場合、苦痛または心理的不快感のため、指示があまり
守られなくなる危険が存在する。
【００１５】
　さらに、間欠ローディング（２００６年、Ｃｏｎｓｏｌｏら）、巡回伸延および圧迫（
２００４、Ｈｅｎｔｅら）、およびさらには振動力は、骨形成および造骨細胞の分化を促
進する（２００６、Ｇａｂｂａｙら）ことが示されているため、従来の機械式デバイスは
、改良の余地を残している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１６】
【特許文献１】ＵＳ５４１５６６０
【特許文献２】ＵＳ５８２７２８６
【特許文献３】ＵＳ２００５／００５５０２５Ａ１
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【特許文献４】ＥＰ０４３２２５３
【特許文献５】ＵＳ５１５６６０５
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　本発明の目的の１つは、知られている体外および体内機械式フィクスチャならびに副子
が抱えている問題を解決することである。
【００１８】
　他の目的は、治療および美容の両方のための、伸延骨形成を必要とする治療のために利
用することができる新しい方法およびデバイスを構築することである。
【００１９】
　本発明の他の目的、ならびに本発明の実施形態に関連する利点は、以下の説明、非制限
の例、特許請求の範囲および図面をより注意深く考察することにより、当業者には明らか
になるであろう。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　本発明は、哺乳動物の骨を調節するための埋込み可能なデバイスに関しており、埋込み
可能なデバイスは、前記骨に対する関係で埋込まれるように適合された少なくとも１つの
細長いデバイスを備えている。埋込み可能なデバイスは、さらに、前記少なくとも１つの
細長いデバイスの少なくとも１つの機械的骨関連パラメータを調節する調節デバイスを備
えており、その調節デバイスは、前記機械的骨関連パラメータを手術後に調節するように
構築されており、そして、埋込み可能なデバイスは、無線によって直接または間接的に電
力が供給されるように適合されており、かつ、体外源から非侵襲的に伝送される、前記少
なくとも１つの機械的骨関連パラメータを前記調節デバイスによって調節するための無線
エネルギーを受け取るように適合されている。
【００２１】
　本発明の一実施形態によるデバイスでは、前記機械的骨関連パラメータは、骨の延長、
骨の短縮、骨折の治癒、骨角度の変更、骨の回転、骨の彎曲またはねじれの調節、骨の再
整形、関節または脊椎の再整列または再位置決め、脊柱の形状の再形成またはサポート、
あるいはそれらの組合せに関している。
【００２２】
　他の実施形態によれば、前記機械的骨関連パラメータには、骨折を画定する少なくとも
２つの骨部分を、治癒過程の開始に有利な影響を及ぼす一定の時間期間の間、互いにより
近くにもたらすこと、および治癒過程の間、骨折を画定している前記少なくとも２つの骨
部分を、骨の形成に有利な影響を及ぼす一定の時間期間の間、互いに遠ざけること、のう
ちの少なくとも１つが含まれている。
【００２３】
　以下の表１は、分野をより良好に理解するためにいくつかの例を非排他的リストにした
ものである。本発明によるデバイスおよび方法は、サイズ、力および部位に関する必要な
修正がなされる場合、当業者によってこれらのすべてに適用することができることが想定
されている。しかし、このような修正は、発明努力を必要とすることなく当業者の範囲内
に属するものと思われる。
【００２４】
　<< 表１ >>
　本発明によるデバイスおよび方法を使用して治療することが可能であることが企図され
ている状態の例
　－ 先天性短大腿骨等の先天性奇形（生まれつきの欠陥）、ヒ骨半肢症（膝とくるぶし
の間の２つの骨のうちの１つであるヒ骨の欠如）、半側萎縮症（半身の萎縮）およびオリ
エー病（多発軟骨内腫症、軟骨発育不全症および軟骨内腫症としても知られている）。
　－ 神経線維腫症等の発育変形（一方の脚が過度に発育する原因になるまれな状態）お
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よびくる病に起因する彎曲脚または二次関節炎。
　－ 成長板骨折等の外傷後損傷、変形癒合または骨癒合不全（骨が完全に結合していな
い場合、あるいは骨折後における不良位置での結合）、短縮および変形ならびに骨欠陥。
　－ 骨髄炎（一般的にはバクテリアによる骨感染）等の感染および疾病、腐敗性関節炎
（感染またはバクテリア関節炎）および灰白髄炎（場合によっては筋肉が萎縮して永久変
形の原因になるウイルス性疾病）。
　－ 腫瘍切除後の復構。
　－ 軟骨発育不全症等の短体勢（小人症の一形態で、腕および脚が極めて短く、胴が通
常の長さである）および体質性短体勢。
【００２５】
　本発明のさらに他の実施形態によれば、複数の固定デバイスは、骨をその外側から係合
させるように適合されている。
【００２６】
　他の実施形態によれば、複数の固定デバイスは、骨の皮質性部分を係合させるように適
合されている。
【００２７】
　他の実施形態によれば、前記複数の固定デバイスは、髄内空洞の内側から骨を係合させ
るように適合されている。
【００２８】
　他の実施形態によれば、前記少なくとも２つの固定デバイスは、ピン、ねじ、接着剤、
かえり構造、鋸歯構造、膨張可能エレメント、それらの組合せ、または他の機械式接続部
材から選択される。
【００２９】
　さらに他の実施形態によれば、調節デバイスによって加えられる力は、骨の長さを長く
する縦方向の力である。
【００３０】
　一実施形態によれば、調節デバイスによって加えられる前記力は、髄空洞の末端部分に
向けられる。
【００３１】
　一実施形態によれば、調節デバイスによって加えられる前記力は、骨の角度または彎曲
を調節する縦方向の力である。
【００３２】
　一実施形態によれば、デバイスによって加えられる前記力は、骨の縦方向の軸に沿って
そのねじれを調節するトルクを骨に印加する。
【００３３】
　さらに他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自由に
組み合わせることができる前記デバイスは可撓性であり、髄空洞の中に導入することがで
きる。
【００３４】
　一実施形態によれば、前記デバイスは少なくとも部分的に弾性である。
【００３５】
　一実施形態によれば、前記デバイスはばねを備えている。
【００３６】
　一実施形態によれば、前記デバイスは、彎曲した後、その元の形状に復帰する。
【００３７】
　さらに他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自由に
組み合わせることができる前記固定デバイスは、哺乳動物に埋込まれると、骨に対する関
係で固定デバイスを係合させ、かつ、安定させるために、前記調節デバイスによって調節
することができるように適合されている。
【００３８】



(18) JP 2012-507340 A 2012.3.29

10

20

30

40

50

　一実施形態によれば、固定デバイスは、骨に対する関係で前記固定デバイスを係合させ
、かつ、安定させるためのねじ山を備えている。
【００３９】
　他の実施形態によれば、固定デバイスは、細長いデバイスの縦方向の延長部分に対して
少なくとも部分的に直角に膨張する、骨に対する関係で固定デバイスを係合させ、かつ、
安定させるための膨張可能部分を備えている。
【００４０】
　他の実施形態によれば、調節デバイスは、デバイスによって前記固定デバイスに加えら
れる力の大きさを制御するために、前記骨調節のための液圧式デバイスを備えている。
【００４１】
　一実施形態によれば、前記液圧式デバイスは、シリンダおよびピストンを備えている。
【００４２】
　一実施形態によれば、前記液圧式デバイスは、調節後、その新しい位置で液圧式デバイ
スをロックする機械式複数ステップ・ロック機構を備えている。
【００４３】
　一実施形態によれば、前記機械式複数ステップ・ロック機構は、スプリント、鋸歯の原
理を使用した細長い構造、フランジ、かえりまたはボンネット・バンド、ナット、歯車箱
またはばね荷重ロック原理のうちの少なくとも１つを備えている。
【００４４】
　一実施形態によれば、前記液圧式デバイスは、液圧流体および前記液圧流体を含んだリ
ザーバを備えており、リザーバは、前記液圧流体を前記調節デバイスへ移動させるように
適合されている。
【００４５】
　一実施形態によれば、前記液圧流体は、前記リザーバから前記調節デバイスへ、予め加
圧されたリザーバまたはポンプを使用することによって移動される。
【００４６】
　一実施形態によれば、前記液圧式デバイスは、調節デバイスの位置を検知するための、
流体体積センサ入力または流量測定センサ入力あるいは任意の他のセンサ入力等のデバイ
ス位置決めシステムを備えている。
【００４７】
　他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自由に組み合
わせることができる前記デバイスは、制御デバイスを備えている。
【００４８】
　一実施形態によれば、前記制御デバイスは、デバイスが埋め込まれる前に設定される増
分変化のプログラムに従う。
【００４９】
　一実施形態によれば、前記制御デバイスは、埋込み後および／または治療中に制御デバ
イスに送信される増分変化のプログラムに従う。
【００５０】
　一実施形態によれば、前記制御デバイスは、体外制御ユニットおよび前記体外制御ユニ
ットとの無線通信に適した埋込み可能受信器を備えており、前記体外制御ユニットは、身
体の外部に配置される伝送器を有している。
【００５１】
　一実施形態によれば、前記制御デバイスは、前記体外制御ユニットを使用して埋込み後
および／または治療中に受信器に送信される調節デバイスの増分変化を制御している。
【００５２】
　一実施形態によれば、前記液圧式調節デバイスは、骨調節が完了すると安定化されるよ
うに適合されている。
【００５３】
　一実施形態によれば、前記液圧式調節デバイスには、調節デバイスの位置を安定させ、
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かつ、固定デバイスと固定デバイスの間の距離を永続的にする材料を充填することができ
る。
【００５４】
　上記実施形態の場合、前記材料は、固体化し、架橋結合し、または、安定した体積を達
成し且つ保持する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合物から選択され
ることが好ましい。
【００５５】
　一実施形態によれば、前記デバイスに使用される前記液圧流体は、硬化、固体化、架橋
結合または他の反応が使用者によって開始されると、固体化し、架橋結合し、または安定
した体積を達成し且つ保持する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合物
から選択される材料である。
【００５６】
　上記実施形態の場合、固体化し、架橋結合し、または、安定した体積を達成し且つ保持
する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合物から選択される材料が、デ
バイスに加えられて、液圧流体と部分的に又は完全に、置き換えられる。
【００５７】
　一実施形態によれば、前記調節デバイスは、前記骨調節のための機械式デバイスを備え
ている。
【００５８】
　一実施形態によれば、前記調節デバイスは、モータ等の動作デバイスによって動作する
。
【００５９】
　さらに他の実施形態によれば、前記デバイスは制御デバイスを備えており、動作デバイ
スは前記制御デバイスによって制御される。
【００６０】
　さらに他の実施形態によれば、モータは、調節デバイスの位置を検知するための、回転
速度計センサ入力または他の任意のセンサ入力等のモータ位置決めシステムまたはデバイ
ス位置決めシステムを備えている。
【００６１】
　さらに他の実施形態によれば、前記骨調節のための機械式デバイスは、少なくとも１つ
のナットおよびねじを備えている。
【００６２】
　さらに他の実施形態によれば、前記骨調節のための機械式デバイスは、少なくとも１つ
の歯車箱を備えている。
【００６３】
　さらに他の実施形態によれば、前記骨調節のための機械式デバイスは、サーボ機構また
は機械式増幅器を備えている。
【００６４】
　さらに他の実施形態によれば、前記デバイスは、間欠力および／または振動力を加える
ように適合されている。
【００６５】
　一実施形態によれば、前記液圧式デバイスは、調節後、その新しい位置で液圧式デバイ
スをロックする機械式複数ステップ・ロック機構を備えている。
【００６６】
　一実施形態によれば、前記機械式複数ステップ・ロック機構は、スプリント、鋸歯の原
理を使用した細長い構造、フランジ、かえりまたはボンネット・バンド、ナット、歯車箱
またはばね荷重ロック原理のうちの少なくとも１つを備えている。
【００６７】
　また、本発明は、哺乳動物の骨を調節するための方法に関しており、上で説明した任意
の実施形態による液圧式または機械式デバイスが使用され、かつ、前記哺乳動物の身体に
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埋込まれる。
【００６８】
　さらに他の実施形態によれば、前記デバイスは、前記哺乳動物の身体の髄内に埋込まれ
、前記骨の内部に固定される固定デバイスに力を加える。
【００６９】
　さらに他の実施形態によれば、前記骨調節は、骨の延長、骨折の治癒、骨の角度の変更
、骨の再整形、あるいはそれらの組合せである。
【００７０】
　さらに他の実施形態によれば、前記調節は、先天性状態、変形または以前の外傷に起因
する肢節の不一致を矯正するための治療の１ステップである。
【００７１】
　さらに他の実施形態によれば、前記調節は、伸延骨形成治療を必要とする骨の再整形ま
たは延長である。
【００７２】
　さらに他の実施形態によれば、前記調節は、先天性奇形を矯正する１ステップとしての
骨の再整形または延長である。
【００７３】
　さらに他の実施形態によれば、前記調節は、美容治療の１ステップとしての骨の再整形
または延長である。
【００７４】
　この方法の他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自
由に組み合わせることができる再整形は、骨の角度または彎曲の変更、骨のねじれの変更
、骨幹と骨端の間の角度の変更、骨の厚さの変更またはそれらの組合せのうちの１つであ
る。
【００７５】
　他の実施形態によれば、デバイスは、前記哺乳動物の身体の髄内に埋込まれ、前記デバ
イスは、前記骨の中に固定される固定デバイスに力を加える液圧式デバイスと、デバイス
によって加えられる力の大きさを制御する制御デバイスとである。
【００７６】
　他の実施形態によれば、デバイスは、前記哺乳動物の身体の髄内に埋込まれ、前記デバ
イスは、前記骨の中に固定される固定デバイスに力を加える機械式デバイスと、デバイス
によって加えられる力の大きさを制御する制御デバイスとである。
【００７７】
　この方法の他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自
由に組み合わせることができる前記制御デバイスは、デバイスが埋込まれる前に設定され
る増分変化のプログラムに従う。別法としては、前記制御デバイスは、埋込み後および／
または治療中に制御デバイスに送信される増分変化のプログラムに従う。
【００７８】
　この方法の他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自
由に組み合わせることができるデバイスは、治療が完了すると安定化される。
【００７９】
　一実施形態によれば、前記デバイスは、調節デバイスの位置を安定させ、かつ、固定デ
バイスと固定デバイスの間の距離を永続的にする材料をデバイスに充填することによって
安定化される。前記材料は、固体化し、架橋結合し、または、安定した体積を達成し且つ
保持する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合物から選択されることが
好ましい。
【００８０】
　他の実施形態によれば、前記デバイスは液圧式デバイスであり、液圧流体は、硬化、固
体化、架橋結合または他の反応が使用者によって開始されると、固体化し、架橋結合し、
または、安定した体積を達成し且つ保持する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または
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重合体混合物から選択される材料である。
【００８１】
　他の実施形態によれば、デバイスは液圧式デバイスであり、固体化し、架橋結合し、ま
たは、安定した体積を達成し且つ保持する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重
合体混合物から選択される材料は、前記デバイスに加えられ、液圧流体と部分的に、ある
いは完全に置き換えられる。
【００８２】
　他の実施形態には、伸延骨形成のための方法が含まれており、骨折した骨が、埋込まれ
た液圧式または機械式デバイスを使用して、間欠力および／または振動力にさらされる。
【００８３】
　他の実施形態は、骨を調節するためのデバイスを提供することによって哺乳動物患者の
骨機能障害を治療するための方法であり、デバイスは、本明細書において示されている任
意の実施形態による少なくとも２つの固定デバイスを備えており、この方法には、
　i.　　前記哺乳動物患者の空洞に針または管様器具を挿入するステップと、
　ii. 　前記針または管様器具を介して流体を導入することによって前記空洞を膨張させ
、それにより前記空洞を拡張させるステップと、
　iii.　前記空洞の中に少なくとも２つの腹腔鏡トロカールを配置するステップと、
　iv.　 前記腹腔鏡トロカールのうちの１つを介して前記空洞の中にカメラを挿入するス
テップと、
　v.　　前記少なくとも２つの腹腔鏡トロカールのうちの１つを介して少なくとも１つの
切開器具を挿入するステップと、
　vi.　 機能障害のある骨の領域を切開するステップと、
　vii.　前記骨の髄空洞の中に骨を調節するためのデバイスおよび固定デバイスを配置す
るステップと、
　viii. 前記固定デバイスを前記骨に接触させて固定するステップと、
　ix.　 哺乳動物の身体を好ましくは層をなして縫合するステップと、
　x.　　術後に前記骨を非侵襲的に調節するステップと
が含まれている。　
【００８４】
　他の実施形態は、骨を調節するためのデバイスを提供することによって哺乳動物患者の
骨機能障害を治療する方法であり、デバイスは、本明細書において示されている任意の実
施形態による少なくとも２つの固定デバイスを備えており、この方法には、
　i.　　前記ヒト患者の皮膚を切断するステップと、
　ii.　 機能障害のある骨の領域を切開するステップと、
　iii.　前記骨の髄空洞の中にデバイスを配置するステップと、
　iv.　 前記固定デバイスを前記骨に接触させて固定するステップと、
　v.　　哺乳動物の身体を好ましくは層をなして縫合するステップと、
　vi.　 手術後に前記骨を非侵襲的に調節するステップと
が含まれている。
【００８５】
　任意の上記実施形態による方法には、好ましいことには器具を取り出すステップが含ま
れている。
【００８６】
　任意の上記実施形態による方法には、好ましいことには縫合またはステープルを使用し
て皮膚を閉じるステップが含まれている。
【００８７】
　この方法のさらに他の実施形態によれば、切開ステップには、鎖骨、肩甲骨、上腕骨、
トウ骨、尺骨、骨盤骨、大腿骨、脛骨、ヒ骨または踵骨のうちの少なくとも１つの領域を
切開するステップを含む、腕または脚の領域を切開するステップが含まれている。
【００８８】
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　この方法のさらに他の実施形態によれば、切開ステップには、肩、肘、股、膝、手およ
び足の関節のうちの少なくとも１つの領域を切開するステップを含む、腕または脚の領域
を切開するステップが含まれている。 
【００８９】
　この方法のさらに他の実施形態によれば、髄空洞中への開孔がドリルによって穿孔され
る。
【００９０】
　また、本発明は、本明細書において示されている実施形態のうちの任意の１つによる装
置を備えたシステムに関している。
【００９１】
　このシステムのさらに他の実施形態によれば、前記システムは、患者の中に埋込むこと
ができる、装置を手動で、かつ、非侵襲的に制御するための少なくとも１つのスイッチを
備えている。
【００９２】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、液圧によって装置に接続される埋込
み可能液圧リザーバを有する液圧式デバイスを備えており、装置は、液圧リザーバを手動
で押すことによって非侵襲的に調整されるように適合されている。
【００９３】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置を非侵襲的に制御するための無
線遠隔制御装置を備えている。
【００９４】
　他の実施形態によれば、無線遠隔制御装置は、少なくとも１つの体外信号伝送器および
／または受信器を備えており、さらに、患者の中に埋込むことができる、体外信号伝送器
によって送信される信号を受信し、あるいは信号を体外信号受信器に送信するための体内
信号受信器および／または伝送器を備えている。
【００９５】
　他の実施形態によれば、前記無線遠隔制御装置は、装置を制御するための少なくとも１
つの無線制御信号を送信する。
【００９６】
　他の実施形態によれば、前記無線制御信号には、周波数変調信号、振幅変調信号または
位相変調信号あるいはそれらの組合せが含まれている。
【００９７】
　他の実施形態によれば、前記無線遠隔制御装置は、制御信号を搬送するための電磁波搬
送信号を送信する。
【００９８】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置の埋込み可能エネルギー消費構
成要素に無線エネルギーを使用して非侵襲的にエネルギーを供給するための無線エネルギ
ー伝送デバイスを備えている。
【００９９】
　他の実施形態によれば、前記無線エネルギーには、音波信号、超音波信号、電磁波信号
、赤外光信号、可視光信号、紫外光信号、レーザ光信号、マイクロ波信号、電波信号、ｘ
線放射信号およびガンマ線放射信号から選択される波動信号が含まれている。
【０１００】
　他の実施形態によれば、前記無線エネルギーには、電界、磁界、電界と磁界の組合せの
うちの１つが含まれている。
【０１０１】
　他の実施形態によれば、前記制御信号には、電界、磁界、電界と磁界の組合せのうちの
１つが含まれている。
【０１０２】
　他の実施形態によれば、前記信号には、アナログ信号、ディジタル信号、またはアナロ
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グ信号とディジタル信号の組合せが含まれている。
【０１０３】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置の埋込み可能エネルギー消費構
成要素に電力を供給するための埋込み可能体内エネルギー源を備えている。
【０１０４】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、無線モードでエネルギーを伝達する
ための体外エネルギー源を備えており、無線モードで伝達されるエネルギーを使用して体
内エネルギー源を充電することができる。
【０１０５】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、体内エネルギー源を充電するための
エネルギーの伝達に相関する機能パラメータを検知ないし測定するためのセンサまたは測
定デバイスと、患者の身体の内部から患者の身体の外部へフィードバック情報を送るため
のフィードバック・デバイスとを備えており、フィードバック情報は、センサによって検
知され、または測定デバイスによって測定される機能パラメータに関連している。
【０１０６】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、患者の身体の内部から患者の身体の
外部へフィードバック情報を送るためのフィードバック・デバイスを備えており、フィー
ドバック情報は、患者の身体パラメータおよび装置に関連する機能パラメータのうちの少
なくとも１つに関連している。
【０１０７】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、センサおよび／または測定デバイス
を備え、さらに、センサによって検知され、または測定デバイスによって測定される患者
の身体パラメータ、およびセンサによって検知され、または測定デバイスによって測定さ
れる、装置に関連する機能パラメータのうちの少なくとも１つに関連する情報に応答して
装置を制御するための埋込み可能体内制御ユニットを備えている。前記身体パラメータは
、圧力または運動性動きであることが好ましい。
【０１０８】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、体外データ通信器および体外データ
通信器と通信する埋込み可能体内データ通信器を備えており、体内通信器は、装置または
患者に関連するデータを体外データ通信器に供給し、および／または体外データ通信器は
、データを体内データ通信器に供給する。
【０１０９】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置を動作させるためのモータまた
はポンプを備えている。
【０１１０】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置を動作させるための液圧動作デ
バイスを備えている。
【０１１１】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置を動作させるための動作デバイ
スを備えており、動作デバイスは、より長い距離にわたって作用し、それにより、決定さ
れた作用のための時間を長くする代わりに、装置を動作させるために動作デバイスに必要
とされる力を小さくするように設計されたサーボまたは機械式増幅器を備えている。
【０１１２】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置を動作させるための動作デバイ
スを備えており、無線エネルギーは、その無線状態で使用され、無線エネルギーがエネル
ギー伝送デバイスによって伝送されると、動作デバイスに電力が直接供給され、それによ
り装置を動作させるための運動エネルギーが生成される。
【０１１３】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、エネルギー伝送デバイスによって伝
送される無線エネルギーを第１の形態のエネルギーから第２の形態のエネルギーに変換す
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るためのエネルギー変換デバイスを備えている。
【０１１４】
　一実施形態によれば、前記エネルギー変換デバイスは、エネルギー変換デバイスがエネ
ルギー伝送デバイスによって伝送された第１の形態のエネルギーを第２の形態のエネルギ
ーに変換すると、この第２の形態のエネルギーが使用されて、装置の埋込み可能エネルギ
ー消費構成要素に電力が直接に供給される。
【０１１５】
　一実施形態によれば、前記第２の形態のエネルギーには、直流電流、脈動直流電流およ
び交流電流のうちの少なくとも１つが含まれている。
【０１１６】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、埋込み可能アキュムレータを備えて
おり、第２の形態のエネルギーを使用して少なくとも部分的にアキュムレータが充電され
る。
【０１１７】
　一実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自由に組み合わ
せることができる第１または第２の形態の前記エネルギーには、磁気エネルギー、運動エ
ネルギー、音響エネルギー、化学エネルギー、放射エネルギー、電磁エネルギー、光エネ
ルギー、原子エネルギー、熱エネルギー、非磁気エネルギー、非運動エネルギー、非化学
エネルギー、非音響エネルギー、非原子エネルギーおよび非熱エネルギーのうちの少なく
とも１つが含まれている。
【０１１８】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、少なくとも１つの電圧レベル・ガー
ドおよび／または少なくとも１つの定電流ガードを含んだ埋込み可能電気コンポーネント
を備えている。
【０１１９】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、エネルギー伝送デバイスからの無線
エネルギーの伝送を制御するための制御デバイスと、伝送される無線エネルギーを受け取
るための埋込み可能体内エネルギー受信器とを備えており、体内エネルギー受信器は、受
け取ったエネルギーを直接または間接的に供給するために、装置の埋込み可能エネルギー
消費構成要素に接続されており、システムは、さらに、体内エネルギー受信器が受け取る
エネルギーと、装置の埋込み可能エネルギー消費構成要素のために使用されるエネルギー
の間のエネルギー・バランスを決定するように適合された決定デバイスを備えており、制
御デバイスは、決定デバイスによって決定されるエネルギー・バランスに基づいて、体外
エネルギー伝送デバイスからの無線エネルギーの伝送を制御する。
【０１２０】
　一実施形態によれば、前記決定デバイスは、エネルギー・バランスの変化を検出するよ
うに適合されており、制御デバイスは、検出されたエネルギー・バランスの変化に基づい
て無線エネルギーの伝送を制御する。
【０１２１】
　他の実施形態によれば、前記決定デバイスは、体内エネルギー受信器が受け取るエネル
ギーと、装置の埋込み可能エネルギー消費構成要素のために使用されるエネルギーとの差
を検出するように適合されており、制御デバイスは、検出されたエネルギー差に基づいて
無線エネルギーの伝送を制御する。
【０１２２】
　他の実施形態によれば、前記エネルギー伝送デバイスは、人体の外部に配置されるコイ
ルを備えており、さらに、人体の内部に配置される埋込み可能エネルギー受信器、および
無線エネルギーを伝送するために電気パルスを使用して体外コイルに電力を供給するよう
に接続される電気回路を備えており、電気パルスは前縁および後縁を有しており、電気回
路は、伝送される無線エネルギーの電力を変化させるために、電気パルスの連続する前縁
と後縁の間の第１の時間間隔および／または電気パルスの連続する後縁と前縁の間の第２
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の時間間隔を変化させるように適合されており、伝送される無線エネルギーを受け取るエ
ネルギー受信器は、変化した電力を有している。
【０１２３】
　他の実施形態によれば、前記電気回路は電気パルスを送出するように適合されており、
それにより第１および／または第２の時間間隔の変化を除いて不変の状態が維持される。
【０１２４】
　他の実施形態によれば、前記電気回路は時定数を有しており、また、第１および第２の
時間間隔を第１の時定数の範囲内でのみ変化させるように適合されており、したがって第
１および／または第２の時間間隔の長さが変化すると、コイルを介して伝送される電力が
変化する。
【０１２５】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、無線エネルギーを受け取るための埋
込み可能体内エネルギー受信器であって、体内第１のコイルおよび該第１のコイルに接続
された第１の電子回路を有するエネルギー受信器と、無線エネルギーを伝送するための体
外エネルギー伝送器であって、体外第２のコイルおよび該第２のコイルに接続された第２
の電子回路を有するエネルギー伝送器とを備えており、エネルギー伝送器の体外第２のコ
イルは、エネルギー受信器の第１のコイルが受け取る無線エネルギーを伝送しており、シ
ステムは、さらに、第１の電子回路への体内第１のコイルの接続のオンおよびオフを切り
換えるための電力スイッチを備えており、電力スイッチが第１の電子回路への体内第１の
コイルの接続のオンおよびオフを切り換えると、体外エネルギー伝送器は、第１のコイル
の充電に関するフィードバック情報を体外第２のコイルの負荷のインピーダンス変化の形
で受け取る。
【０１２６】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、無線エネルギーを受け取るための埋
込み可能体内エネルギー受信器であって、体内第１のコイルおよび該第１のコイルに接続
された第１の電子回路を有するエネルギー受信器と、無線エネルギーを伝送するための体
外エネルギー伝送器であって、体外第２のコイルおよび該第２のコイルに接続された第２
の電子回路を有するエネルギー伝送器とを備えており、エネルギー伝送器の体外第２のコ
イルは、エネルギー受信器の第１のコイルが受け取る無線エネルギーを伝送しており、シ
ステムは、さらに、フィードバック情報として第１のコイルが受け取るエネルギーの量を
発信するためのフィードバック・デバイスを備えており、また、第２の電子回路には、フ
ィードバック情報を受け取るため、および、第１のコイルと第２のコイルの間の結合係数
を得るために、第２のコイルによって伝達されるエネルギーの量と、第１のコイルが受け
取るエネルギーの量に関連するフィードバック情報とを比較するための決定デバイスが含
まれている。
【０１２７】
　他の実施形態によれば、前記伝送されるエネルギーは、得られた結合係数に応じて調整
することができる。
【０１２８】
　他の実施形態によれば、前記体外第２のコイルは、結合係数が最大化される第２のコイ
ルの最適配置を確立するために、体内第１のコイルに対する関係で移動するように適合さ
れている。
【０１２９】
　他の実施形態によれば、前記体外第２のコイルは、決定デバイス内におけるフィードバ
ック情報を結合係数の最大化に先立って達成するために、伝達されるエネルギーの量を較
正するように適合されている。
【０１３０】
　他の実施形態によれば、前記機械式デバイスは、調節後、その新しい位置で機械式デバ
イスをロックする機械式複数ステップ・ロック機構を備えている。
【０１３１】
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　さらに他の実施形態によれば、前記機械式複数ステップ・ロック機構は、スプリント、
鋸歯の原理を使用した細長い構造、フランジ、かえりまたはボンネット・バンド、ナット
、歯車箱またはばね荷重ロック原理のうちの少なくとも１つを備えている。
【０１３２】
　一実施形態によれば、前記液圧式調節デバイスは、骨調節が完了すると安定化されるよ
うに適合されている。
【０１３３】
　一実施形態によれば、前記液圧式調節デバイスには、調節デバイスの位置を安定させ、
かつ、固定デバイスと固定デバイスの間の距離を永続的にする材料を充填することができ
る。
【０１３４】
　上記実施形態の場合、前記材料は、固体化し、架橋結合し、または、安定した体積を達
成し且つ保持する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合物から選択され
ることが好ましい。
【０１３５】
　一実施形態によれば、前記デバイスに使用される前記液圧流体は、硬化、固体化、架橋
結合または他の反応が使用者によって開始されると、固体化し、架橋結合し、または、安
定した体積を達成し且つ保持する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合
物から選択される材料である。
【０１３６】
　上記実施形態の場合、固体化し、架橋結合し、または、安定した体積を達成し且つ保持
する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合物から選択される材料は、デ
バイスに加えられ、液圧流体と部分的に、あるいは完全に置き換えられる。
【０１３７】
　他の実施形態によれば、前記デバイスは制御デバイスを備えている。前記制御デバイス
は、デバイスが埋込まれる前に設定される増分変化のプログラムに従うことが好ましい。
別法としては、前記制御デバイスは、埋込み後および／または治療中に制御デバイスに送
信される増分変化のプログラムに従う。
【０１３８】
　一実施形態によれば、前記制御デバイスは、体外制御ユニットおよび前記体外制御ユニ
ットとの無線通信に適した埋込み可能受信器を備えており、前記体外制御ユニットは、身
体の外部に配置される伝送器を有している。
【０１３９】
　他の実施形態によれば、前記制御デバイスは、前記体外制御ユニットを使用して埋込み
後および／または治療中に受信器に送信される調節デバイスの増分変化を制御している。
【０１４０】
　他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の他の実施形態と自由に組
み合わせることができる前記調節デバイスは、骨のねじれを調節するように適合されてい
る。
【０１４１】
　他の実施形態によれば、前記調節デバイスは、骨の角度を変化させるように適合されて
いる。
【０１４２】
　他の実施形態によれば、前記調節デバイスは少なくとも２つの部分を備えており、これ
らの部分は、相互関係で回転するように適合されている。
【０１４３】
　他の実施形態によれば、前記相対回転は、前記少なくとも２つの固定デバイスによって
固定される。
【０１４４】
　他の実施形態によれば、前記調節デバイスは少なくとも２つの部分を備えており、これ
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らの部分は、相互関係で角度をなすように適合されている。
【０１４５】
　他の実施形態によれば、前記調節デバイスは、脊柱を含む骨の彎曲を変化させるように
適合されている。
【０１４６】
　他の実施形態によれば、前記調節デバイスは、関節または脊椎を再整列させ、あるいは
再配置するように適合されており、これには脊柱の形状の再形成またはサポートが含まれ
ている。
【０１４７】
　他の実施形態によれば、複数の固定デバイスは、単に骨の外側で係合し、かつ、重量を
支えるように適合されている。
【０１４８】
　このデバイスの他の実施形態によれば、前記複数の固定デバイスは、骨の内部、つまり
骨の髄に侵入することなく骨と係合し、かつ、その重量を支えるように適合されている。
【０１４９】
　他の実施形態によれば、前記調節デバイスは、骨の外側に配置されるように適合されて
いる。
【０１５０】
　さらに他の実施形態によれば、前記デバイスは、調節デバイスの位置を直接または間接
的に検知するセンサを備えている。
【０１５１】
　さらに他の実施形態によれば、前記デバイスは、前記センサから直接または間接的に受
け取った情報を人体の外部へ送信するように適合されたフィードバック伝送器を備えてお
り、前記送信される情報は、体外制御ユニットが受け取り、調節デバイスの位置に関連付
けるように適合されている。
【０１５２】
　一実施形態によれば、前記動作デバイスは、三相モータとして動作するモータである。
別法としては、前記動作デバイスは、二相または三相以上のモータとして動作するモータ
である。
【０１５３】
　さらに他の実施形態によれば、前記デバイスは、モータに接続された歯車箱およびモー
タ・パッケージを備えており、モータ・パッケージからの出力速度は、前記歯車箱によっ
て達成される前記モータ単体による速度より遅い。
【０１５４】
　さらに他の実施形態によれば、前記モータ・パッケージ内におけるモータの前記出力速
度は、前記電気速度コントローラによって減速される。
【０１５５】
　一実施形態によれば、前記モータは回転モータであり、モータ・パッケージの出力速度
は、毎秒１００回転未満に減速され、もしくは毎秒１０回転未満、または毎秒１回転未満
、あるいは毎秒０．１回転未満、さらには毎秒０．０１回転未満、さらには毎秒０．００
１回転未満に減速される。
【０１５６】
　さらに他の実施形態によれば、前記デバイスは、モータに接続された電気速度コントロ
ーラおよびモータ・パッケージを備えており、前記モータ・パッケージ内におけるモータ
の出力速度は、前記電気速度コントローラによって制御される。
【０１５７】
　一実施形態によれば、前記モータはリニアモータであり、モータ・パッケージの出力速
度は、毎秒１ｍｍ未満、もしくは毎秒０．１ｍｍ未満、または毎秒０．０１ｍｍ未満、あ
るいは毎秒０．００１ｍｍ未満、さらには毎秒０．０００１ｍｍ未満、さらには毎秒０．
００００１ｍｍ未満である。
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【０１５８】
　本発明について、添付の図面を参照して行う以下の説明、例および特許請求の範囲の中
でさらに詳細に開示する。
【図面の簡単な説明】
【０１５９】
【図１】（従来技術）骨端の開孔Ａを介して大腿骨の髄内空洞に挿入されたＵ．Ｓ．５１
５６６０５による髄内デバイスすなわち体内自動伸延器を示す図である。デバイスは、ア
センブリの頂部の一対のインターロックねじＢ、およびアセンブリの底部を貫通し、アセ
ンブリを大腿骨に固着する一対のインターロック・ボルトＣによって固定されている。
【図２】（従来技術）同じくＷＯ　９１／０００６５として公開されているＥＰ　４３２
 ２５３ Ｂ１による、固着孔ＥおよびＤ、ならびにロッドを回転させ、それによりその内
部部分を縦方向に変位させるための機械式、空気圧式、液圧式、電気式または電磁式ドラ
イブを有する髄内ピンすなわち「髄釘」を示す図である。
【図３】（従来技術）しばしばイリザロフ装置と呼ばれているタイプの体外固定器具（１
）であって、ここでは患者の下部脚（５）の脛骨またはヒ骨に取り付けられた、該脛骨ま
たはヒ骨を安定化させるためのピン（４）を有する２つのリング（２、３）からなる体外
固定器具（１）を概略的に示す図である。固定器具（１）のリング（２、３）間の距離は
、リングを接続している支柱上のねじが切られたシリンダ（６、７、８）を回すことによ
って手動で調節することができる。
【図４】２つの埋込みデバイスが骨に配置される、本発明の一実施形態を示す図である。
【図５】骨を調節するための本発明の一実施形態によるデバイスを詳細に示す図である。
【図６】骨の髄空洞の中に埋込まれた本発明の一実施形態によるデバイスを概略的に示す
図である。
【図７ａ】本発明の実施形態によるデバイスを詳細に示す図である。
【図７ｂ】本発明の実施形態によるデバイスを詳細に示す図である。
【図８ａ】ヒトの脊柱、つまり椎骨柱（５００）を横から見た概略図である。
【図８ｂ】本発明の実施形態によるデバイスを適用することができる方法を示す部分図で
ある。
【図８ｃ】本発明の実施形態によるデバイスを適用することができる方法を示す部分図で
ある。
【図９ａ】骨の伸延、つまり本発明の実施形態によるデバイスを使用して骨の彎曲を調節
することができる方法を示す図である。
【図９ｂ】骨の伸延、つまり本発明の実施形態によるデバイスを使用して骨の彎曲を調節
することができる方法を示す図である。
【図９ｃ】本発明の実施形態による髄内デバイスを使用して、骨、ここでは大腿骨の彎曲
を調節することができる方法を示す図である。
【図９ｄ】本発明の実施形態による髄内デバイスを使用して、骨、ここでは大腿骨の彎曲
を調節することができる方法を示す図である。
【図９ｅ】髄内デバイスを使用して、ここでは大腿骨として示されている骨のねじれを調
節することができる方法を示す図である。
【図９ｆ】髄内デバイスを使用して、ここでは大腿骨として示されている骨のねじれを調
節することができる方法を示す図である。
【図１０ａ】本発明の実施形態による、機械式複数ステップ・ロック・デバイスを備えた
２つのデバイスの略詳細図である。
【図１０ｂ】本発明の実施形態による、機械式複数ステップ・ロック・デバイスを備えた
２つのデバイスの略詳細図である。
【図１１】詳細説明の中でより詳細に説明される、本発明の一実施形態による骨を調節す
るためのシステムを概略的に示す図である。
【図１２ａ】本発明の一実施形態による可撓デバイスの挿入を概略的に示す図である。
【図１２ｂ】本発明の一実施形態による可撓デバイスの挿入を概略的に示す図である。
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【図１２ｃ】本発明の一実施形態による可撓デバイスの挿入を概略的に示す図である。
【図１２ｄ】本発明の一実施形態による可撓デバイスの挿入を概略的に示す図である。
【図１３ａ】本発明の実施形態による締付け手段すなわち固定デバイスの末端部分の構造
の異なる非制限例を示す図である。
【図１３ｂ】本発明の実施形態による締付け手段すなわち固定デバイスの末端部分の構造
の異なる非制限例を示す図である。
【図１３ｃ】本発明の実施形態による締付け手段すなわち固定デバイスの末端部分の構造
の異なる非制限例を示す図である。
【図１３ｄ】本発明の実施形態による締付け手段すなわち固定デバイスの末端部分の構造
の異なる非制限例を示す図である。
【図１３ｅ】本発明の実施形態による締付け手段すなわち固定デバイスの末端部分の構造
の異なる非制限例を示す図である。
【図１４】装置、例えばそれらに限定されないが、図４、１１、１２および図３８に示さ
れている装置に無線によって電力を供給するためのシステムの様々な実施形態を概略的に
示す図である。
【図１５】装置、例えばそれらに限定されないが、図４、１１、１２および図３８に示さ
れている装置に無線によって電力を供給するためのシステムの様々な実施形態を概略的に
示す図である。
【図１６】装置、例えばそれらに限定されないが、図４、１１、１２および図３８に示さ
れている装置に無線によって電力を供給するためのシステムの様々な実施形態を概略的に
示す図である。
【図１７】装置、例えばそれらに限定されないが、図４、１１、１２および図３８に示さ
れている装置に無線によって電力を供給するためのシステムの様々な実施形態を概略的に
示す図である。
【図１８】装置、例えばそれらに限定されないが、図４、１１、１２および図３８に示さ
れている装置に無線によって電力を供給するためのシステムの様々な実施形態を概略的に
示す図である。
【図１９】装置、例えばそれらに限定されないが、図４、１１、１２および図３８に示さ
れている装置に無線によって電力を供給するためのシステムの様々な実施形態を概略的に
示す図である。
【図２０】装置、例えばそれらに限定されないが、図４、１１、１２および図３８に示さ
れている装置に無線によって電力を供給するためのシステムの様々な実施形態を概略的に
示す図である。
【図２１】装置、例えばそれらに限定されないが、図４、１１、１２および図３８に示さ
れている装置に無線によって電力を供給するためのシステムの様々な実施形態を概略的に
示す図である。
【図２２】装置、例えばそれらに限定されないが、図４、１１、１２および図３８に示さ
れている装置に無線によって電力を供給するためのシステムの様々な実施形態を概略的に
示す図である。
【図２３】装置、例えばそれらに限定されないが、図４、１１、１２および図３８に示さ
れている装置に無線によって電力を供給するためのシステムの様々な実施形態を概略的に
示す図である。
【図２４】装置、例えばそれらに限定されないが、図４、１１、１２および図３８に示さ
れている装置に無線によって電力を供給するためのシステムの様々な実施形態を概略的に
示す図である。
【図２５】装置、例えばそれらに限定されないが、図４、１１、１２および図３８に示さ
れている装置に無線によって電力を供給するためのシステムの様々な実施形態を概略的に
示す図である。
【図２６】装置、例えばそれらに限定されないが、図４、１１、１２および図３８に示さ
れている装置に無線によって電力を供給するためのシステムの様々な実施形態を概略的に
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示す図である。
【図２７】装置、例えばそれらに限定されないが、図４、１１、１２および図３８に示さ
れている装置に無線によって電力を供給するためのシステムの様々な実施形態を概略的に
示す図である。
【図２８】装置、例えばそれらに限定されないが、図４、１１、１２および図３８に示さ
れている装置に無線によって電力を供給するためのシステムの様々な実施形態を概略的に
示す図である。
【図２９】図１１に示されている装置を動作させるために使用される正確な量のエネルギ
ーを供給するための構造を示す略ブロック図である。
【図３０】装置を動作させるためにワイヤ拘束エネルギーが使用されるシステムの一実施
形態を概略的に示す図である。
【図３１】図１１に示されている装置を動作させるために使用される無線エネルギーの伝
送を制御するための構造のより詳細なブロック図である。
【図３２】可能実施態様例による、図２７に示されている構造のための回路図である。
【図３３】本発明の一実施形態による固定デバイスを示す図である。
【図３４】本発明の他の実施形態による固定デバイスを示す図である。
【図３５】縦方向にねじが切られた中央シャフトすなわち軸、および該に作用する、回転
力を縦方向の力に変換し、デバイスを延長または収縮させるモータまたは歯車構造を収納
する、入れ子式に配置された２つの部分を備えたデバイスの一実施形態を示す図である。
【図３６】デバイスが３つの主要部分、つまり中央セクションおよび入れ子式に配置され
た２つの末端セクションを備え、それぞれモータまたは歯車構造を介して、縦方向にねじ
が切られた中央シャフトすなわち軸に接続された関連実施形態を示す図である。
【図３７Ａ】本発明による骨を調節するためのデバイスが、可撓弾性外部カバーまたは膨
張可能外部カバーで密閉される実施形態を示す図である。
【図３７Ｂ】本発明による骨を調節するためのデバイスが、可撓弾性外部カバーまたは膨
張可能外部カバーで密閉される実施形態を示す図である。
【図３８】固定デバイスが髄空洞の内側から骨に係合する、本発明による埋込みデバイス
を示す図である。
【図３９】モータ、歯車箱および速度コントローラを備えたデバイスの一実施形態を概略
的に示す図である。
【図４０】埋込み調節デバイスが少なくとも２つの部分を備え、これらの部分が相互関係
の角度で配置され、および／または相互関係で回転するように適合された一実施形態を概
略的に示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０１６０】
　本発明の説明に先立って、本明細書において使用されている専門用語は、単に特定の実
施形態を説明するために使用されているにすぎず、本発明を制限することは意図されてい
ないことを理解されたい。したがって本発明の範囲は、唯一、添付の特許請求の範囲およ
びその等価物によってのみ制限されるものとする。
【０１６１】
　本明細書および特許請求の範囲に使用されているように、単数形の表現には、コンテキ
ストが単数であることを明確に示していない限り、複数の意味合いが含まれていることに
留意されたい。
【０１６２】
　また、「約」という用語は、与えられている値の＋／－２％の逸脱を示すために使用さ
れており、適用可能である場合、好ましくはその数値の＋／－５％の逸脱、最も好ましく
は＋／－１０％の逸脱を示すために使用されている。
【０１６３】
　「動物」という用語には、すべての動物、詳細にはヒトが包含されている。同様に、「
治療」、「療法」および「療法使用」という用語には、ヒトおよび動物の両方、あるいは
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獣医アプリケーションが包含されている。
【０１６４】
　「延長デバイス」という用語には、縦方向に運動させることができる、詳細には複数の
ポイントとポイントの間に縦方向の力を加えることができるあらゆるデバイスが含まれて
いる。延長デバイスは、液圧式デバイス、電子式デバイス、機械式デバイス、あるいはそ
れらの複数の組合せであってもよい。
【０１６５】
　「液圧式デバイス」という用語には、縦方向の力をもたらすエネルギーがそのデバイス
内のエレメントに作用する液圧流体によって伝送されるあらゆるデバイスが含まれている
。このようなエレメントの例には、それらに限定されないが、液圧式シリンダ、液圧式膨
張可能管、バルーン、ベローズ、等々がある。
【０１６６】
　「埋込み」という用語は、デバイスまたはデバイスのエレメントが永久的または一時的
にヒトまたは動物の身体の中に導入されることを示している。埋込みデバイスは、例えば
前記ヒトまたは動物の皮膚中のポートまたは他の界面を介したアクセスを可能にすること
により、その全体または一部分のみをヒトまたは動物の身体の中に入れることができる。
埋込みデバイスは、その全体をヒトまたは動物の身体の中に入れることができ、また、信
号を送受信するために体外装置と無線で通信することができ、例えば測定データを送信し
、制御信号を受信し、エネルギーを受け取ることができる。
【０１６７】
　本発明は、哺乳動物の骨を調節するための埋込み可能デバイスに関しており、この埋込
み可能デバイスは、前記骨に対する関係で埋込まれるように適合された少なくとも１つの
細長いデバイスを備えている。骨を調節するための前記デバイスは、さらに、前記少なく
とも１つの細長いデバイスの少なくとも１つの機械的骨関連パラメータを調節するための
調節デバイスを備えており、前記調節デバイスは、前記機械的骨関連パラメータを手術後
に調節するように構築されており、また、骨を調節するための前記埋込み可能デバイスは
、無線によって直接または間接的に電力が供給されるように適合されており、かつ、体外
源から非侵襲的に伝送される、前記少なくとも１つの機械的骨関連パラメータを前記調節
デバイスによって調節するための無線エネルギーを受け取るように適合されている。
【０１６８】
　本発明の一実施形態によるデバイスでは、前記機械的骨関連パラメータは、骨の延長、
骨の短縮、骨折の治癒、骨角度の変更、骨の回転、骨の彎曲またはねじれの調節、骨の再
整形、関節または脊椎の再整列または再位置決め、脊柱の形状の再形成またはサポート、
あるいはそれらの組合せに関している。
【０１６９】
　他の実施形態によれば、前記機械的骨関連パラメータには、骨折を画定している少なく
とも２つの骨部分を、治癒過程の開始に有利な影響を及ぼす一定の時間期間の間、互いに
より近くにもたらすこと、および治癒過程の間、骨折を画定している前記少なくとも２つ
の骨部分を、骨の形成に有利な影響を及ぼす一定の時間期間の間、互いに遠ざけること、
のうちの少なくとも１つが含まれている。
【０１７０】
　本発明のさらに他の実施形態によれば、複数の固定デバイスは、骨をその外側から係合
させるように適合されている。
【０１７１】
　図４は、これを概略的に示したもので、骨折区域（２０）を有する骨折した脛骨（１０
）が示されており、骨折区域（２０）は、本発明による２つのデバイス（４０、５０）に
よってサポートされており、これらの２つのデバイスは、いずれも、骨に取り付けられた
固定デバイス（３１、３２、３３、３４）に取り付けられている。
【０１７２】
　図５は詳細図を示したもので、ここでは液圧式デバイス（８０）として概略的に示され
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ている延長デバイスは、骨の中に挿入するのに適した、従来のピンまたはねじであっても
よい２つの固定デバイス（１０１、１０２）に取り付けられた２つのアクチュエータ（９
１、９２）を有している。液圧式デバイスは、管（１１０）を介して、加圧された液圧流
体を供給する液圧パワー・ユニット（１２０）と流体接触しており、液圧パワー・ユニッ
トは制御ユニット（１３０）と連絡している。また、前記制御エレメントは、任意選択で
液圧パワー・ユニットにエネルギーを供給する。液圧パワー・ユニットは、リザーバおよ
びポンプまたはハイドロフォア・タイプの予備加圧膨張リザーバあるいは任意の他の液圧
解決法を備えることができる。制御ユニット、エネルギー源、リザーバ、ポンプまたはモ
ータは、すべて、個々に、あるいは任意の組合せでまとめて埋込むことができる。
【０１７３】
　パワー・ユニット１２０は、さらに、デバイス８０の圧力を調整するために使用される
流体が入っているリザーバ１２２に結合された液圧式ポンプ１２１に接続することができ
、あるいはこのような液圧式ポンプ１２１を備えることができる。したがってポンプは、
デバイス内の圧力およびアクチュエータ９１、９２の位置を調節するために、デバイス８
０に液圧流体をポンプ供給し、あるいはデバイス８０から液圧流体をポンプで汲み出すよ
うに適合される。
【０１７４】
　また、パワー・ユニット１２０は、無線エネルギーを送る体外電源／充電器ユニット１
１２によって外部から充電することができる充電式電池１２３を備えることも可能である
。
【０１７５】
　調節は、治療が施された患者の身体の外部に配置される伝送器／受信器１０６から信号
を受信し、また、伝送器／受信器１０６に信号を送信するように適合された電子遠隔制御
ユニット１２４によって制御することができる。
【０１７６】
　液圧式デバイスは、調節デバイスの位置を検知するための、流体体積センサ入力または
流量測定センサ入力あるいは任意の他のセンサ入力等のデバイス位置決めシステムを備え
ていることが好ましい。伸長を検知するセンサ、例えば容量センサまたはインピーダンス
・センサ、あるいは運動または特定の位置を検知する任意のセンサが提供されることが好
ましく、ここでは１２５で示されている、制御ユニット１２４と通信しているセンサが提
供されている。
【０１７７】
　別法としては、図５の略図は、代わりに機械式デバイス８０を示すことも可能である。
このような場合、１１０は、前記機械式デバイスを動作させるように適合された機械配線
を示している。このような場合、パワー・ユニット１２０は、上記の代わりにモータ１２
１、サーボ１２３、および液圧式デバイスの場合と同様、制御ユニット１２４およびセン
サ１２５を備えることができる。この場合、充電式電源は、ユニット１２２によって示す
ことができる。モータは、当然、機械式ユニット８０の中に直接配置することができ、機
械配線１１０の代わりに電気配線が使用される。
【０１７８】
　図６は本発明の一実施形態を示したもので、デバイスは骨（２００）の中に埋込まれて
おり、前記骨は、２つの末端部分つまり骨端（２０１、２０２）および骨折区域（２０６
）を有しており、前記骨折区域は、同じく成長つまり伸長区域を構成している。髄空洞（
２０４）は、部分切欠図で概略的に示されており、デバイス（２１０）は前記空洞の中に
提供されており、前記デバイスは、髄空洞の末端部分に作用し、それにより骨折区域つま
り伸長区域（２０６）における骨形成を介して骨を伸長させるアクチュエータすなわち固
定手段（２１２、２１４）を有している。
【０１７９】
　図７は、本発明の異なる実施形態によるデバイス２１０の詳細図を示したものである。
【０１８０】
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　図７ａは、延長エレメントすなわちデバイス（３００）の一実施形態を概略的に示した
もので、デバイス（３００）はハウジング（３０１）を備えており、ハウジング（３０１
）は、２つのアクチュエータ（３０４、３０５）と係合しているねじ付きシリンダ（３０
３）に作用するモータ（３０２）を備えている。任意の機械的解決法を適用することがで
きる。距離に対する力を節約するために、モータにはサーボ機構が使用されていることが
好ましい。制御ユニット、エネルギー源、モータまたはサーボ機構は、すべて、個々に、
あるいは任意の組合せでまとめて埋込むことができる。
【０１８１】
　図７ｂは、延長エレメントすなわちデバイス（４００）の他の実施形態を概略的に示し
たもので、デバイス（４００）はハウジング（４０１）を備えており、ハウジング（４０
１）は、２つのアクチュエータ（４０４、４０５）に接続された２つのピストン（４０２
、４０３）を備えている。ピストンは、ハウジングおよび可能追加エレメントと相俟って
、配管（４０６）を介して液圧パワー・ユニット（図示せず）に接続された液圧式デバイ
スを形成している。
【０１８２】
　本発明によるデバイスは、脊柱の彎曲の調節に適用することも可能である。図８は、本
発明によるデバイスが脊柱の彎曲の調節に適用される一実施形態を示したものである。詳
細（ａ）は、脊柱の互いに反対側に取り付けられた本発明による２つのデバイス（５０１
、５０４）を概略的に示す、低背部の脊椎つまり腰椎を後方から見た図である。説明のた
めに、図に示されている一方のデバイス（５０１）は、椎体中に固定された２つの固定デ
バイス（５０２、５０３）によって隣接する２つの脊椎に取り付けられており、一方、図
に示されているもう一方のデバイス（５０４）は、２つの固定デバイス（５０５、５０６
）によって、隣接していない２つの脊椎に取り付けられている。詳細（ｂ）は、固定デバ
イス（５１１、５１２、５２１、５２２）によって脊柱の互いに反対側に取り付けられた
本発明による２つのデバイス（５１０、５２０）を概略的に示す、横から見た詳細である
。説明のために、一方のデバイスは隣接する脊椎に作用し、もう一方のデバイスは、隣接
していない脊椎に作用している。この実施形態を使用して脊柱の彎曲を調節し、腰椎板ヘ
ルニア、等々を軽減することができる。
【０１８３】
　他の実施形態によれば、調節デバイスによって加えられる力は、骨の角度または彎曲を
調節する縦方向の力である。右側の大腿骨（６００）を前方から見た図を概略的に示して
いる図９ａはこれを示したもので、右側の大腿骨（６００）が彎曲してその自然な形から
逸脱していることが示されている。彎曲は、場合によっては先天性疾病または他の状態に
よって生じる。ダッシュ線（６０１、６０２）は、好ましくは鋸引きによって骨を骨折さ
せることができる様子を示したものである。一例では、くさび形の部分が除去され、ここ
では３つの切片が示されているが骨が切片に分割される。図９ｂは、大腿骨（６０３）の
これらの３つの切片が所望の配向に再配置される様子、つまり骨をまっすぐにする様子を
示したものである。次に、骨折区域（６０４、６０５）が、骨を除去したことによる長さ
の損失を補償するための成長区域として使用される。次に、本発明によるデバイス（６０
６、６０７）がアクチュエータおよび固定デバイスを介して前記切片に取り付けられ、そ
れらの位置が保証され、かつ、伸延骨形成による伸延を達成するために力が加えられる。
矢印は、例えば骨のこれらの部分の角度または配向を調節することによってそれらを相互
に調節することができることを概略的に示している。
【０１８４】
　他の実施形態によれば、複数の固定デバイスは、骨の皮質性部分を係合させるように適
合されている。
【０１８５】
　他の実施形態によれば、前記複数の固定デバイスは、髄内空洞の内側から骨を係合させ
るように適合されている。
【０１８６】
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　他の実施形態によれば、前記少なくとも２つの固定デバイスは、ピン、ねじ、接着剤、
かえり構造、鋸歯構造、膨張可能エレメント、それらの組合せ、または他の機械式接続部
材から選択される。
【０１８７】
　さらに他の実施形態によれば、調節デバイスによって加えられる力は、骨の長さを長く
する縦方向の力である。
【０１８８】
　一実施形態によれば、調節デバイスによって加えられる前記力は、髄空洞の末端部分に
導かれる。
【０１８９】
　一実施形態によれば、調節デバイスによって加えられる前記力は、骨の角度または彎曲
を調節する縦方向の力である。
【０１９０】
　一実施形態によれば、デバイスによって加えられる前記力は、骨の縦方向の軸に沿って
そのねじれを調節するトルクを骨に印加する。
【０１９１】
　図９ｃおよび９ｄは、関連する実施形態を示したもので、変形した骨６００が２つの部
位６０１および６０２で切断されており、骨をまっすぐにすることができるようにするた
めには、個々の切断はくさび形であることが好ましく、本発明によるデバイス６１０およ
び６２０は、髄空洞の中に挿入されている。図９ｂの場合と同様、矢印は、例えば骨のこ
れらの部分の角度または配向を調節することによってそれらを相互に調節することができ
ることを概略的に示している。
【０１９２】
　さらに他の実施形態によれば、デバイスによって加えられる力は、骨の縦方向の軸に沿
ってそのねじれを調節するトルクを骨に印加する。図９ｅおよび９ｆは、この実施形態を
示したもので、骨６００は、ダッシュ線６３０に沿って切断されており、また、任意選択
で１つまたは複数の線、例えば６３１で示されている線に沿って切断されている。本発明
による１つまたは複数の埋込み可能デバイス６４０および６５０は、髄空洞の中に挿入さ
れている。矢印は、骨の１つまたは複数の部分を調節することができることを示しており
、例えば関節に対する関係で、あるいは骨の切片に対する関係で回転させることができる
ことを示している。
【０１９３】
　さらに他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自由に
組み合わせることができる前記デバイスは可撓性であり、髄空洞の中に導入することがで
きる。
【０１９４】
　一実施形態によれば、前記デバイスは少なくとも部分的に弾性である。
【０１９５】
　一実施形態によれば、前記デバイスはばねを備えている。
【０１９６】
　一実施形態によれば、前記デバイスは、彎曲した後、その元の形状に復帰する。
【０１９７】
　さらに他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自由に
組み合わせることができる前記固定デバイスは、哺乳動物に埋込まれると、骨に対する関
係で固定デバイスを係合させ、かつ、安定させるために、前記調節デバイスによって調節
することができるように適合されている。
【０１９８】
　一実施形態によれば、固定デバイスは、骨に対する関係で前記固定デバイスを係合させ
、かつ、安定させるためのねじ山を備えている。
【０１９９】
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　他の実施形態によれば、固定デバイスは、細長いデバイスの縦方向の延長部分に対して
少なくとも部分的に直角に膨張する、骨に対する関係で固定デバイスを係合させ、かつ、
安定させるための膨張可能部分を備えている。
【０２００】
　他の実施形態によれば、調節デバイスは、デバイスによって前記固定デバイスに加えら
れる力の大きさを制御するために、前記骨調節のための液圧式デバイスを備えている。
【０２０１】
　一実施形態によれば、前記液圧式デバイスは、シリンダおよびピストンを備えている。
【０２０２】
　骨折区域Ｉを有する骨２００を概略的に示している図１２ａ～１２ｄは、可撓デバイス
の利点を示したものである。髄内空洞ＩＶ中へのデバイスＩＩＩの挿入を可能にする開孔
ＩＩは、外科医によって準備される。図１２ｂは、本発明の一実施形態によるデバイスＩ
ＩＩが撓む様子、およびこの撓みが、空洞に対してまっすぐな縦方向の延長部分ではない
開孔を介した髄内空洞中への前記デバイスの導入を可能にする様子を示したものである。
さらに、図１２ｃは、空洞ＩＶ内の所定の位置にデバイスＩＩＩが位置すると、デバイス
ＩＩＩがその元の形状を保持し、さらに、縦方向に膨張して空洞の末端部分に力を加える
様子を示したものである。固定デバイスが駆動され、周囲の骨と固着係合する。開孔ＩＩ
は、例えば骨セメントを使用して閉ざされることが好ましい。最後に、図１２ｄは、図５
に示されているパワー・ユニット１２０としてのコンポーネントおよび機能を有すること
ができるパワー・ユニットＶにデバイスＩＩＩが接続された一実施形態を示したものであ
る。
【０２０３】
　図１１は、患者の下部脚の中に配置された本発明の一実施形態による装置３０１を備え
た、疾病を治療するためのシステムを示したものである。埋込みエネルギー変換デバイス
３０２は、装置のエネルギー消費構成要素に電源ライン３０３を介してエネルギーを供給
するように適合されている。装置３０１に非侵襲的にエネルギーを供給するための体外エ
ネルギー伝送デバイス３０４は、少なくとも１つの無線エネルギー信号によってエネルギ
ーを伝送している。埋込みエネルギー変換デバイス３０２は、無線エネルギー信号からの
エネルギーを電気エネルギーに変換しており、この電気エネルギーが電源ライン３０３を
介して供給される。もう１つの体外デバイス３０５が示されており、装置３０１に制御信
号を送信することができ、また、任意選択で、装置３０１によって送信される信号、例え
ば装置に含まれている１つまたは複数のセンサ（図示せず）によって記録された位置、エ
ネルギー・レベル、張力、圧力、温度に関する情報または他の関連する情報を受け取るこ
とができるデバイスが概略的に示されている。
【０２０４】
　無線エネルギー信号には、音波信号、超音波信号、電磁波信号、赤外光信号、可視光信
号、紫外光信号、レーザ光信号、マイクロ波信号、電波信号、ｘ線放射信号およびガンマ
線放射信号から選択される波動信号を含むことができる。別法としては、無線エネルギー
信号には、電界または磁界、あるいは電界と磁界の組合せを含むことができる。
【０２０５】
　無線エネルギー伝送デバイス３０４は、無線エネルギー信号を搬送するための搬送波信
号を送信することができる。このような搬送波信号には、ディジタル信号、アナログ信号
、またはディジタル信号とアナログ信号の組合せを含むことができる。その場合、無線エ
ネルギー信号には、アナログ信号またはディジタル信号、あるいはアナログ信号とディジ
タル信号の組合せが含まれている。
【０２０６】
　一般に、エネルギー変換デバイス３０２は、エネルギー伝送デバイス３０４によって伝
送される第１の形態の無線エネルギーを、一般的には該第１の形態のエネルギーとは異な
る第２の形態のエネルギーに変換するために提供されている。埋込み装置３０１は、第２
の形態のエネルギーに応答して動作させることができる。エネルギー変換デバイス３０２
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は、エネルギー変換デバイス３０２がエネルギー伝送デバイス３０４によって伝送された
第１の形態のエネルギーを第２の形態のエネルギーに変換すると、この第２の形態のエネ
ルギーを使用して装置に直接電力を供給することができる。システムは、さらに、埋込み
可能アキュムレータを含むことができ、第２の形態のエネルギーを使用して少なくとも部
分的にアキュムレータが充電される。
【０２０７】
　別法としては、エネルギー伝送デバイス３０４によって無線エネルギーが伝送されてい
る際に、エネルギー伝送デバイス３０４によって伝送された無線エネルギーを使用して直
接装置に電力を供給することも可能である。システムが装置を動作させるための動作デバ
イスを備えている場合、以下で説明するように、エネルギー伝送デバイス３０４によって
伝送された無線エネルギーを使用して直接動作デバイスに電力を供給し、それにより装置
を動作させるための運動エネルギーを生成することができる。
【０２０８】
　第１の形態の無線エネルギーは音波を含むことができ、エネルギー変換デバイス３０２
は、音波を電気エネルギーに変換するための圧電素子を含むことができる。第２の形態の
エネルギーは、直流電流もしくは脈動直流電流、または直流電流と脈動直流電流の組合せ
の形態の電気エネルギー、あるいは交流電流もしくは直流電流と交流電流の組合せの形態
の電気エネルギーを含むことができる。通常、装置は、電気エネルギーを使用してエネル
ギーが供給される電気コンポーネントを備えている。システムの他の埋込み可能電気コン
ポーネントは、装置の電気コンポーネントに接続された少なくとも１つの電圧レベル・ガ
ードまたは少なくとも１つの定電流ガードであってもよい。
【０２０９】
　任意選択で、第１の形態のエネルギーおよび第２の形態のエネルギーのうちの一方は、
磁気エネルギー、運動エネルギー、音響エネルギー、化学エネルギー、放射エネルギー、
電磁エネルギー、光エネルギー、原子エネルギーまたは熱エネルギーを含むことができる
。第１の形態のエネルギーおよび第２の形態のエネルギーのうちの一方は、非磁気エネル
ギー、非運動エネルギー、非化学エネルギー、非音響エネルギー、非原子エネルギーまた
は非熱エネルギーであることが好ましい。
【０２１０】
　エネルギー伝送デバイスは、電磁無線エネルギーを開放するために患者の身体の外部か
ら制御することができ、装置は、開放された電磁無線エネルギーを使用して動作する。別
法としては、エネルギー伝送デバイスは、非磁気無線エネルギーを開放するために患者の
身体の外部から制御され、装置は、開放された非磁気無線エネルギーを使用して動作する
。
【０２１１】
　体外エネルギー伝送デバイス３０４には、さらに、装置を非侵襲的に制御するための無
線制御信号を送信するための体外信号伝送器を有する無線遠隔制御装置が含まれている。
制御信号は、埋込みエネルギー変換デバイス３０２の中に組み込むことも、あるいはそれ
とは別にすることもできる埋込み信号受信器によって受信される。
【０２１２】
　無線制御信号には、周波数変調信号、振幅変調信号または位相変調信号あるいはそれら
の組合せを含むことができる。別法としては、無線制御信号には、アナログ信号またはデ
ィジタル信号、あるいはアナログ信号とディジタル信号の組合せが含まれている。別法と
しては、無線制御信号には、電界または磁界、あるいは電界と磁界の組合せが含まれてい
る。
【０２１３】
　無線遠隔制御装置は、無線制御信号を搬送するための搬送波信号を送信することができ
る。このような搬送波信号には、ディジタル信号、アナログ信号、またはディジタル信号
とアナログ信号の組合せを含むことができる。制御信号に、アナログ信号またはディジタ
ル信号、あるいはアナログ信号とディジタル信号の組合せが含まれている場合、無線遠隔
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制御装置は、ディジタル制御信号またはアナログ制御信号を搬送するための電磁搬送波信
号を送信することが好ましい。
【０２１４】
　図１４は、例えば図４、図６、図１２または図３８に示されているシステムを、より一
般化されたブロック図の形で示したもので、埋込み装置３０１、電源ライン３０３を介し
て装置３０１に電力を供給するエネルギー変換デバイス３０２、および体外エネルギー伝
送デバイス３０４が示されている。患者の皮膚３０５は、概ね垂直方向の線で示されてお
り、線の右側の患者の体内と線の左側の患者の体外を分離している。
【０２１５】
　図１５は、例えば分極エネルギーによって動作させることができる電気スイッチ３０６
の形態の反転デバイスが、装置３０１を反転させるために同じく患者の中に埋込まれてい
る点を除き、図１４の実施形態と全く同じである本発明の一実施形態を示したものである
。分極エネルギーによってスイッチが動作すると、体外エネルギー伝送デバイス３０４の
無線遠隔制御装置は、分極エネルギーを搬送する無線信号を送信し、また、埋込みエネル
ギー変換デバイス３０２は、無線分極エネルギーを電気スイッチ３０６を動作させるため
の分極電流に変換する。電流の極性が埋込みエネルギー変換デバイス３０２によってシフ
トすると、電気スイッチ３０６は、装置３０１によって実行される機能を反転させる。
【０２１６】
　図１６は、装置３０１を動作させるために患者の中に埋込まれた動作デバイス３０７が
、埋込みエネルギー変換デバイス３０２と装置３０１の間に提供されている点を除き、図
１４の実施形態と全く同じである本発明の一実施形態を示したものである。この動作デバ
イスは、電気サーボモータ等のモータ３０７の形態であってもよい。モータ３０７は、体
外エネルギー伝送デバイス３０４の遠隔制御装置が埋込みエネルギー変換デバイス３０２
の受信器に無線信号を送信すると、埋込みエネルギー変換デバイス３０２からのエネルギ
ーを使用して電力が供給される。
【０２１７】
　図１７は、患者の中に埋込まれた、モータ／ポンプ・ユニット３０９および流体リザー
バ３１０を含んだアセンブリ３０８の形態の動作デバイスをさらに備えている点を除き、
図１４の実施形態と全く同じである本発明の一実施形態を示したものである。この場合、
装置３０１は液圧によって動作し、つまり装置を動作させるために、モータ／ポンプ・ユ
ニット３０９によって流体リザーバ３１０からコンジット３１１を介して装置３０１に液
圧流体がポンプ供給され、また、液圧流体は、モータ／ポンプ・ユニット３０９によって
装置３０１から流体リザーバ３１０へ逆にポンプ供給され、それにより装置が開始位置へ
復帰する。埋込みエネルギー変換デバイス３０２は、電源ライン３１２を介してモータ／
ポンプ・ユニット３０９に電力を供給するために、無線エネルギーを電流、例えば分極電
流に変換している。
【０２１８】
　装置３０１は、液圧で動作する代わりに、動作デバイスは空気圧式動作デバイスを備え
ていることが同じく想定されている。その場合、液圧流体は、調整のために使用される加
圧空気であってもよく、また、流体リザーバは空気チャンバに置き換えられる。
【０２１９】
　これらのすべての実施形態では、エネルギー変換デバイス３０２は、無線エネルギーを
使用して充電され、システムのすべてのエネルギー消費部分にエネルギーを供給する電池
あるいはコンデンサのような充電式アキュムレータを含むことができる。
【０２２０】
　一代替として、上で説明した無線遠隔制御装置は、患者が自身の手で、例えば最も考え
られることとして皮膚の下に配置されたボタンを押すことによって間接的に接触させるこ
とができるよう、任意の埋込み部分を手動制御に置き換えることができる。
【０２２１】
　図１８は、無線遠隔制御装置を備えた体外エネルギー伝送デバイス３０４、ここでは液
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圧で動作する装置３０１および埋込みエネルギー変換デバイス３０２を備え、さらに、液
圧流体リザーバ３１３、モータ／ポンプ・ユニット３０９および液圧バルブ・シフト・デ
バイス３１４の形態の反転デバイスを備えた本発明の一実施形態を示したもので、液圧流
体リザーバ３１３、モータ／ポンプ・ユニット３０９および液圧バルブ・シフト・デバイ
ス３１４は、すべて患者の中に埋込まれる。当然、液圧動作は、単にポンプ供給方向を変
えることによって容易に実行することができ、したがって液圧バルブは省略することがで
きる。遠隔制御装置は、体外エネルギー伝送デバイスとは別のデバイスにすることも、あ
るいは体外エネルギー伝送デバイスの中に含めることも可能である。モータ／ポンプ・ユ
ニット３０９のモータは電動機である。埋込みエネルギー変換デバイス３０２は、体外エ
ネルギー伝送デバイス３０４の無線遠隔制御装置からの制御信号に応答して、制御信号に
よって搬送されるエネルギーからのエネルギーを使用してモータ／ポンプ・ユニット３０
９に電力を供給し、それによりモータ／ポンプ・ユニット３０９は、液圧流体リザーバ３
１３と装置３０１の間に液圧流体を分配する。体外エネルギー伝送デバイス３０４の遠隔
制御装置は、液圧流体が流れる方向が、モータ／ポンプ・ユニット３０９によってポンプ
供給される流体が装置を動作させるために液圧流体リザーバ３１３から装置３０１へ向か
って流れる方向と、モータ／ポンプ・ユニット３０９によってポンプ供給される流体が装
置を開始位置へ復帰させるために装置３０１から液圧流体リザーバ３１３へ戻る反対方向
との間でシフトするように液圧バルブ・シフト・デバイス３１４を制御している。
【０２２２】
　図１９は、無線遠隔制御装置を備えた体外エネルギー伝送デバイス３０４、装置３０１
、埋込みエネルギー変換デバイス３０２、体外エネルギー伝送デバイス３０４の無線遠隔
制御装置によって制御される埋込み体内制御ユニット３１５、埋込みアキュムレータ３１
６および埋込みコンデンサ３１７を備えた本発明の一実施形態を示したものである。体内
制御ユニット３１５は、埋込みエネルギー変換デバイス３０２から受け取った電気エネル
ギーを、装置３０１にエネルギーを供給するアキュムレータ３１６に貯蔵するように構成
されている。体内制御ユニット３１５は、装置３０１を動作させるために、体外エネルギ
ー伝送デバイス３０４の無線遠隔制御装置からの制御信号に応答して、アキュムレータ３
１６から電気エネルギーを開放し、開放されたエネルギーを電力ライン３１８および３１
９を介して伝達するか、あるいは埋込みエネルギー変換デバイス３０２からの電気エネル
ギーを、電力ライン３２０、電流を安定化させるコンデンサ３１７、電力ライン３２１お
よび電力ライン３１９を介して直接伝達する。
【０２２３】
　体内制御ユニットは、患者の身体の外部からプログラムすることができることが好まし
い。好ましい一実施形態では、体内制御ユニットは、予めプログラムされたタイム・スケ
ジュールに従って、あるいは患者のあらゆる可能身体パラメータまたはシステムのあらゆ
る機能パラメータを検知する任意のセンサからの入力に従って装置３０１を調整するよう
にプログラムされている。
【０２２４】
　一代替によれば、図１９の実施形態のコンデンサ３１７は省略することができる。他の
代替によれば、この実施形態のアキュムレータ３１６は省略することができる。
【０２２５】
　図２０は、エネルギーを供給して装置３０１を動作させるための電池３２２、および装
置３０１の動作を切り換えるための電気スイッチ３２３が同じく患者の中に埋込まれる点
を除き、図１４の実施形態と全く同じである本発明の一実施形態を示したものである。電
気スイッチ３２３は、電池３２２が使用されていない場合のオフ・モードから、装置３０
１を動作させるために電池３２２がエネルギーを供給するオン・モードへ切り換えるため
に、遠隔制御装置によって制御することができ、また、埋込みエネルギー変換デバイス３
０２によって供給されるエネルギーによって動作させることも可能である。
【０２２６】
　図２１は、体外エネルギー伝送デバイス３０４の無線遠隔制御装置による制御が可能な
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体内制御ユニット３１５が同じく患者の中に埋込まれる点を除き、図２０の実施形態と全
く同じである本発明の一実施形態を示したものである。この場合、電気スイッチ３２３は
、無線遠隔制御装置による体内制御ユニット３１５の制御が防止される、電池が使用され
ていない場合のオフ・モードから、電池３２２から電気エネルギーを開放して装置３０１
を動作させるために遠隔制御装置による体内制御ユニット３１５の制御が許容される待機
モードへ切り換えるために、埋込みエネルギー変換デバイス３０２によって供給されるエ
ネルギーによって動作する。
【０２２７】
　図２２は、アキュムレータ３１６が電池３２２に取って代わり、かつ、埋込みコンポー
ネントが別様に相互接続されている点を除き、図２１の実施形態と全く同じである本発明
の一実施形態を示したものである。この場合、アキュムレータ３１６は、埋込みエネルギ
ー変換デバイス３０２からのエネルギーを蓄積する。体内制御ユニット３１５は、体外エ
ネルギー伝送デバイス３０４の無線遠隔制御装置からの制御信号に応答して電気スイッチ
３２３を制御し、アキュムレータ３１６が使用されていない場合のオフ・モードから、装
置３０１を動作させるためにアキュムレータ３１６がエネルギーを供給するオン・モード
へ切り換える。アキュムレータは、コンデンサと組み合わせることも、あるいはコンデン
サに置き換えることも可能である。
【０２２８】
　図２３は、電池３２２が同じく患者の中に埋込まれ、かつ、埋込みコンポーネントが別
様に相互接続されている点を除き、図２２の実施形態と全く同じである本発明の一実施形
態を示したものである。体内制御ユニット３１５は、体外エネルギー伝送デバイス３０４
の無線遠隔制御装置からの制御信号に応答してアキュムレータ３１６を制御し、電池３２
２が使用されていない場合のオフ・モードから、装置３０１を動作させるために電池３２
２が電気エネルギーを供給するオン・モードへ切り換えるために、電気スイッチ３２３を
動作させるためのエネルギーを引き渡す。
【０２２９】
　別法としては、電気スイッチ３２３は、電気エネルギーを供給するための無線遠隔制御
装置による電池３２２の制御が防止される、電池が使用されていない場合のオフ・モード
から、電気エネルギーを供給して装置３０１を動作させるために無線遠隔制御装置による
電池３２２の制御が許容される待機モードへ切り換えるために、アキュムレータ３１６に
よって供給されるエネルギーによって動作させることも可能である。
【０２３０】
　本出願におけるスイッチ３２３および他のすべてのスイッチは、その最も広義の実施形
態の中で解釈すべきであることを理解されたい。これは、電力のオンおよびオフを切り換
えることができるトランジスタ、ＭＣＵ、ＭＣＰＵ、ＡＳＩＣ、ＦＰＧＡもしくはＤＡ変
換器または任意の他の電子コンポーネントあるいは回路を意味している。スイッチは、身
体の外部から制御されることが好ましく、別法としては埋込み体内制御ユニットによって
制御されることが好ましい。
【０２３１】
　一実施形態によれば、前記調節デバイスは、前記骨調節のための機械式デバイスを備え
ている。
【０２３２】
　一実施形態によれば、前記調節デバイスは、モータ等の動作デバイスによって動作する
。
【０２３３】
　さらに他の実施形態によれば、前記デバイスは制御デバイスを備えており、動作デバイ
スは前記制御デバイスによって制御される。
【０２３４】
　さらに他の実施形態によれば、モータは、調節デバイスの位置を検知するための、回転
速度計センサ入力または他の任意のセンサ入力等のモータ位置決めシステムまたはデバイ



(40) JP 2012-507340 A 2012.3.29

10

20

30

40

50

ス位置決めシステムを備えている。
【０２３５】
　さらに他の実施形態によれば、前記骨調節のための機械式デバイスは、少なくとも１つ
のナットおよびねじを備えている。
【０２３６】
　さらに他の実施形態によれば、前記骨調節のための機械式デバイスは、少なくとも１つ
の歯車箱を備えている。
【０２３７】
　さらに他の実施形態によれば、前記骨調節のための機械式デバイスは、サーボ機構また
は機械式増幅器を備えている。
【０２３８】
　さらに他の実施形態によれば、前記デバイスは、間欠力および／または振動力を加える
ように適合されている。
【０２３９】
　図２４は、モータ３０７、歯車箱３２４の形態の機械式反転デバイス、および歯車箱３
２４を制御するための体内制御ユニット３１５が同じく患者の中に埋込まれる点を除き、
図２０の実施形態と全く同じである本発明の一実施形態を示したものである。体内制御ユ
ニット３１５は、装置３０１（機械的に動作する）によって実行される機能が反転するよ
うに歯車箱３２４を制御している。モータの方向を電子的に切り換えることによってさら
に単純になる。その最も広義の実施形態の中で解釈される歯車箱は、より長いストローク
で作用させることを選択して動作デバイスのための力を節約するサーボ構造を意味するこ
とができる。
【０２４０】
　これは、埋込みデバイス２０００が歯車箱２０２０および調節デバイス２０３０に動作
接続されたモータ２０１０を備え、モータ２０１０の速度および／または効果が制御ユニ
ット２０４０によって制御される本発明の一実施形態によるデバイスを概略的に示してい
る図３９にも示されている。
【０２４１】
　一実施形態によれば、前記制御ユニット２０４０は、モータ２０１０の速度を検知し、
かつ、その速度を調節しており、また、任意選択で、調節デバイス２０３０を駆動してい
る歯車箱２０２０の出力速度を検知している。他の実施形態によれば、前記制御ユニット
２０４０は、フィードバック・ループを備えており、モータの速度を検知し、かつ、その
速度を所望の値に調節している。他の実施形態には歯車箱はなく、また、制御ユニット２
０４０は、モータの速度を検知し、かつ、その速度を調節している。
【０２４２】
　図２５は、埋込みコンポーネントが別様に相互接続されている点を除き、図２３の実施
形態と全く同じである本発明の一実施形態を示したものである。したがってこの場合、体
内制御ユニット３１５は、コンデンサであることが適切であるアキュムレータ３１６が電
気スイッチ３２３を駆動してオン・モードに切り換えると、電池３２２によって電力が供
給される。電気スイッチ３２３がそのオン・モードに位置している場合、体内制御ユニッ
ト３１５は、電池３２２を制御して装置３０１を動作させるためのエネルギーを供給する
ことができ、あるいはエネルギーを供給しないようにすることも可能である。
【０２４３】
　図２６は、装置の埋込みコンポーネントの想定可能な組合せであって、様々な通信オプ
ションを達成するための組合せを概略的に示したものである。基本的には、装置３０１、
体内制御ユニット３１５、モータまたはポンプ・ユニット３０９、および体外無線遠隔制
御装置を含んだ体外エネルギー伝送デバイス３０４が存在している。既に上で説明したよ
うに、無線遠隔制御装置は、体内制御ユニット３１５によって受信される制御信号を送信
しており、体内制御ユニット３１５は、装置の様々な埋込みコンポーネントを制御してい
る。
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【０２４４】
　センサまたは測定デバイス３２５を備えていることが好ましいフィードバック・デバイ
スは、患者の身体パラメータを検知するために患者の中に埋込むことができる。身体パラ
メータは、圧力、体積、直径、伸張、伸長、延長、運動、彎曲、弾性、筋収縮、神経衝動
、体温、血圧、血流、心拍および呼吸からなるグループから選択される少なくとも１つで
あってもよい。センサは、上記身体パラメータのうちの任意のパラメータを検知すること
ができる。例えば、センサは圧力センサまたは運動性センサであってもよい。別法として
は、センサ３２５は、機能パラメータを検知するために配置することができる。機能パラ
メータは、埋込みエネルギー源を充電するためのエネルギーの伝達に相関させることがで
き、また、さらに、電気、圧力、体積、直径、伸張、伸長、延長、運動、彎曲、弾性、温
度および流量からなるパラメータのグループから選択される少なくとも１つを含むことが
できる。
【０２４５】
　フィードバックは、体内制御ユニットに送ることができ、あるいは好ましくは体内制御
ユニットを介して体外制御ユニットに送り出すことができる。フィードバックは、受信器
および伝送器を使用して、エネルギー伝達システムまたは個別の通信システムを介して身
体から送り出すことができる。
【０２４６】
　体内制御ユニット３１５、あるいは別法として体外エネルギー伝送デバイス３０４の体
外無線遠隔制御装置は、センサ３２５からの信号に応答して装置３０１を制御することが
できる。トランシーバをセンサ３２５と組み合わせて、検知された身体パラメータに関す
る情報を体外無線遠隔制御装置に送ることも可能である。無線遠隔制御装置は、信号伝送
器またはトランシーバを備えることができ、また、体内制御ユニット３１５は、信号受信
器またはトランシーバを備えることができる。別法としては、無線遠隔制御装置は、信号
受信器またはトランシーバを備えることができ、また、体内制御ユニット３１５は、信号
伝送器またはトランシーバを備えることができる。上記トランシーバ、伝送器および受信
器を使用して、装置３０１に関連する情報またはデータを患者の身体の内部から患者の身
体の外部へ送ることができる。
【０２４７】
　モータ／ポンプ・ユニット３０９およびモータ／ポンプ・ユニット３０９に電力を供給
するための電池３２２が埋込みされる場合、電池３２２の充電に関連する情報をフィード
バックすることができる。より正確には、エネルギーを使用して電池またはアキュムレー
タを充電する場合、前記充電プロセスに関連するフィードバック情報が送られ、そのフィ
ードバック情報に応じてエネルギー・サプライが変えられる。
【０２４８】
　図２７は、患者の身体の外部から装置３０１が調整される一代替実施形態を示したもの
である。システム３００は、皮下電気スイッチ３２６を介して装置３０１に接続された電
池３２２を備えている。したがって装置３０１の調整は、皮下スイッチを手動で押し、そ
れにより装置３０１の動作をスイッチ・オンおよびスイッチ・オフすることによって非侵
襲的に実施される。図に示されている実施形態は単純化されていること、および体内制御
ユニットあるいは本出願で開示されている任意の他の部分等の追加コンポーネントをシス
テムに追加することができることは理解されよう。また、２つの皮下スイッチを使用する
ことも可能である。好ましい実施形態では、１つの埋込みスイッチによって特定の所定の
動作を実行させるための情報が体内制御ユニットに送られ、患者がそのスイッチをもう一
度押すと、その動作が反転する。
【０２４９】
　図２８は、液圧によって装置に接続された液圧流体リザーバ３１３をシステム３００が
備えた一代替実施形態を示したものである。装置に接続された液圧リザーバを手動で押す
ことによって非侵襲性の調整が実施される。
【０２５０】
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　システムは、体外データ通信器および該体外データ通信器と通信する埋込み可能体内デ
ータ通信器を含むことができる。体内通信器は、装置または患者に関連するデータを体外
データ通信器に供給し、および／または体外データ通信器は、データを体内データ通信器
に供給する。
【０２５１】
　図２９は、患者の身体の内部から患者の身体の外部へ情報を送ることができるシステム
であって、装置またはシステムの少なくとも１つの機能パラメータに関連するフィードバ
ック情報、または患者の身体パラメータに関連するフィードバック情報を与え、それによ
り装置３０１の埋込みエネルギー消費構成要素に接続されている埋込み体内エネルギー受
信器３０２に正確な量のエネルギーを供給することができるシステムの一構造を概略的に
示したものである。このようなエネルギー受信器３０２は、エネルギー源および／または
エネルギー変換デバイスを含むことができる。簡単に説明すると、患者の外部に配置され
た体外エネルギー源３０４ａから無線エネルギーが伝送され、患者の内部に配置された体
内エネルギー受信器３０２がこの無線エネルギーを受け取る。体内エネルギー受信器は、
受け取ったエネルギーを装置３０１のエネルギー消費構成要素に直接または間接的に供給
するように適合されている。体内エネルギー受信器３０２が受け取るエネルギーと装置３
０１のために使用されるエネルギーの間のエネルギー・バランスが決定され、次に、決定
されたエネルギー・バランスに基づいて無線エネルギーの伝送が制御される。したがって
エネルギー・バランスは、装置３０１を適切に動作させるだけの十分な量であり、かつ、
過度の温度上昇の原因にならない必要な適切な量のエネルギーに関する正確な指示を提供
している。
【０２５２】
　図２９では、患者の皮膚は垂直方向の線３０５で示されている。ここでは、エネルギー
受信器は、患者の内部、好ましくは患者の皮膚３０５のすぐ下側に配置されたエネルギー
変換デバイス３０２を備えている。一般的には、埋込みエネルギー変換デバイス３０２は
、腹部、胸郭、筋膜（例えば腹壁中の）、皮下または任意の他の適切な部位に配置するこ
とができる。埋込みエネルギー変換デバイス３０２は、患者の皮膚３０５の外側であって
、かつ、埋込みエネルギー変換デバイス３０２の近傍に配置された体外エネルギー伝送デ
バイス３０４の中に提供されている体外エネルギー源３０４ａから伝送される無線エネル
ギーＥを受け取るように適合されている。
【０２５３】
　当分野でよく知られているように、無線エネルギーＥは、通常、体外エネルギー源３０
４ａの中に配置された一次コイル、および埋込みエネルギー変換デバイス３０２の中に配
置された隣接する二次コイルを含んだデバイス等の任意の適切な経皮エネルギー伝達（Ｔ
ＥＴ）デバイスによって伝達することができる。一次コイルに電流が供給されると、電圧
の形態のエネルギーが二次コイルに誘導され、このエネルギーを使用して、例えば入力さ
れるエネルギーを充電式電池またはコンデンサ等の埋込みエネルギー源に蓄積した後、装
置の埋込みエネルギー消費構成要素に電力を供給することができる。しかし、本発明は、
一般に、特定のエネルギー伝達技法、ＴＥＴデバイスまたはエネルギー源に何ら限定され
ず、任意の種類の無線エネルギーを使用することができる。
【０２５４】
　埋込みエネルギー受信器が受け取るエネルギーの量は、装置の埋込みコンポーネントに
よって使用されるエネルギーと比較することができる。この場合、「使用されるエネルギ
ー」という用語には、装置の埋込みコンポーネントによって蓄積されるエネルギーが同じ
く含まれていることを理解されたい。制御デバイスには、決定されたエネルギー・バラン
スに基づいて体外エネルギー源３０４ａを制御し、伝達されるエネルギーの量を調整する
体外制御ユニット３０４ｂが含まれている。適切な量のエネルギーを伝達するために、装
置３０１に接続されている埋込み体内制御ユニット３１５を含む決定デバイスによってエ
ネルギー・バランスおよび必要なエネルギーの量が決定される。したがって体内制御ユニ
ット３１５は、図には示されていないが、装置３０１を適切に動作させるために必要なエ
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ネルギーの必要な量を何とかして反映している装置３０１の特定の特性を測定する適切な
センサ、等々によって獲得される様々な測値を受け取るように構成することができる。さ
らに、患者の状態を反映しているパラメータを提供するために、適切な測定デバイスまた
はセンサによって患者の現在の状態を検出することも可能である。したがって、このよう
な特性および／またはパラメータは、電力消費、動作モードおよび温度等の装置３０１の
現在の状態、ならびに体温、血圧、心拍および呼吸等のパラメータによって反映される患
者の状態に関連付けることができる。患者の他の種類の身体パラメータおよびデバイスの
他の種類の機能パラメータについては、追って説明する。
【０２５５】
　さらに、任意選択で、受け取ったエネルギーを蓄積し、装置３０１が後で使用すること
ができるよう、アキュムレータ３１６の形態のエネルギー源を埋込みエネルギー変換デバ
イス３０２に接続することも可能である。別法または追加として、必要なエネルギーの量
を同じく反映しているこのようなアキュムレータの特性を測定することも可能である。ア
キュムレータは、充電式電池に置き換えることができ、また、測定される特性は、電池の
現在の状態、つまりエネルギー消費電圧、温度、等々の任意の電気パラメータに関連付け
ることができる。装置３０１に十分な電圧および電流を提供し、かつ、過剰な加熱を回避
するためには、埋込みエネルギー変換デバイス３０２から適切な量のエネルギー、つまり
少なすぎず、かつ、多すぎない量のエネルギーを受け取ることによって電池を最適に充電
しなければならないことは明確に理解されよう。また、アキュムレータは、対応する特性
を備えたコンデンサであってもよい。
【０２５６】
　例えば、電池の特性を定期的に測定して電池の現在の状態を決定することができ、次に
、それを状態情報として体内制御ユニット３１５内の適切な記憶手段に記憶することがで
きる。したがって新しい測定が実施されると、それに応じて、記憶されている電池状態情
報を常に更新することができる。この方法によれば、適切な量のエネルギーを伝達するこ
とによって電池の状態を「較正する」ことができ、したがって電池を最適状態に維持する
ことができる。
【０２５７】
　したがって決定デバイスの体内制御ユニット３１５は、装置３０１もしくは患者、また
は使用されている場合は埋込みエネルギー源、あるいはそれらの任意の組合せの上で言及
したセンサまたは測定デバイスによってなされた測定に基づいて、エネルギー・バランス
および／または現在必要なエネルギーの量（時間単位当たりのエネルギーまたは蓄積され
たエネルギーのいずれか）を決定するように適合されている。体内制御ユニット３１５は
、さらに、決定された必要なエネルギーの量を反映している制御信号を、体外制御ユニッ
ト３０４ｂに接続されている体外信号受信器３０４ｃに送信するように構成された体内信
号伝送器３２７に接続されている。次に、受け取った制御信号に応答して、体外エネルギ
ー源３０４ａから伝送されるエネルギーの量を調整することができる。
【０２５８】
　別法としては、決定デバイスは、体外制御ユニット３０４ｂを含むことができる。この
代替の場合、体外制御ユニット３０４ｂにセンサ測値を直接送信することができ、この体
外制御ユニット３０４ｂによってエネルギー・バランスおよび／または現在必要なエネル
ギーの量を決定することができるため、上で説明した、体外制御ユニット３０４ｂ内の体
内制御ユニット３１５の機能が統合される。その場合、体内制御ユニット３１５を省略す
ることができ、また、センサ測値は、体外信号受信器３０４ｃおよび体外制御ユニット３
０４ｂに測値を送信する体内信号伝送器３２７に直接供給される。次に、これらのセンサ
測値に基づいて、体外制御ユニット３０４ｂによってエネルギー・バランスおよび現在必
要なエネルギーの量を決定することができる。
【０２５９】
　したがって図２５の構造によるこの解決法には、必要なエネルギーを示す情報のフィー
ドバックが使用されており、これは、フィードバックが、受け取ったエネルギーと、例え
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ばエネルギーの量、エネルギー差、装置の埋込みエネルギー消費構成要素によって使用さ
れるエネルギーの率と比較したエネルギー受取り率等に関して比較される実際のエネルギ
ーの使用に基づいているため、従来の解決法より有効である。装置は、受け取ったエネル
ギーを、エネルギーを消費するために、あるいは埋込みエネルギー源、等々にエネルギー
を蓄積するために使用することができる。したがって、関連し、かつ、必要である場合、
上で説明した異なるパラメータを使用することができ、次に、実際のエネルギー・バラン
スを決定するためのツールとして使用することができる。しかし、このようなパラメータ
は、場合によっては、装置を特定的に動作させるために内部で取られる任意のアクション
のためにも本質的に必要である。
【０２６０】
　体内信号伝送器３２７および体外信号受信器３０４ｃは、無線信号、ＩＲ（赤外線）信
号または超音波信号等の適切な信号伝達手段を使用して個別のユニットとして実施するこ
とができる。別法としては、体内信号伝送器３２７および体外信号受信器３０４ｃは、基
本的には同じ伝送技法を使用して、エネルギー伝達方向とは逆の方向に制御信号を伝える
ために、それぞれ埋込みエネルギー変換デバイス３０２および体外エネルギー源３０４ａ
の中に統合することができる。制御信号は、周波数、位相または振幅に関して変調するこ
とができる。
【０２６１】
　したがってフィードバック情報は、受信器および伝送器を含んだ個別の通信システムに
よって伝達することができ、あるいはエネルギー・システムの中にフィードバック情報を
統合することも可能である。本発明によれば、このような統合情報フィードバックおよび
エネルギー・システムは、無線エネルギーを受け取るための埋込み可能体内エネルギー受
信器であって、体内第１のコイルおよび該第１のコイルに接続された第１の電子回路を有
するエネルギー受信器と、無線エネルギーを伝送するための体外エネルギー伝送器であっ
て、体外第２のコイルおよび該第２のコイルに接続された第２の電子回路を有するエネル
ギー伝送器とを備えている。エネルギー伝送器の体外第２のコイルは、エネルギー受信器
の第１のコイルが受け取る無線エネルギーを伝送している。このシステムは、さらに、第
１の電子回路への体内第１のコイルの接続のオンおよびオフを切り換えるための電力スイ
ッチを備えており、電力スイッチが第１の電子回路への体内第１のコイルの接続のオンお
よびオフを切り換えると、体外エネルギー伝送器は、第１のコイルの充電に関するフィー
ドバック情報を体外第２のコイルの負荷のインピーダンス変化の形で受け取る。このシス
テムを図２９の構造で実施する際には、スイッチ３２６は、体内制御ユニット３１５によ
って制御される個別のスイッチであるか、あるいは体内制御ユニット３１５の中に統合さ
れる。スイッチ３２６は、その最も広義の実施形態の中で解釈すべきであることを理解さ
れたい。これは、電力のオンおよびオフを切り換えることができるトランジスタ、ＭＣＵ
、ＭＣＰＵ、ＡＳＩＣ、ＦＰＧＡもしくはＤＡ変換器または任意の他の電子コンポーネン
トあるいは回路を意味している。
【０２６２】
　結論すると、図２９に示されているエネルギー供給構造は、基本的には以下の方法で動
作させることができる。最初に決定デバイスの体内制御ユニット３１５によってエネルギ
ー・バランスが決定される。また、同じく体内制御ユニット３１５によって、必要なエネ
ルギーの量を反映している制御信号が生成され、この制御信号が体内信号伝送器３２７か
ら体外信号受信器３０４ｃに送信される。別法としては、上で言及した実施態様に依存す
る代わりに体外制御ユニット３０４ｂによってエネルギー・バランスを決定することも可
能である。その場合、制御信号は、様々なセンサからの測定結果を運ぶことができる。次
に、決定されたエネルギー・バランスに基づいて、体外制御ユニット３０４ｂによって、
例えば受け取った制御信号に応答して、体外エネルギー源３０４ａから放出されるエネル
ギーの量を調整することができる。このプロセスは、エネルギーを伝達している間、特定
の時間間隔で間欠的に繰り返すことができ、あるいはエネルギーを伝達している間、多少
なりとも連続的に実行することができる。
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【０２６３】
　伝達されるエネルギーの量は、通常、体外エネルギー源３０４ａの、電圧特性、電流特
性、振幅特性、波動周波数特性およびパルス特性等の様々な伝送パラメータを調節するこ
とによって調整することができる。
【０２６４】
　また、このシステムを使用してＴＥＴシステム内におけるコイル間の結合係数に関する
情報を獲得し、それにより体内コイルに対する関係で体外コイルの最適場所を見出し、か
つ、エネルギー伝達を最適化するためにシステムを較正することさえ可能である。この場
合、伝達されるエネルギーの量と受け取るエネルギーが単純に比較される。例えば、体外
コイルが移動すると場合によっては結合係数が変化し、適切に表示された運動により、エ
ネルギー伝達のための体外コイルの最適場所を見出すことができる。体外コイルは、決定
デバイス内におけるフィードバック情報を結合係数の最大化に先立って達成するために、
伝達されるエネルギーの量を較正するように適合されていることが好ましい。
【０２６５】
　この結合係数情報は、エネルギーを伝達している間、フィードバックとして使用するこ
とも可能である。このような場合、本発明のエネルギー・システムは、無線エネルギーを
受け取るための埋込み可能体内エネルギー受信器であって、体内第１のコイルおよび該第
１のコイルに接続された第１の電子回路を有するエネルギー受信器と、無線エネルギーを
伝送するための体外エネルギー伝送器であって、体外第２のコイルおよび該第２のコイル
に接続された第２の電子回路を有するエネルギー伝送器とを備えている。エネルギー伝送
器の体外第２のコイルは、エネルギー受信器の第１のコイルが受け取る無線エネルギーを
伝送している。このシステムは、さらに、フィードバック情報として第１のコイルが受け
取るエネルギーの量を発信するためのフィードバック・デバイスを備えており、また、第
２の電子回路には、フィードバック情報を受け取るため、および、第１のコイルと第２の
コイルの間の結合係数を得るために、第２のコイルによって伝達されるエネルギーの量と
、第１のコイルが受け取るエネルギーの量に関連するフィードバック情報とを比較するた
めの決定デバイスが含まれている。伝送されるエネルギーは、得られた結合係数に応じて
調整することができる。
【０２６６】
　非侵襲動作を可能にするべく、装置を動作させるためのエネルギーを無線伝達すること
については上で既に説明したが、図３０を参照すると、ワイヤ拘束エネルギーを使用して
装置を動作させることも可能であることが理解されよう。図３０はこのような一例を示し
たもので、体外スイッチ３２６は、体外エネルギー源３０４ａと、装置３０１を動作させ
る電動機３０７等の動作デバイスとの間に相互接続されている。体外制御ユニット３０４
ｂは、装置３０１を適切に動作させるために体外スイッチ３２６の動作を制御している。
【０２６７】
　図３１は、異なる実施形態を示したもので、受け取られるエネルギーを如何にして装置
３０１に供給することができるか、また、受け取られたエネルギーを装置３０１が如何に
して使用することができるかを示している。図２９の例と同様、体内エネルギー受信器３
０２は、伝送制御ユニット３０４ｂによって制御される体外エネルギー源３０４ａから無
線エネルギーＥを受け取る。体内エネルギー受信器３０２は、図のダッシュ線の枠「定電
圧」で示されている、装置３０１に一定の電圧のエネルギーを供給するための定電圧回路
を備えることができる。体内エネルギー受信器３０２は、さらに、図のダッシュ線の枠「
定電流」で示されている、装置３０１に一定の電流のエネルギーを供給するための定電流
回路を備えることができる。
【０２６８】
　装置３０１は、モータ、ポンプ、拘束デバイス、またはその電気動作のためのエネルギ
ーを必要とする任意の他の医療機器であってもよいエネルギー消費部分３０１ａを備えて
いる。装置３０１は、さらに、体内エネルギー受信器３０２から供給されるエネルギーを
蓄積するためのエネルギー蓄積デバイス３０１ｂを備えることができる。したがって供給
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されたエネルギーは、エネルギー消費部分３０１ａがそれを直接消費することも、あるい
はエネルギー蓄積デバイス３０１ｂがそれを蓄積することも可能であり、また、供給され
たエネルギーの一部を消費し、一部を蓄積することも可能である。装置３０１は、さらに
、体内エネルギー受信器３０２から供給されるエネルギーを安定化させるためのエネルギ
ー安定化ユニット３０１ｃを備えることができる。したがって、場合によっては消費また
は蓄積に先立ってエネルギーを安定化させる必要がある変動方式でエネルギーを供給する
ことができる。
【０２６９】
　体内エネルギー受信器３０２から供給されるエネルギーは、さらに、装置３０１による
消費および／または蓄積に先立って、装置３０１の外部に配置された個別のエネルギー安
定化ユニット３２８によって蓄積および／または安定化させることができる。別法として
は、エネルギー安定化ユニット３２８は、体内エネルギー受信器３０２の中に統合するこ
とも可能である。いずれの場合においても、エネルギー安定化ユニット３２８は、定電圧
回路および／または定電流回路を備えることができる。
【０２７０】
　図２９および図３１は、図に示されている様々な機能コンポーネントおよびエレメント
を互いに配置し、かつ、接続することができる方法に関するいくつかの可能な非制限実施
態様オプションを示したものであることに留意されたい。しかし、本発明の範囲内で多く
の変形形態および変更態様を加えることができることは当業者には容易に認識されよう。
【０２７１】
　図３２は、無線エネルギーの伝送を制御するためのシステム、またはエネルギー・バラ
ンス制御システムに対して提案されている複数の設計のうちの１つのエネルギー・バラン
ス測定回路を概略的に示したものである。回路は、２．５Ｖを中心とする、エネルギー・
アンバランスと比例関係にある出力信号を有している。この信号の微分は、値が大きくな
っているのか、小さくなっているのかを示しており、また、このような変化が生じる速さ
を示している。受け取ったエネルギーの量がインプラントによって使用されるエネルギー
より少ない場合、より多くのエネルギーが伝達され、したがってエネルギー源の中に充電
される。回路からの出力信号は、典型的にはＡ／Ｄ変換器に供給され、ディジタル・フォ
ーマットに変換される。次に、このディジタル情報を体外エネルギー伝送デバイスに送る
ことができ、それにより体外エネルギー伝送デバイスは、伝送されるエネルギーのレベル
を調節することができる。もう１つの可能性は、エネルギー・バランスレベルを特定の最
大閾値および最小閾値と比較し、バランスが最大／最小窓から外れている場合、体外エネ
ルギー伝送デバイスに情報を送る比較器を使用している完全なアナログ・システムを有す
ることである。
【０２７２】
　図３２の略図は、本発明の装置の埋込みエネルギー・コンポーネントに誘導エネルギー
伝達を使用して患者の身体の外部からエネルギーを伝達するシステムのための回路実施態
様を示したものである。誘導エネルギー伝達システムには、通常、体外伝送コイルおよび
体内受取りコイルが使用されている。受取りコイルＬ１は略図の中に含まれているが、シ
ステムの伝送部分は除外されている。
【０２７３】
　エネルギー・バランスの一般概念の実施態様、および情報が体外エネルギー伝送器に伝
送される方法は、当然、多くの異なる方法で実施することができる。情報を評価し、かつ
、伝送する図２８の略図および上で説明した方法は、単に制御システムを実施するための
方法の例と見なすべきである。
【０２７４】
　回路詳細
　図３２の記号Ｙ１、Ｙ２、Ｙ３、等々は、回路内における試験ポイントを記号で表した
ものである。線図中のコンポーネントおよびそれらの個々の値は、この特定の実施態様で
動作する値であり、当然、可能設計解決法の無限の数のうちの１つにすぎない。
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【０２７５】
　回路に電力を供給するためのエネルギーは、エネルギー受取りコイルＬ１が受け取る。
埋込みコンポーネントへのエネルギーは、この特定の事例では、２５ｋＨｚの周波数で伝
送される。エネルギー・バランス出力信号は、試験ポイントＹ１に存在している。
【０２７６】
　システムの上記様々な実施形態は、多くの異なる方法で組み合わせることができること
は当業者には認識されよう。例えば、図１１の電気スイッチ３０６は、図１４～２０の実
施形態のうちの任意の実施形態に組み込むことができ、液圧バルブ・シフト・デバイス３
１４は、本発明の他の実施形態に組み込むことができ、また、歯車箱３２４は、さらに他
の実施形態に組み込むことができる。スイッチは、単純に、任意の電子回路またはコンポ
ーネントを意味することも可能であることに注視されたい。
【０２７７】
　図２９、３１および３２に関連して説明した実施形態は、電気で動作させることができ
る装置の埋込みエネルギー消費構成要素への無線エネルギーの伝送を制御するための方法
およびシステムを識別している。このような方法およびシステムについては、以下で、一
般的な形で定義されている。
【０２７８】
　したがって、上で説明した装置の埋込みエネルギー消費構成要素に供給される無線エネ
ルギーの伝送を制御するための方法が提供される。無線エネルギーＥは、患者の外部に配
置されている体外エネルギーから伝送され、患者の内部に配置されている体内エネルギー
受信器によって受け取られる。体内エネルギー受信器は、装置の埋込みエネルギー消費構
成要素に接続されており、受け取ったエネルギーをそれらに直接または間接的に供給して
いる。体内エネルギー受信器が受け取るエネルギーと装置のために使用されるエネルギー
の間のエネルギー・バランスが決定される。次に、決定されたエネルギー・バランスに基
づいて、体外エネルギー源からの無線エネルギーＥの伝送が制御される。
【０２７９】
　無線エネルギーは、体外エネルギー源の一次コイルから体内エネルギー受信器の二次コ
イルへ誘導によって伝送することができる。エネルギー・バランスの変化を検出し、検出
されたエネルギー・バランスの変化に基づいて無線エネルギーの伝送を制御することがで
きる。また、体内エネルギー受信器が受け取るエネルギーと、医療デバイスのために使用
されるエネルギーの差を検出し、検出されたエネルギー差に基づいて無線エネルギーの伝
送を制御することも可能である。
【０２８０】
　エネルギー伝送を制御する場合に、検出されたエネルギー・バランスの変化が、エネル
ギー・バランスが増加していることをほのめかしている場合、伝送される無線エネルギー
の量を少なくすることができ、あるいはその逆の場合も同様である。エネルギー伝送の減
／増は、さらに、検出される変化率に対応させることも可能である。
【０２８１】
　さらに、検出されたエネルギー差が、受け取ったエネルギーの方が使用されるエネルギ
ーより多いことをほのめかしている場合、伝送される無線エネルギーの量を少なくするこ
とができ、あるいはその逆の場合も同様である。この場合、エネルギー伝送の減／増は、
検出されるエネルギー差の大きさに対応させることができる。
【０２８２】
　上で言及したように、医療デバイスのために使用されるエネルギーは、医療デバイスを
動作させるために消費することができ、および／または医療デバイスの少なくとも１つの
エネルギー蓄積デバイスに蓄積することができる。
【０２８３】
　医療デバイスの電気パラメータおよび／または物理パラメータ、および／または患者の
身体パラメータが決定されると、消費および蓄積のために、前記パラメータに基づいて決
定される時間単位当たりの伝送速度に従ってエネルギーを伝送することができる。また、
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前記パラメータに基づいて、伝送されるエネルギーの総量を決定することも可能である。
【０２８４】
　体内エネルギー受信器が受け取るエネルギーの総量と、消費および／または蓄積される
エネルギーの総量の差が検出され、かつ、検出された差が、前記エネルギー・バランスに
関連する少なくとも１つの測定電気パラメータの時間積分に関連付けられると、エネルギ
ー・バランスに関連するモニタ電圧および／または電流に対する積分を決定することがで
きる。
【０２８５】
　消費および／または蓄積されるエネルギーの量に関連する測定電気パラメータの時間に
対する微分が決定されると、エネルギー・バランスに関連するモニタ電圧および／または
電流に対する微分を決定することができる。
【０２８６】
　体外エネルギー源からの無線エネルギーの伝送は、無線エネルギーを伝送するための電
気パルスであって、前縁および後縁を有する電気パルスを第１の電気回路から体外エネル
ギー源に印加し、電気パルスの連続する前縁と後縁の間の第１の時間間隔の長さ、および
／または電気パルスの連続する後縁と前縁の間の第２の時間間隔の長さを変化させ、かつ
、無線エネルギーを伝送することによって制御することができ、伝送されるエネルギーは
、電力が変化した電気パルスから生成され、電力の変化は、第１および／または第２の時
間間隔の長さで決まる。
【０２８７】
　その場合、第１および／または第２の時間間隔を変化させる際の電気パルスの周波数は
、実質的に一定であってもよい。電気パルスを印加する場合、電気パルスは、第１および
／または第２の時間間隔の変化を除き、不変の状態を維持することができる。第１および
／または第２の時間間隔を変化させる際の電気パルスの振幅は、実質的に一定であっても
よい。さらに、電気パルスは、電気パルスの連続する前縁と後縁の間の第１の時間間隔の
長さを変化させるだけで変化させることができる。
【０２８８】
　１列の複数の電気パルスを並べて供給することができ、パルスの列を印加する場合、列
は、そのパルス列の最初に第１の電気パルスを有し、また、そのパルス列の最後に第２の
電気パルスを有し、複数のパルス列を並べて供給することができ、連続する、第１のパル
ス列の第２の電気パルスの後縁と、第２のパルス列の第１の電気パルスの前縁との間の第
２の時間間隔の長さが変化する。
【０２８９】
　電気パルスを印加する場合、電気パルスは、実質的に一定の電流および実質的に一定の
電圧を有することができる。また、電気パルスは、実質的に一定の電流および実質的に一
定の電圧を有することも可能である。さらに、電気パルスは、実質的に一定の周波数を有
することも可能である。パルス列内の電気パルスも同じく実質的に一定の周波数を有する
ことができる。
【０２９０】
　第１の電気回路および体外エネルギー源によって形成される回路は、第１の特性時間期
間すなわち第１の時定数を有することができ、また、事実上、伝送されるエネルギーを変
化させる場合、このような周波数時間期間は、第１の特性時間期間すなわち時定数以内に
することができる。
【０２９１】
　したがって上で説明した装置を備えたシステムは、同じく、装置の埋込みエネルギー消
費構成要素に供給される無線エネルギーの伝送を制御するために提供される。その最も広
義の意味では、システムは、エネルギー伝送デバイスからの無線エネルギーの伝送を制御
するための制御デバイス、および伝送された無線エネルギーを受け取るための埋込み可能
体内エネルギー受信器を備えており、体内エネルギー受信器は、装置の埋込み可能エネル
ギー消費構成要素に接続されており、受け取ったエネルギーをそれらに直接または間接的
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に供給している。システムは、さらに、体内エネルギー受信器が受け取るエネルギーと、
装置の埋込み可能エネルギー消費構成要素のために使用されるエネルギーの間のエネルギ
ー・バランスを決定するように適合された決定デバイスを備えており、制御デバイスは、
決定デバイスによって決定されるエネルギー・バランスに基づいて、体外エネルギー伝送
デバイスからの無線エネルギーの伝送を制御する。
【０２９２】
　システムは、さらに、次のうちの任意の内容を含むことができる。
　－　体外エネルギー源内の一次コイルであって、体内エネルギー受信器内の二次コイル
に誘導によって無線エネルギーを伝送するように適合された一次コイル。
　－　決定デバイスは、エネルギー・バランスの変化を検出するように適合されており、
制御デバイスは、検出されたエネルギー・バランスの変化に基づいて無線エネルギーの伝
送を制御する。
　－　決定デバイスは、体内エネルギー受信器が受け取るエネルギーと、装置の埋込み可
能エネルギー消費構成要素のために使用されるエネルギーの差を検出するように適合され
ており、制御デバイスは、検出されたエネルギー差に基づいて無線エネルギーの伝送を制
御する。
　－　制御デバイスは、検出されたエネルギー・バランスの変化が、エネルギー・バラン
スが増加していることをほのめかしている場合、伝送される無線エネルギーの量が少なく
なるように体外エネルギー伝送デバイスを制御し、あるいはその逆の場合も同様であり、
エネルギー伝送の減／増は、検出される変化率に対応している。
　－　制御デバイスは、検出されたエネルギー差が、受け取ったエネルギーの方が使用さ
れるエネルギーより多いことをほのめかしている場合、伝送される無線エネルギーの量が
少なくなるように体外エネルギー伝送デバイスを制御し、あるいはその逆の場合も同様で
あり、エネルギー伝送の減／増は、前記検出されるエネルギー差の大きさに対応している
。
　－　装置のために使用されるエネルギーは、装置を動作させるために消費され、および
／または装置の少なくとも１つのエネルギー蓄積デバイスに蓄積される。
　－　装置の電気パラメータおよび／または物理パラメータ、および／または患者の身体
パラメータが決定されると、エネルギー伝送デバイスは、消費および蓄積のために、前記
パラメータに基づいて決定デバイスによって決定される時間単位当たりの伝送速度に従っ
てエネルギーを伝送する。また、決定デバイスは、前記パラメータに基づいて、伝送され
るエネルギーの総量を決定する。
　－　体内エネルギー受信器が受け取るエネルギーの総量と、消費および／または蓄積さ
れるエネルギーの総量の差が検出され、かつ、検出された差が、エネルギー・バランスに
関連する少なくとも１つの測定電気パラメータの時間積分に関連付けられると、決定デバ
イスは、エネルギー・バランスに関連するモニタ電圧および／または電流に対する積分を
決定する。
　－　消費および／または蓄積されるエネルギーの量に関連する測定電気パラメータの時
間に対する微分が決定されると、決定デバイスは、エネルギー・バランスに関連するモニ
タ電圧および／または電流に対する微分を決定する。
　－　エネルギー伝送デバイスは、人体の外部に配置されるコイルを備えており、また、
無線エネルギーを伝送するために電気パルスを使用して体外コイルに電力を供給するため
の電気回路が提供される。電気パルスは前縁および後縁を有しており、電気回路は、伝送
される無線エネルギーの電力を変化させるために、電気パルスの連続する前縁と後縁の間
の第１の時間間隔および／または電気パルスの連続する後縁と前縁の間の第２の時間間隔
を変化させるように適合されている。したがって、伝送される無線エネルギーを受け取る
エネルギー受信器は、変化した電力を有している。
　－　電気回路は電気パルスを引き渡すように適合されており、それにより第１および／
または第２の時間間隔の変化を除いて不変の状態が維持される。
　－　電気回路は時定数を有しており、また、第１および第２の時間間隔を第１の時定数
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の範囲内でのみ変化させるように適合されており、したがって第１および／または第２の
時間間隔の長さが変化すると、コイルを介して伝送される電力が変化する。
　－　電気回路は、電気パルスの連続する前縁と後縁の間の第１の時間間隔の長さを変化
させるだけで変化する電気パルスを引き渡すように適合されている。
　－　電気回路は、１列の複数の電気パルスを並べて供給するように適合されており、前
記列は、そのパルス列の最初に第１の電気パルスを有し、また、そのパルス列の最後に第
２の電気パルスを有している。
　－　連続する、第１のパルス列の第２の電気パルスの後縁と、第２のパルス列の第１の
電気パルスの前縁との間の第２の時間間隔の長さが第１の電子回路によって変化する。
　－　電気回路は、実質的に一定の高さおよび／または振幅および／または強度および／
または電圧および／または電流および／または周波数を有するパルスとして電気パルスを
提供するように適合されている。
　－　電気回路は時定数を有しており、また、第１および第２の時間間隔を第１の時定数
の範囲内でのみ変化させるように適合されており、したがって第１および／または第２の
時間間隔の長さが変化すると、第１のコイルを介して伝送される電力が変化する。
　－　電気回路は、第１および／または第２の時間間隔の長さが第１の時定数を含む範囲
内、または第１の時定数の大きさと比較すると比較的第１の時定数の近くに位置している
範囲内でのみ変化する電気パルスを提供するように適合されている。
【０２９３】
　一実施形態によれば、前記無線エネルギーには、音波信号、超音波信号、電磁波信号、
赤外光信号、可視光信号、紫外光信号、レーザ光信号、マイクロ波信号、電波信号、ｘ線
放射信号およびガンマ線放射信号から選択される波動信号が含まれている。
【０２９４】
　一実施形態によれば、前記無線エネルギーには、電界、磁界、電界と磁界の組合せのう
ちの１つが含まれている。
【０２９５】
　一実施形態によれば、前記制御信号には、電界、磁界、電界と磁界の組合せのうちの１
つが含まれている。
【０２９６】
　他の実施形態によれば、前記信号には、アナログ信号、ディジタル信号、またはアナロ
グ信号とディジタル信号の組合せが含まれている。
【０２９７】
　さらに他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置の埋込み可能エネルギー
消費構成要素に電力を供給するための埋込み可能体内エネルギー源を備えている。
【０２９８】
　さらに他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、無線モードでエネルギーを伝
達するための体外エネルギー源を備えており、無線モードで伝達されるエネルギーを使用
して体内エネルギー源を充電することができる。
【０２９９】
　さらに他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、体内エネルギー源を充電する
ためのエネルギーの伝達に相関する機能パラメータを検知し、あるいは測定するためのセ
ンサまたは測定デバイスと、患者の身体の内部から患者の身体の外部へフィードバック情
報を送るためのフィードバック・デバイスとを備えており、フィードバック情報は、セン
サによって検知され、あるいは測定デバイスによって測定される機能パラメータに関連し
ている。
【０３００】
　さらに他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、患者の身体の内部から患者の
身体の外部へフィードバック情報を送るためのフィードバック・デバイスを備えており、
フィードバック情報は、患者の身体パラメータおよび装置に関連する機能パラメータのう
ちの少なくとも１つに関連している。
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【０３０１】
　さらに他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、センサおよび／または測定デ
バイスと、センサによって検知され、あるいは測定デバイスによって測定される患者の身
体パラメータ、およびセンサによって検知され、あるいは測定デバイスによって測定され
る、装置に関連する機能パラメータのうちの少なくとも１つに関連する情報に応答して装
置を制御するための埋込み可能体内制御ユニットとを備えている。
【０３０２】
　他の実施形態によれば、前記身体パラメータは、圧力または運動性運動である。
【０３０３】
　さらに他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、体外データ通信器および体外
データ通信器と通信する埋込み可能体内データ通信器を備えており、体内通信器は、装置
または患者に関連するデータを体外データ通信器に供給し、および／または体外データ通
信器は、データを体内データ通信器に供給する。
【０３０４】
　さらに他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置を動作させるためのモー
タまたはポンプを備えている。
【０３０５】
　さらに他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置を動作させるための液圧
動作デバイスを備えている。
【０３０６】
　さらに他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置を動作させるための動作
デバイスを備えており、動作デバイスは、動作デバイスがより長い距離に作用し、それに
より、決定された作用のための時間を長くする代わりに、装置を動作させるために動作デ
バイスに必要な力を小さくするように設計されたサーボを備えている。
【０３０７】
　さらに他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置を動作させるための動作
デバイスを備えており、無線エネルギーは、その無線状態で使用され、無線エネルギーが
エネルギー伝送デバイスによって伝送されると、動作デバイスに電力が直接供給され、そ
れにより装置を動作させるための運動エネルギーが生成される。
【０３０８】
　さらに他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、エネルギー伝送デバイスによ
って伝送される無線エネルギーを第１の形態のエネルギーから第２の形態のエネルギーに
変換するためのエネルギー変換デバイスを備えている。
【０３０９】
　一実施形態によれば、前記エネルギー変換デバイスは、エネルギー変換デバイスがエネ
ルギー伝送デバイスによって伝送された第１の形態のエネルギーを第２の形態のエネルギ
ーに変換すると、この第２の形態のエネルギーを使用して、装置の埋込み可能エネルギー
消費構成要素に直接電力を供給する。
【０３１０】
　一実施形態によれば、前記第２の形態のエネルギーには、直流電流、脈動直流電流およ
び交流電流のうちの少なくとも１つが含まれている。
【０３１１】
　さらに他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、埋込み可能アキュムレータを
備えており、第２の形態のエネルギーを使用して少なくとも部分的にアキュムレータが充
電される。
【０３１２】
　一実施形態によれば、第１または第２の形態の前記エネルギーには、磁気エネルギー、
運動エネルギー、音響エネルギー、化学エネルギー、放射エネルギー、電磁エネルギー、
光エネルギー、原子エネルギー、熱エネルギー、非磁気エネルギー、非運動エネルギー、
非化学エネルギー、非音響エネルギー、非原子エネルギーおよび非熱エネルギーのうちの
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少なくとも１つが含まれている。
【０３１３】
　さらに他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、少なくとも１つの電圧レベル
・ガードおよび／または少なくとも１つの定電流ガードを含んだ埋込み可能電気コンポー
ネントを備えている。
【０３１４】
　さらに他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、エネルギー伝送デバイスから
の無線エネルギーの伝送を制御するための制御デバイスと、伝送される無線エネルギーを
受け取るための埋込み可能体内エネルギー受信器とを備えており、体内エネルギー受信器
は、受け取ったエネルギーを直接または間接的に供給するために、装置の埋込み可能エネ
ルギー消費構成要素に接続されており、システムは、さらに、体内エネルギー受信器が受
け取るエネルギーと、装置の埋込み可能エネルギー消費構成要素のために使用されるエネ
ルギーの間のエネルギー・バランスを決定するように適合された決定デバイスを備えてお
り、制御デバイスは、決定デバイスによって決定されるエネルギー・バランスに基づいて
、体外エネルギー伝送デバイスからの無線エネルギーの伝送を制御する。
【０３１５】
　一実施形態によれば、前記決定デバイスは、エネルギー・バランスの変化を検出するよ
うに適合されており、制御デバイスは、検出されたエネルギー・バランスの変化に基づい
て無線エネルギーの伝送を制御する。
【０３１６】
　他の実施形態によれば、前記決定デバイスは、体内エネルギー受信器が受け取るエネル
ギーと、装置の埋込み可能エネルギー消費構成要素のために使用されるエネルギーの差を
検出するように適合されており、制御デバイスは、検出されたエネルギー差に基づいて無
線エネルギーの伝送を制御する。
【０３１７】
　さらに他の実施形態によれば、エネルギー伝送デバイスは、人体の外部に配置されるコ
イルを備えており、さらに、人体の内部に配置される埋込み可能エネルギー受信器、およ
び無線エネルギーを伝送するために電気パルスを使用して体外コイルに電力を供給するよ
うに接続される電気回路を備えており、電気パルスは前縁および後縁を有しており、電気
回路は、伝送される無線エネルギーの電力を変化させるために、電気パルスの連続する前
縁と後縁の間の第１の時間間隔および／または電気パルスの連続する後縁と前縁の間の第
２の時間間隔を変化させるように適合されており、伝送される無線エネルギーを受け取る
エネルギー受信器は、変化した電力を有している。
【０３１８】
　さらに他の実施形態によれば、電気回路は電気パルスを引き渡すように適合されており
、それにより第１および／または第２の時間間隔の変化を除いて不変の状態が維持される
。
【０３１９】
　さらに他の実施形態によれば、電気回路は時定数を有しており、また、第１および第２
の時間間隔を第１の時定数の範囲内でのみ変化させるように適合されており、したがって
第１および／または第２の時間間隔の長さが変化すると、コイルを介して伝送される電力
が変化する。
【０３２０】
　さらに他の実施形態によれば、システムは、無線エネルギーを受け取るための埋込み可
能体内エネルギー受信器であって、体内第１のコイルおよび該第１のコイルに接続された
第１の電子回路を有するエネルギー受信器と、無線エネルギーを伝送するための体外エネ
ルギー伝送器であって、体外第２のコイルおよび該第２のコイルに接続された第２の電子
回路を有するエネルギー伝送器とを備えており、エネルギー伝送器の体外第２のコイルは
、エネルギー受信器の第１のコイルが受け取る無線エネルギーを伝送しており、システム
は、さらに、第１の電子回路への体内第１のコイルの接続のオンおよびオフを切り換える
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ための電力スイッチを備えており、電力スイッチが第１の電子回路への体内第１のコイル
の接続のオンおよびオフを切り換えると、体外エネルギー伝送器は、第１のコイルの充電
に関するフィードバック情報を体外第２のコイルの負荷のインピーダンス変化の形で受け
取る。
【０３２１】
　さらに他の実施形態によれば、システムは、無線エネルギーを受け取るための埋込み可
能体内エネルギー受信器であって、体内第１のコイルおよび該第１のコイルに接続された
第１の電子回路を有するエネルギー受信器と、無線エネルギーを伝送するための体外エネ
ルギー伝送器であって、体外第２のコイルおよび該第２のコイルに接続された第２の電子
回路を有するエネルギー伝送器とを備えており、エネルギー伝送器の体外第２のコイルは
、エネルギー受信器の第１のコイルが受け取る無線エネルギーを伝送しており、システム
は、さらに、フィードバック情報として第１のコイルが受け取るエネルギーの量を発信す
るためのフィードバック・デバイスを備えており、また、第２の電子回路には、フィード
バック情報を受け取るため、および、第１のコイルと第２のコイルの間の結合係数を得る
ために、第２のコイルによって伝達されるエネルギーの量と、第１のコイルが受け取るエ
ネルギーの量に関連するフィードバック情報とを比較するための決定デバイスが含まれて
いる。
【０３２２】
　一実施形態によれば、伝送されるエネルギーは、得られた結合係数に応じて調整するこ
とができる。
【０３２３】
　他の実施形態によれば、前記体外第２のコイルは、結合係数が最大化される第２のコイ
ルの最適配置を確立するために、体内第１のコイルに対する関係で移動するように適合さ
れている。
【０３２４】
　さらに他の実施形態によれば、前記体外第２のコイルは、決定デバイス内におけるフィ
ードバック情報を結合係数の最大化に先立って達成するために、伝達されるエネルギーの
量を較正するように適合されている。
【０３２５】
　さらに他の実施形態によれば、機械式デバイスは、調節後、その新しい位置で機械式デ
バイスをロックする機械式複数ステップ・ロック機構を備えている。図１０は一例を示し
たもので、図１０ａは、本発明によるデバイス（７００）の詳細図を概略的に示したもの
であり、前記デバイスは、少なくとも１つの液圧ピストン（７０１）および２つのアクチ
ュエータ（７０２、７０３）を備えている。この実施形態では、デバイスのハウジングに
一方のアクチュエータが取り付けられており、もう一方のアクチュエータは可動式である
。例えば大きい応力に一時的にさらされた場合に、アクチュエータが前の位置へ戻るのを
防止するために、ハウジングは開口（７０５）を有しており、また、アクチュエータは、
アクチュエータの外側に向かう運動は許容するが、内側に向かう運動は実質的に阻止する
円錐形のフランジ（７０４）を有している。
【０３２６】
　図１０ｂは一代替実施形態を示したもので、本発明によるデバイス（８００）の場合、
ハウジングの中に２つのピストン（８０１、８０２）が提供されている。これらのピスト
ンは２つのアクチュエータ（８０５、８０６）に接続されており、また、これらのアクチ
ュエータは固定デバイス（図示せず）に係合されている。前記ハウジングは、突起のパタ
ーン、ベルトまたはかえりを内側に有しており、前記ピストンの一方向の移動、好ましく
は外側に向かう移動を許容し、かつ、内側に向かう運動を実質的に阻止している。
【０３２７】
　さらに他の実施形態によれば、機械式複数ステップ・ロック機構は、スプリント、鋸歯
の原理を使用した細長い構造、フランジ、かえりまたはボンネット・バンド、ナット、歯
車箱またはばね荷重ロック原理のうちの少なくとも１つを備えている。
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【０３２８】
　システムのさらに他の実施形態によれば、デバイスは制御デバイスを備えている。
【０３２９】
　他の実施形態によれば、前記制御デバイスは、デバイスが埋込まれる前に設定される増
分変化のプログラムに従う。
【０３３０】
　他の実施形態によれば、前記制御デバイスは、埋込み後および／または治療中に制御デ
バイスに送信される増分変化のプログラムに従う。
【０３３１】
　他の実施形態によれば、前記制御デバイスは、体外制御ユニットおよび前記体外制御ユ
ニットとの無線通信に適した埋込み可能受信器を備えており、前記体外制御ユニットは、
身体の外部に配置される伝送器を有している。
【０３３２】
　他の実施形態によれば、前記制御デバイスは、前記体外制御ユニットを使用して埋込み
後および／または治療中に受信器に送信される調節デバイスの増分変化を制御している。
【０３３３】
　好ましい実施形態によれば、前記デバイスは可撓性であり、髄空洞の中に導入すること
ができる。別法として、あるいはこの実施形態と組み合わせて、前記デバイスは少なくと
も部分的に弾性である。別法として、あるいはこの実施形態と組み合わせて、前記デバイ
スはばねを備えている。別法として、あるいはこの実施形態と組み合わせて、前記デバイ
スは、彎曲した後、その元の形状に復帰するように適合されている。
【０３３４】
　他の実施形態によれば、本明細書において示されている他の実施形態と自由に組み合わ
せることができる固定デバイスは、骨に対する関係で固定デバイスを係合させ、かつ、安
定させるためのねじ山を備えている。
【０３３５】
　さらに他の実施形態によれば、固定デバイスは、細長いデバイスの縦方向の延長部分に
対して少なくとも部分的に直角に膨張する、骨に対する関係で固定デバイスを係合させ、
かつ、安定させるための膨張可能部分を備えている。図３３はこの実施形態を示したもの
で、２つの末端部分つまり固定手段９０２および９０３を有するデバイス９００が概略的
に示されており、２つの末端部分は、例えば弾性で膨張可能な手段であり、ここではキー
またはノブ９０１によって外部から駆動される手段として示されている。キーまたはノブ
９０１は、デバイス９００に挿入することができる部分を有しており、固定手段９０２お
よび９０３を駆動する機構、詳細には膨張させる機構と係合する。
【０３３６】
　図Ｉ、ＩＩおよびＩＩＩは、固定手段９０２および９０３が、膨張していないそれらの
最初の状態では空洞内への挿入を許容し、次にそれらを駆動して膨張させることができ、
それらが膨張して周囲の空洞と係合すると、デバイスを操作して骨を調節することができ
る様子をそれぞれ示している。
【０３３７】
　図３４に概略的に示されている一代替実施形態によれば、デバイス９２０は、フランジ
９２２および９２３の構造の形態の固定手段を備えている。体外デバイスは、ここでは９
２２および９２３を駆動するための機構に係合させることができる末端部分を有するワイ
ヤ９２１として示されているが、その体外デバイスとデバイスが動作接触して固定デバイ
スが駆動される。駆動されると固定デバイスと周囲の空洞が係合し、したがってデバイス
を操作して骨を調節することができる。
【０３３８】
　図３８は、骨折区域１０２１を有する骨１０２０の部分切欠図を示したもので、本発明
の一実施形態による埋込み可能デバイスが髄空洞１０４０の中に埋込まれており、前記デ
バイスは、ボディ１０３０および２つの固定デバイス１０５０、１０５１を備えている。
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図に示されている入口孔１０２２は、例えば骨セメントで密閉され、あるいは閉ざされて
おり、また、図に示されている調節デバイスは、延びて操作状態にあり、固定デバイス１
０５０および１０５１は、骨と固着係合している。
【０３３９】
　さらに他の実施形態によれば、調節デバイスは、骨をねじるように適合されている。別
法または組合せとして、前記調節デバイスは、骨の角度を変化させるように適合されてい
る。
【０３４０】
　さらに他の実施形態によれば、前記調節デバイスは少なくとも２つの部分を備えており
、これらの部分は、相互関係で回転するように適合されている。前記相対回転は、前記少
なくとも２つの固定デバイスによって固定されることが好ましい。
【０３４１】
　他の実施形態によれば、本明細書において示されている他の実施形態と自由に組み合わ
せることができる前記調節デバイスは、骨の角度を変化させるように適合されている。
【０３４２】
　さらに他の実施形態によれば、本明細書において示されている他の実施形態と自由に組
み合わせることができる前記調節デバイスは少なくとも２つの部分を備えており、これら
の部分は、相互関係で角度をなして配置されるように適合されている。
【０３４３】
　図４０はこれを概略的に示したものであり、埋込み調節デバイスが少なくとも２つの部
分２１００および２２００を備え、これらの部分が相互関係で角度をなして配置され、お
よび／または相互関係で回転するように適合された実施形態が示されている。運動は、動
作デバイス２２６０に取り付けられた、ここでは半円形または半球状のエレメント２２５
０として示されている関節を準備することによって達成され、動作デバイス２２６０は、
エレメント２２５０を部分２２００に対する関係で回すまたは回転させるように適合され
ている。また、エレメント２２５０は部分２１００に動作係合されており、調節デバイス
２１５０は、部分２１００と２２００の間の角度を変化させるために、前記エレメントと
係合するように適合されている。前記動作デバイス２２６０および前記調節デバイス２２
６０は、それぞれモータを備えていることが好ましく、また、任意選択で、本明細書にお
いて他の実施形態のコンテキストの中で記述されている歯車箱および制御ユニットを備え
ていることが好ましい。
【０３４４】
　矢印は、図４０に示されている部分の可能運動方向を概略的に示しているが、これらの
部分は、必要に応じて相互関係で角度を付けることができ、傾斜させることができ、ある
いは回転させることができることは理解されよう。
【０３４５】
　さらに他の実施形態によれば、前記複数の固定デバイスは、単に骨の内部で係合し、か
つ、重量を支えるように適合されている。
【０３４６】
　さらに他の実施形態によれば、前記複数の固定デバイスは、骨の外部に侵入することな
く骨と係合し、かつ、その重量を支えるように適合されている。
【０３４７】
　さらに他の実施形態によれば、前記複数の固定デバイスは、単に骨の外部で係合し、か
つ、重量を支えるように適合されている。
【０３４８】
　他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自由に組み合
わせることができる前記デバイスは、調節デバイスの位置を直接または間接的に検知する
センサを備えている。
【０３４９】
　さらに他の実施形態によれば、デバイスは、前記センサから直接または間接的に受け取
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った情報を人体の外部へ送信するように適合されたフィードバック伝送器を備えており、
前記送信される情報は、体外制御ユニットが受け取り、調節デバイスの位置に関連付ける
ように適合されている。
【０３５０】
　このデバイスの他の実施形態によれば、前記動作デバイスは、三相モータとして動作す
るモータである。別法としては、前記動作デバイスは、二相または三相以上のモータとし
て動作するモータである。
【０３５１】
　他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自由に組み合
わせることができる前記デバイスは、モータに接続された歯車箱およびモータ・パッケー
ジを備えており、モータ・パッケージからの出力速度は、前記歯車箱によって達成される
前記モータ単体による速度より遅い。
【０３５２】
　他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自由に組み合
わせることができる前記デバイスは、モータに接続された電気速度コントローラおよびモ
ータ・パッケージを備えており、前記モータ・パッケージ内におけるモータの出力速度は
、前記電気速度コントローラによって減速される。
【０３５３】
　任意の上記実施形態によれば、モータは回転モータであり、モータ・パッケージの出力
速度は、毎秒１００回転未満に減速され、別法としては毎秒１０回転未満、もしくは毎秒
１回転未満、または別法としては毎秒０．１回転未満、あるいは別法としては毎秒０．０
１回転未満、さらには別法としては毎秒０．００１回転未満に減速される。
【０３５４】
　他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自由に組み合
わせることができる前記デバイスは、モータに接続された電気速度コントローラおよびモ
ータ・パッケージを備えており、前記モータ・パッケージのモータの出力速度は、前記電
気速度コントローラによって制御される。
【０３５５】
　任意の上記実施形態によれば、モータはリニアモータであり、モータ・パッケージの出
力速度は、毎秒１ｍｍ未満、別法としては毎秒０．１ｍｍ未満、もしくは別法としては毎
秒０．０１ｍｍ未満、または別法としては毎秒０．００１ｍｍ未満、あるいは別法として
は毎秒０．０００１ｍｍ未満、さらには毎秒０．００００１ｍｍ未満である。
【０３５６】
　また、図３５は、本発明による一デバイスの構造を示したもので、縦方向にねじが切ら
れた中央シャフトすなわち軸９３７、および軸９３７に作用する、回転力を縦方向の力に
変換し、デバイスを延長または収縮させるモータまたは歯車構造９３８を収納する、入れ
子式に配置された２つの部分９３２および９３３を備えたデバイス９３０の一実施形態が
概略的に示されている。
【０３５７】
　さらに、図３６は、デバイスが３つの主要部分、つまり中央セクション９３５および入
れ子式に配置された２つの末端セクション９３４および９３６を備え、それぞれモータま
たは歯車構造９４１および９４２を介して、縦方向にねじが切られた中央シャフトすなわ
ち軸９３９および９４０に接続された他の関連実施形態を示したものである。
【０３５８】
　最後に、図３７ＡおよびＢは、１０００および１０１０で概略的に示されている本発明
による骨を調節するためのデバイスが、可撓性つまり弾性外部カバー１００１または膨張
可能外部カバー１０１１で密閉される実施形態を示したもので、例えば折り目１０１２に
よって前記カバーが膨張することにより、組織および体液との直接接触からデバイスを保
護することができる。
【０３５９】
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　前記弾性可撓性カバーまたは膨張可能カバーは、一般的に安全であると認められており
、また、外科用として承認されている重合材料でできていることが好ましく、また、適切
にコーティングを施すことによって組織刺激を最小化することができる。これらの材料の
非制限の例には、シリコン、ポリウレタンおよびＴＥＦＬＯＮ（登録商標）があり、また
、適切なコーティングの非制限の例には、微粒化金属コーティングおよびＰＡＲＹＬＥＮ
Ｅ（登録商標）等の重合コーティングがある。
【０３６０】
　また、本発明は、哺乳動物の骨を調節するための方法に関しており、上で説明した任意
の実施形態による液圧式または機械式デバイスが使用され、かつ、前記哺乳動物の身体に
埋込まれる。
【０３６１】
　さらに他の実施形態によれば、前記デバイスは、前記哺乳動物の身体の髄内に埋込まれ
、前記骨の内部に固定される固定デバイスに力を加える。
【０３６２】
　さらに他の実施形態によれば、前記骨調節は、骨の延長、骨折の治癒、骨の角度の変更
、骨の再整形、あるいはそれらの組合せである。
【０３６３】
　さらに他の実施形態によれば、前記調節は、先天性状態、変形または以前の外傷に起因
する肢節の不一致を矯正するための治療の１ステップである。
【０３６４】
　さらに他の実施形態によれば、前記調節は、伸延骨形成治療を必要とする骨の再整形ま
たは延長である。
【０３６５】
　さらに他の実施形態によれば、前記調節は、先天性奇形を矯正する１ステップとしての
骨の再整形または延長である。
【０３６６】
　さらに他の実施形態によれば、前記調節は、美容治療の１ステップとしての骨の再整形
または延長である。
【０３６７】
　この方法の他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自
由に組み合わせることができる再整形は、骨の角度または彎曲の変更、骨のねじれの変更
、骨幹と骨端の間の角度の変更、骨の厚さの変更またはそれらの組合せのうちの１つであ
る。
【０３６８】
　他の実施形態によれば、デバイスは、前記哺乳動物の身体の髄内に埋込まれ、前記デバ
イスは、前記骨の中に固定される固定デバイス、およびデバイスによって加えられる力の
大きさを制御する制御デバイスに力を加える液圧式デバイスである。
【０３６９】
　他の実施形態によれば、デバイスは、前記哺乳動物の身体の髄内に埋込まれ、前記デバ
イスは、前記骨の中に固定される固定デバイス、およびデバイスによって加えられる力の
大きさを制御する制御デバイスに力を加える機械式デバイスである。
【０３７０】
　この方法の他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自
由に組み合わせることができる前記制御デバイスは、デバイスが埋込まれる前に設定され
る増分変化のプログラムに従う。別法としては、前記制御デバイスは、埋込み後および／
または治療中に制御デバイスに送信される増分変化のプログラムに従う。
【０３７１】
　この方法の他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自
由に組み合わせることができるデバイスは、治療が完了すると安定化される。
【０３７２】
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　一実施形態によれば、前記デバイスは、調節デバイスの位置を安定させ、かつ、固定デ
バイスと固定デバイスの間の距離を永続的にする材料をデバイスに充填することによって
安定化される。前記材料は、固体化し、架橋結合し、または、安定した体積を達成し且つ
保持する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合物から選択されることが
好ましい。
【０３７３】
　他の実施形態によれば、前記デバイスは液圧式デバイスであり、液圧流体は、硬化、固
体化、架橋結合または他の反応が使用者によって開始されると、固体化し、架橋結合し、
または、安定した体積を達成し且つ保持する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または
重合体混合物から選択される材料である。
【０３７４】
　他の実施形態によれば、デバイスは液圧式デバイスであり、固体化し、架橋結合し、ま
たは、安定した体積を達成し且つ保持する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重
合体混合物から選択される材料は、前記デバイスに加えられ、液圧流体と部分的に、ある
いは完全に置き換えられる。
【０３７５】
　他の実施形態には、伸延骨形成のための方法が含まれており、骨折した骨が埋込まれた
液圧式または機械式デバイスを使用して間欠力および／または振動力にさらされる。
【０３７６】
　他の実施形態は、骨を調節するためのデバイスを提供することによって哺乳動物患者の
骨機能障害を治療するための方法であり、デバイスは、本明細書において示されている任
意の実施形態による少なくとも２つの固定デバイスを備えており、この方法には、
　i.　　前記哺乳動物患者の空洞に針または管様器具を挿入するステップと、
　ii. 　前記針または管様器具を介して流体を導入することによって前記空洞を膨張させ
、それにより前記空洞を拡張させるステップと、
　iii.　前記空洞の中に少なくとも２つの腹腔鏡トロカールを配置するステップと、
　iv.　 前記腹腔鏡トロカールのうちの１つを介して前記空洞の中にカメラを挿入するス
テップと、
　v.　　前記少なくとも２つの腹腔鏡トロカールのうちの１つを介して少なくとも１つの
切開器具を挿入するステップと、
　vi.　 機能障害のある骨の領域を切開するステップと、
　vii.　前記骨の髄空洞の中に骨を調節するためのデバイスおよび固定デバイスを配置す
るステップと、
　viii. 前記固定デバイスを前記骨に接触させて固定するステップと、
　ix.　 哺乳動物の身体を好ましくは層をなして縫合するステップと、
　x.　　術後に前記骨を非侵襲的に調節するステップと
が含まれている。　
【０３７７】
　他の実施形態は、骨を調節するためのデバイスを提供することによって哺乳動物患者の
骨機能障害を治療する方法であり、デバイスは、本明細書において示されている任意の実
施形態による少なくとも２つの固定デバイスを備えており、この方法には、
　i.　　前記ヒト患者の皮膚を切断するステップと、
　ii.　 機能障害のある骨の領域を切開するステップと、
　iii.　前記骨の髄空洞の中にデバイスを配置するステップと、
　iv.　 前記固定デバイスを前記骨に接触させて固定するステップと、
　v.　　哺乳動物の身体を好ましくは層をなして縫合するステップと、
　vi.　 手術後に前記骨を非侵襲的に調節するステップと
が含まれている。
【０３７８】
　任意の上記実施形態による方法には、好ましいことには器具を取り出すステップが含ま
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れている。
【０３７９】
　任意の上記実施形態による方法には、好ましいことには縫合またはステープルを使用し
て皮膚を包み込むステップが含まれている。
【０３８０】
　この方法のさらに他の実施形態によれば、切開ステップには、鎖骨、肩甲骨、上腕骨、
トウ骨、尺骨、骨盤骨、大腿骨、脛骨、ヒ骨または踵骨のうちの少なくとも１つの領域を
切開するステップを含む、腕または脚の領域を切開するステップが含まれている。
【０３８１】
　この方法のさらに他の実施形態によれば、切開ステップには、肩、肘、股、膝、手およ
び足の関節のうちの少なくとも１つの領域を切開するステップを含む、腕または脚の領域
を切開するステップが含まれている。
【０３８２】
　この方法のさらに他の実施形態によれば、髄空洞中への開孔がドリルによって穿孔され
る。
【０３８３】
　また、本発明は、本明細書において示されている実施形態のうちの任意の１つによる装
置を備えたシステムに関している。
【０３８４】
　このシステムのさらに他の実施形態によれば、前記システムは、患者の中に埋込むこと
ができる、装置を手動で、かつ、非侵襲的に制御するための少なくとも１つのスイッチを
備えている。
【０３８５】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、液圧によって装置に接続される埋込
み可能液圧リザーバを有する液圧式デバイスを備えており、装置は、液圧リザーバを手動
で押すことによって非侵襲的に調整されるように適合されている。
【０３８６】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置を非侵襲的に制御するための無
線遠隔制御装置を備えている。
【０３８７】
　他の実施形態によれば、無線遠隔制御装置は、少なくとも１つの体外信号伝送器および
／または受信器を備えており、さらに、患者の中に埋込むことができる、体外信号伝送器
によって送信される信号を受信し、あるいは信号を体外信号受信器に送信するための体内
信号受信器および／または伝送器を備えている。
【０３８８】
　他の実施形態によれば、前記無線遠隔制御装置は、装置を制御するための少なくとも１
つの無線制御信号を送信する。
【０３８９】
　他の実施形態によれば、前記無線制御信号には、周波数変調信号、振幅変調信号または
位相変調信号あるいはそれらの組合せが含まれている。
【０３９０】
　他の実施形態によれば、前記無線遠隔制御装置は、制御信号を搬送するための電磁搬送
波信号を送信する。
【０３９１】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置の埋込み可能エネルギー消費構
成要素に無線エネルギーを使用して非侵襲的にエネルギーを供給するための無線エネルギ
ー伝送デバイスを備えている。
【０３９２】
　他の実施形態によれば、前記無線エネルギーには、音波信号、超音波信号、電磁波信号
、赤外光信号、可視光信号、紫外光信号、レーザ光信号、マイクロ波信号、電波信号、ｘ
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線放射信号およびガンマ線放射信号から選択される波動信号が含まれている。
【０３９３】
　他の実施形態によれば、前記無線エネルギーには、電界、磁界、電界と磁界の組合せの
うちの１つが含まれている。
【０３９４】
　他の実施形態によれば、前記制御信号には、電界、磁界、電界と磁界の組合せのうちの
１つが含まれている。
【０３９５】
　他の実施形態によれば、前記信号には、アナログ信号、ディジタル信号、またはアナロ
グ信号とディジタル信号の組合せが含まれている。
【０３９６】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置の埋込み可能エネルギー消費構
成要素に電力を供給するための埋込み可能体内エネルギー源を備えている。
【０３９７】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、無線モードでエネルギーを伝達する
ための体外エネルギー源を備えており、無線モードで伝達されるエネルギーを使用して体
内エネルギー源を充電することができる。
【０３９８】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、体内エネルギー源を充電するための
エネルギーの伝達に相関する機能パラメータを検知し、あるいは測定するためのセンサま
たは測定デバイスと、患者の身体の内部から患者の身体の外部へフィードバック情報を送
るためのフィードバック・デバイスとを備えており、フィードバック情報は、センサによ
って検知され、あるいは測定デバイスによって測定される機能パラメータに関連している
。
【０３９９】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、患者の身体の内部から患者の身体の
外部へフィードバック情報を送るためのフィードバック・デバイスを備えており、フィー
ドバック情報は、患者の身体パラメータおよび装置に関連する機能パラメータのうちの少
なくとも１つに関連している。
【０４００】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、センサおよび／または測定デバイス
と、センサによって検知され、あるいは測定デバイスによって測定される患者の身体パラ
メータ、およびセンサによって検知され、あるいは測定デバイスによって測定される、装
置に関連する機能パラメータのうちの少なくとも１つに関連する情報に応答して装置を制
御するための埋込み可能体内制御ユニットとを備えている。前記身体パラメータは、圧力
または運動性運動であることが好ましい。
【０４０１】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、体外データ通信器および体外データ
通信器と通信する埋込み可能体内データ通信器を備えており、体内通信器は、装置または
患者に関連するデータを体外データ通信器に供給し、および／または体外データ通信器は
、データを体内データ通信器に供給する。
【０４０２】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置を動作させるためのモータまた
はポンプを備えている。
【０４０３】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置を動作させるための液圧動作デ
バイスを備えている。
【０４０４】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置を動作させるための動作デバイ
スを備えており、動作デバイスは、動作デバイスがより長い距離に作用し、それにより、
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決定された作用のための時間を長くする代わりに、装置を動作させるために動作デバイス
に必要な力を小さくするように設計されたサーボまたは機械式増幅器を備えている。
【０４０５】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、装置を動作させるための動作デバイ
スを備えており、無線エネルギーは、その無線状態で使用され、無線エネルギーがエネル
ギー伝送デバイスによって伝送されると、動作デバイスに電力が直接供給され、それによ
り装置を動作させるための運動エネルギーが生成される。
【０４０６】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、エネルギー伝送デバイスによって伝
送される無線エネルギーを第１の形態のエネルギーから第２の形態のエネルギーに変換す
るためのエネルギー変換デバイスを備えている。
【０４０７】
　一実施形態によれば、前記エネルギー変換デバイスは、エネルギー変換デバイスがエネ
ルギー伝送デバイスによって伝送された第１の形態のエネルギーを第２の形態のエネルギ
ーに変換すると、この第２の形態のエネルギーを使用して、装置の埋込み可能エネルギー
消費構成要素に直接電力を供給する。
【０４０８】
　一実施形態によれば、前記第２の形態のエネルギーには、直流電流、脈動直流電流およ
び交流電流のうちの少なくとも１つが含まれている。
【０４０９】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、埋込み可能アキュムレータを備えて
おり、第２の形態のエネルギーを使用して少なくとも部分的にアキュムレータが充電され
る。
【０４１０】
　一実施形態によれば、本明細書において示されている任意の実施形態と自由に組み合わ
せることができる第１または第２の形態の前記エネルギーには、磁気エネルギー、運動エ
ネルギー、音響エネルギー、化学エネルギー、放射エネルギー、電磁エネルギー、光エネ
ルギー、原子エネルギー、熱エネルギー、非磁気エネルギー、非運動エネルギー、非化学
エネルギー、非音響エネルギー、非原子エネルギーおよび非熱エネルギーのうちの少なく
とも１つが含まれている。
【０４１１】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、少なくとも１つの電圧レベル・ガー
ドおよび／または少なくとも１つの定電流ガードを含んだ埋込み可能電気コンポーネント
を備えている。
【０４１２】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、エネルギー伝送デバイスからの無線
エネルギーの伝送を制御するための制御デバイスと、伝送される無線エネルギーを受け取
るための埋込み可能体内エネルギー受信器とを備えており、体内エネルギー受信器は、受
け取ったエネルギーを直接または間接的に供給するために、装置の埋込み可能エネルギー
消費構成要素に接続されており、システムは、さらに、体内エネルギー受信器が受け取る
エネルギーと、装置の埋込み可能エネルギー消費構成要素のために使用されるエネルギー
の間のエネルギー・バランスを決定するように適合された決定デバイスを備えており、制
御デバイスは、決定デバイスによって決定されるエネルギー・バランスに基づいて、体外
エネルギー伝送デバイスからの無線エネルギーの伝送を制御する。
【０４１３】
　一実施形態によれば、前記決定デバイスは、エネルギー・バランスの変化を検出するよ
うに適合されており、制御デバイスは、検出されたエネルギー・バランスの変化に基づい
て無線エネルギーの伝送を制御する。
【０４１４】
　他の実施形態によれば、前記決定デバイスは、体内エネルギー受信器が受け取るエネル
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ギーと、装置の埋込み可能エネルギー消費構成要素のために使用されるエネルギーの差を
検出するように適合されており、制御デバイスは、検出されたエネルギー差に基づいて無
線エネルギーの伝送を制御する。
【０４１５】
　他の実施形態によれば、前記エネルギー伝送デバイスは、人体の外部に配置されるコイ
ルを備えており、さらに、人体の内部に配置される埋込み可能エネルギー受信器、および
無線エネルギーを伝送するために電気パルスを使用して体外コイルに電力を供給するよう
に接続される電気回路を備えており、電気パルスは前縁および後縁を有しており、電気回
路は、伝送される無線エネルギーの電力を変化させるために、電気パルスの連続する前縁
と後縁の間の第１の時間間隔および／または電気パルスの連続する後縁と前縁の間の第２
の時間間隔を変化させるように適合されており、伝送される無線エネルギーを受け取るエ
ネルギー受信器は、変化した電力を有している。
【０４１６】
　他の実施形態によれば、前記電気回路は電気パルスを引き渡すように適合されており、
それにより第１および／または第２の時間間隔の変化を除いて不変の状態が維持される。
【０４１７】
　他の実施形態によれば、前記電気回路は時定数を有しており、また、第１および第２の
時間間隔を第１の時定数の範囲内でのみ変化させるように適合されており、したがって第
１および／または第２の時間間隔の長さが変化すると、コイルを介して伝送される電力が
変化する。
【０４１８】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、無線エネルギーを受け取るための埋
込み可能体内エネルギー受信器であって、体内第１のコイルおよび該第１のコイルに接続
された第１の電子回路を有するエネルギー受信器と、無線エネルギーを伝送するための体
外エネルギー伝送器であって、体外第２のコイルおよび該第２のコイルに接続された第２
の電子回路を有するエネルギー伝送器とを備えており、エネルギー伝送器の体外第２のコ
イルは、エネルギー受信器の第１のコイルが受け取る無線エネルギーを伝送しており、シ
ステムは、さらに、第１の電子回路への体内第１のコイルの接続のオンおよびオフを切り
換えるための電力スイッチを備えており、電力スイッチが第１の電子回路への体内第１の
コイルの接続のオンおよびオフを切り換えると、体外エネルギー伝送器は、第１のコイル
の充電に関するフィードバック情報を体外第２のコイルの負荷のインピーダンス変化の形
で受け取る。
【０４１９】
　他の実施形態によれば、前記システムは、さらに、無線エネルギーを受け取るための埋
込み可能体内エネルギー受信器であって、体内第１のコイルおよび該第１のコイルに接続
された第１の電子回路を有するエネルギー受信器と、無線エネルギーを伝送するための体
外エネルギー伝送器であって、体外第２のコイルおよび該第２のコイルに接続された第２
の電子回路を有するエネルギー伝送器とを備えており、エネルギー伝送器の体外第２のコ
イルは、エネルギー受信器の第１のコイルが受け取る無線エネルギーを伝送しており、シ
ステムは、さらに、フィードバック情報として第１のコイルが受け取るエネルギーの量を
発信するためのフィードバック・デバイスを備えており、また、第２の電子回路には、フ
ィードバック情報を受け取るため、および、第１のコイルと第２のコイルの間の結合係数
を得るために、第２のコイルによって伝達されるエネルギーの量と、第１のコイルが受け
取るエネルギーの量に関連するフィードバック情報とを比較するための決定デバイスが含
まれている。
【０４２０】
　他の実施形態によれば、前記伝送されるエネルギーは、得られた結合係数に応じて調整
することができる。
【０４２１】
　他の実施形態によれば、前記体外第２のコイルは、結合係数が最大化される第２のコイ
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ルの最適配置を確立するために、体内第１のコイルに対する関係で移動するように適合さ
れている。
【０４２２】
　他の実施形態によれば、前記体外第２のコイルは、決定デバイス内におけるフィードバ
ック情報を結合係数の最大化に先立って達成するために、伝達されるエネルギーの量を較
正するように適合されている。
【０４２３】
　他の実施形態によれば、前記機械式デバイスは、調節後、その新しい位置で機械式デバ
イスをロックする機械式複数ステップ・ロック機構を備えている。
【０４２４】
　さらに他の実施形態によれば、前記機械式複数ステップ・ロック機構は、スプリント、
鋸歯の原理を使用した細長い構造、フランジ、かえりまたはボンネット・バンド、ナット
、歯車箱またはばね荷重ロック原理のうちの少なくとも１つを備えている。
【０４２５】
　一実施形態によれば、前記液圧式調節デバイスは、骨調節が完了すると安定化されるよ
うに適合されている。
【０４２６】
　一実施形態によれば、前記液圧式調節デバイスには、調節デバイスの位置を安定させ、
かつ、固定デバイスと固定デバイスの間の距離を永続的にする材料を充填することができ
る。
【０４２７】
　上記実施形態の場合、前記材料は、固体化し、架橋結合し、または、安定した体積を達
成し且つ保持する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合物から選択され
ることが好ましい。
【０４２８】
　一実施形態によれば、前記デバイスに使用される前記液圧流体は、硬化、固体化、架橋
結合または他の反応が使用者によって開始されると、固体化し、架橋結合し、または、安
定した体積を達成し且つ保持する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合
物から選択される材料である。
【０４２９】
　上記実施形態の場合、固体化し、架橋結合し、または、安定した体積を達成し且つ保持
する硬化性フォーム、硬化性ゲル、重合体または重合体混合物から選択される材料は、デ
バイスに加えられ、液圧流体と部分的に、あるいは完全に置き換えられる。
【０４３０】
　他の実施形態によれば、前記デバイスは制御デバイスを備えている。前記制御デバイス
は、デバイスが埋込まれる前に設定される増分変化のプログラムに従うことが好ましい。
別法としては、前記制御デバイスは、埋込み後および／または治療中に制御デバイスに送
信される増分変化のプログラムに従う。
【０４３１】
　一実施形態によれば、前記制御デバイスは、体外制御ユニットおよび前記体外制御ユニ
ットとの無線通信に適した埋込み可能受信器を備えており、前記体外制御ユニットは、身
体の外部に配置される伝送器を有している。
【０４３２】
　他の実施形態によれば、前記制御デバイスは、前記体外制御ユニットを使用して埋込み
後および／または治療中に受信器に送信される調節デバイスの増分変化を制御している。
【０４３３】
　他の実施形態によれば、本明細書において示されている任意の他の実施形態と自由に組
み合わせることができる前記調節デバイスは、骨のねじれを調節するように適合されてい
る。
【０４３４】
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　他の実施形態によれば、前記調節デバイスは、骨の角度を変化させるように適合されて
いる。
【０４３５】
　他の実施形態によれば、前記調節デバイスは少なくとも２つの部分を備えており、これ
らの部分は、相互関係で回転するように適合されている。
【０４３６】
　他の実施形態によれば、前記相対回転は、前記少なくとも２つの固定デバイスによって
固定される。
【０４３７】
　他の実施形態によれば、前記調節デバイスは少なくとも２つの部分を備えており、これ
らの部分は、相互関係で角度をなすように適合されている。
【０４３８】
　他の実施形態によれば、前記調節デバイスは、脊柱を含む骨の彎曲を変化させるように
適合されている。
【０４３９】
　他の実施形態によれば、前記調節デバイスは、関節または脊椎を再整列させ、あるいは
再配置するように適合されており、これには脊柱の形状の再形成またはサポートが含まれ
ている。
【０４４０】
　他の実施形態によれば、複数の固定デバイスは、単に骨の外側で係合し、かつ、重量を
支えるように適合されている。
【０４４１】
　このデバイスの他の実施形態によれば、前記複数の固定デバイスは、骨の内部、つまり
骨の髄に侵入することなく骨と係合し、かつ、その重量を支えるように適合されている。
【０４４２】
　他の実施形態によれば、前記調節デバイスは、骨の外側に配置されるように適合されて
いる。
【０４４３】
　さらに他の実施形態によれば、前記デバイスは、調節デバイスの位置を直接または間接
的に検知するセンサを備えている。
【０４４４】
　さらに他の実施形態によれば、前記デバイスは、前記センサから直接または間接的に受
け取った情報を人体の外部へ送信するように適合されたフィードバック伝送器を備えてお
り、前記送信される情報は、体外制御ユニットが受け取り、調節デバイスの位置に関連付
けるように適合されている。
【０４４５】
　一実施形態によれば、前記動作デバイスは、三相モータとして動作するモータである。
別法としては、前記動作デバイスは、二相または三相以上のモータとして動作するモータ
である。
【０４４６】
　さらに他の実施形態によれば、前記デバイスは、モータに接続された歯車箱およびモー
タ・パッケージを備えており、モータ・パッケージからの出力速度は、前記歯車箱によっ
て達成される前記モータ単体による速度より遅い。
【０４４７】
　さらに他の実施形態によれば、前記モータ・パッケージ内におけるモータの前記出力速
度は、前記電気速度コントローラによって減速される。
【０４４８】
　一実施形態によれば、前記モータは回転モータであり、モータ・パッケージの出力速度
は、毎秒１００回転未満に減速され、もしくは毎秒１０回転未満、または毎秒１回転未満
、あるいは毎秒０．１回転未満、さらには毎秒０．０１回転未満、さらには毎秒０．００
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１回転未満に減速される。
【０４４９】
　さらに他の実施形態によれば、前記デバイスは、モータに接続された電気速度コントロ
ーラおよびモータ・パッケージを備えており、前記モータ・パッケージ内におけるモータ
の出力速度は、前記電気速度コントローラによって制御される。
【０４５０】
　一実施形態によれば、前記モータはリニアモータであり、モータ・パッケージの出力速
度は、毎秒１ｍｍ未満、もしくは毎秒０．１ｍｍ未満、または毎秒０．０１ｍｍ未満、あ
るいは毎秒０．００１ｍｍ未満、さらには毎秒０．０００１ｍｍ未満、さらには毎秒０．
００００１ｍｍ未満である。
【０４５１】
　上記実施形態および個々の実施形態の中で示されている特長は、自由に組み合わせるこ
とができることに留意されたい。
【０４５２】
　例
　ウサギのヒ骨モデル、骨粗鬆症における骨折治療のためのヒツジ・モデル、ネズミ大腿
骨骨折モデル等の骨折治癒を調査するための動物モデルが存在している。本発明によるデ
バイスおよび方法は、ヒツジ、ブタ、イヌ、サル、等々のより大型の哺乳動物の使用を必
要とするモデルであることが好ましい既存の動物モデルで試験することができることが想
定されている。
【０４５３】
　また、骨の骨折治癒を評価するための非侵襲方法が存在しており、例えば、骨骨折治癒
の定量的超音波モニタリングが記述されている論評論文（Ｐｒｏｔｏｐａｐｐａｓら、２
００８年）を参照されたい。
【０４５４】
　適切な動物モデルでは、試験動物に麻酔が施され、骨が切開され、かつ、骨折される。
骨の切開は、例えば組織がその部位から除去される代わりに側方へ折り畳まれ、あるいは
側方へ引っ張られて損傷するのを最小にするために慎重に実施される。ピンまたは他の固
定デバイスが骨折の両側の骨の中に固定され、かつ、本発明によるデバイスが前記固定デ
バイスに取り付けられる。組織が慎重に、好ましくは１層ずつ元の位置に戻され、かつ、
動物の身体が縫合される。適切な初期治癒期間が経過すると、骨折区域が非侵襲的に調節
される。骨治癒、感染または炎症の疼痛および徴候等のパラメータが定期的に観察される
。安楽死に引き続いて骨が切開され、骨折区域が解析される。
【０４５５】
　実験は、脊柱の彎曲の調節、関節の再整列、骨の彎曲の変化、等々を評価するために、
必要な修正を加えて同じ動物モデルまたは異なる動物モデルで繰り返すことができる。
【０４５６】
　以上、本発明について、現時点で本発明者に分かっている最良のモードを構成している
本発明の好ましい実施形態に関連して説明したが、本明細書に添付されている特許請求の
範囲に示されている本発明の範囲を逸脱することなく、当業者には明らかであろう様々な
変更および修正を加えることができることを理解されたい。
【０４５７】
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【符号の説明】
【０４５８】
３０１　埋込み装置；　３０２　エネルギー変換デバイス；　３０３　電源ライン；　
３０４　体外エネルギー伝送デバイス。
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